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第１章 計画策定にあたって 

第１節 計画策定の目的 

わが国の65歳以上の人口は、令和５年４月１日現在3,619万人で、総人口に占める割合（高

齢化率）は29.1%となり、４人に１人以上が65歳以上の高齢者という超高齢社会となっていま

す。一方、1970年代に訪れた第2次ベビーブームをピークに出生数は減少傾向にあり、少子化

も一層進行している状況です。今後、すべての団塊ジュニア世代が65歳になる令和22（2040）

年に高齢者人口はピークに達することが予想され、医療や福祉、社会保障をはじめとした、わが

国の政策課題の対応が検討されています。 

枝幸町（以下、本町）においても少子高齢化の進行による労働力不足や超高齢化社会による介

護需要の高まりは重大な課題であり、令和2年の国勢調査ではすでに高齢化率が35%を超えてお

り、さらなる増加が予想されます。 

平成29年には介護保険制度の見直しが行われ、「地域包括ケアシステムの深化・推進」と「介

護保険制度の持続可能性の確保」のため、保険者機能の強化等による自立支援と要介護状態の重

度化防止、医療と介護の連携、地域共生社会の実現に向けた取組の推進等が示されています。特

に認知症発症の増加を見据え、国では令和元年に認知症施策推進大綱を定め、認知症の発症を遅

らせ、認知症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社会を目指し、認知症の方や家族の視

点を重視しながら「共生」と「予防」を車の両輪として施策を推進していくこととしています。 

本町においても、「地域包括ケアシステムの深化・推進」に向けて、高齢者保健福祉ならびに介

護保険事業の今後の施策・事業を位置づけた、新たな「枝幸町高齢者保健福祉計画・介護保険事

業計画」（以下、本計画）を策定します。 

 

第２節 計画期間 

計画期間は、法に基づき令和６年度から令和８年度までの３年間であり、団塊の世代の全員が

後期高齢者となる令和 7（2025）年度が計画期間内にあります。そして、団塊ジュニア世代の

全員が 65 歳になる令和 22（2040）年度を見据えつつ、本町の実態に即した計画を策定しま

す。 

 

計画の期間 

 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10年度 

令和 
11年度 

～ 
令和 

22年度 

        

        

令和 22 年度を見据えた方向を示す 
第９期高齢者保健福祉計画 

・介護保険事業計画 

第 10 期 
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第３節 計画の位置づけ 

本計画は、本町の高齢者保健福祉事業と介護保険事業を含めた、高齢者に対する保健福祉事業

全般を総合的に推進するため、老人福祉法に基づく市町村老人福祉計画（以下、高齢者保健福祉

計画）と介護保険法に基づく市町村介護保険事業計画（以下、介護保険事業計画）を一体のもの

として策定するものです。 

高齢者保健福祉計画は、地域包括ケアシステム構築に向け、高齢者の保健福祉事業を総合的に

体系づけるものです。介護保険事業計画は、持続可能な介護保険運営のために、要介護等認定者

数や各介護保険サービスの給付量等を見込み、計画期間内のサービス基盤整備方針や介護保険料

を定めるものです。 

また、第２次枝幸町まちづくり計画（平成 28年度～令和７年度）及び枝幸町地域福祉計画（令

和３年度～令和７年度）を上位計画とし、その他の福祉関連計画や国と道の政策動向とも整合を

とりながら策定しました。 

 

計画のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  

等  

老人福祉法（第 20条の８） 

第２次枝幸町まちづくり計画 

枝幸町高齢者保健福祉計画・ 

介護保険事業計画 

介護保険法（第 117条） 

根拠法 

上位計画 

枝幸町地域福祉計画 

福祉の上位計画 

 

【国】 

第９期基本指針 介護保険法改正 

医療介護総合確保推進法   等 

【道】 

高齢者保健福祉計画・介護保険事業支援計画 

医療計画 地域医療構想    等 

国・道の政策動向 

枝幸町障がい者福祉計画 

枝幸町健康増進計画 

枝幸町子ども・子育て支援事業計画 

整合 整合 

枝幸町国民健康保険病院機能再編計画 
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第４節 介護保険制度改正のポイント 

（１）第８期計画（以下、前計画）から継続するポイント 

団塊世代が 75 歳以上となる令和７（2025）年を迎え、団塊ジュニア世代が 65 歳以上となる

令和 22（2040）年を見通すと、要介護認定率の高まりや認知症高齢者の一層の増加が見込まれ

ます。今後も高齢者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう支援するこ

とや、要支援・要介護状態となることへの予防、要支援・要介護状態の軽減・悪化の防止といった

介護保険制度の基本を維持し、質の高いサービスを提供していくとともに、人材と財源の重点化・

効率化によって、介護保険制度の持続可能性を確保できるようにすることが重要となっています。 

このため、令和 5（2023）年の介護保険制度の改正（「全世代対応型の持続可能な社会保障制度

を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律」令和 5（2023）年５月 12 日成立）では、

全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するため、下記のような考え方が示されました。 

 

「全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律」

における介護保険関係の主な改正事項 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

● 医療・介護の連携機能及び提供体制等の基盤強化 

Ⅰ．介護情報基盤の整備 

○ 介護保険者が被保険者等に係る医療・介護情報の収集・提供等を行う事業を医療保険

者と一体的に実施 

・被保険者、介護事業者その他の関係者が当該被保険者に係る介護情報等を共有・活用することを促進する

事業を介護保険者である市町村の地域支援事業として位置づけ 

・市町村は、当該事業について、医療保険者等と共同して国保連・支払基金に委託できることとする 

Ⅱ．介護サービス事業者の財務状況等の見える化 

○ 介護サービス事業所等の詳細な財務状況等を把握して政策立案に活用するため、事業

者の事務負担にも配慮しつつ、財務状況を分析できる体制を整備 

・各事業所・施設に対して詳細な財務状況（損益計算書等の情報）の報告を義務付け 

・国が、当該情報を収集・整理し、分析した情報を公表 

Ⅲ．介護サービス事業所等における生産性の向上に資する取組に係る努力義務 

○ 介護現場における生産性の向上に関して、都道府県を中心に一層取組を推進 

・都道府県に対し、介護サービス事業所・施設の生産性の向上に資する取組が促進されるよう努める旨の規

定を新設 など 

Ⅳ．看護小規模多機能型居宅介護のサービス内容の明確化 

○ 看多機について、サービス内容の明確化等を通じて、更なる普及を進める 

・看多機のサービス内容について、サービス拠点での「通い」「泊まり」における看護サービス（療養上の世

話又は必要な診療の補助）が含まれる旨を明確化 など 

Ⅴ．地域包括支援センターの体制整備等 

○ 地域の拠点である地域包括支援センターが地域住民への支援をより適切に行うため

の体制を整備 

・要支援者に行う介護予防支援について、居宅介護支援事業所（ケアマネ事業所）も市町村からの指定を受

けて実施可能とする など 
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（２）第９期計画策定のポイント 

近年の状況を踏まえて、国の社会保障審議会介護保険部会（令和５（2023）年 7 月 10日）で

は、３つの方針と、それを推進するために重要な取組を介護保険制度の見直しの意見として提示し

ており、以下にポイントをまとめています。 

 

１．介護サービス基盤の計画的な整備 

①地域の実情に応じたサービス基盤の整備 

・中長期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を適切に捉えて、施設・サービス種別

の変更など既存施設・事業所のあり方も含め検討し、地域の実情に応じて介護サービス基

盤を計画的に確保していく必要 

・医療・介護双方のニーズを有する高齢者の増加を踏まえ、医療・介護を効率的かつ効果的

に提供する体制の確保、医療・介護の連携強化が重要 

・中長期的なサービス需要の見込みについてサービス提供事業者を含め、地域の関係者と共

有し、サービス基盤の整備の在り方を議論することが重要 

 

②在宅サービスの充実 

・居宅要介護者の在宅生活を支えるための定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機

能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護など地域密着型サービスの更なる普及 

・居宅要介護者の様々な介護ニーズに柔軟に対応できるよう、複合的な在宅サービスの整備

を推進することが重要 

・居宅要介護者を支えるための、訪問リハビリテーション等や介護老人保健施設による在宅

療養支援の充実 

 

 

２．地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組 

①地域共生社会の実現 

・地域包括ケアシステムは地域共生社会の実現に向けた中核的な基盤となり得るものであ

り、制度・分野の枠や「支える側」「支えられる側」という関係を超えて、地域住民や多

様な主体による介護予防や日常生活支援の取組を促進する観点から、総合事業の充実を

推進 

・地域包括支援センターの業務負担軽減と質の確保、体制整備を図るとともに、重層的支援

体制整備事業において属性や世代を問わない包括的な相談支援等を担うことも期待 

・認知症に関する正しい知識の普及啓発により、認知症への社会の理解を深めることが重要 

 

②デジタル技術を活用し、介護事業所間、医療・介護間での連携を円滑に進めるための医療・

介護情報基盤を整備 

 

③保険者機能の強化 

・給付適正化事業の取組の重点化・内容の充実・見える化 
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３．地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び介護現場の生産性向上 

・介護人材を確保するため、処遇の改善、人材育成への支援、職場環境の改善による離職防

止、外国人材の受入環境整備などの取組を総合的に実施 

・都道府県主導の下で生産性向上に資する様々な支援・施策を総合的に推進。介護の経営の

協働化・大規模化により、人材や資源を有効に活用 

・介護サービス事業者の財務状況等の見える化を推進 
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第５節 日常生活圏域 

計画の策定にあたり、その住民が日常生活を営んでいる地域として、地理的条件、人口、交通事

情、その他の社会的条件、介護給付等、対象サービスを提供するための施策の整備状況、その他の

条件を総合的に勘案して、2 つの日常生活圏域を設定しています。 

 

 

 

枝幸地区 
目梨泊・問牧・枝幸市街地・下幌別・岡島・徳志別・山臼・乙忠部・風烈布・ 

音標・上音標 

歌登地区 

歌登パンケナイ・歌登東歌登・歌登西歌登・歌登市街地・歌登中央・ 

歌登毛登別・歌登辺毛内・歌登志美宇丹・歌登大奮・歌登上徳志別・ 

歌登豊沃・歌登本幌別・歌登大曲 
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第２章 本町の現状 

第１節 高齢者人口 

住民基本台帳人口によれば、令和５（2023）年 10 月１日現在、65 歳以上（高齢者人口）の

方は 2,645 人となっています。高齢化率は平成 30（2018）年の 33.9％から 1.9 ポイント上

昇し、35.8％となっています。 

一方、15～64歳（生産年齢人口）の方は年々減少傾向にあり、高齢者に対する支え手の不足

が懸念されます。 

 

人口の推移 

 

 

（単位：人、％） 

 平成30年 

（2018） 

令和元年 

（2019） 

令和２年 

（2020） 

令和３年 

（2021） 

令和４年 

（2022） 

令和５年 

（2023） 

総人口 8,234 8,085 7,867 7,725 7,537 7,378 

０～14歳 875 836 804 755 718 659 

15～64歳 4,570 4,477 4,297 4,217 4,107 4,074 

65歳以上人口 2,789 2,772 2,766 2,753 2,712 2,645 

 65～74歳 1,358 1,336 1,341 1,344 1,312 1,227 

 75歳以上 1,431 1,436 1,425 1,409 1,400 1,418 

高齢化率 33.9% 34.3% 35.2% 35.6% 36.0% 35.8% 

 前期高齢者比率 16.5% 16.5% 17.0% 17.4% 17.4% 16.6% 

 後期高齢者比率 17.4% 17.8% 18.1% 18.2% 18.6% 19.2% 

40～64歳 2,751 2,716 2,622 2,578 2,493 2,427 

※住民基本台帳人口(各年 10月１日時点)  

※高齢化率は四捨五入の関係で合計が一致しない場合があります。 

875 836 804 755 718 659

4,570 4,477 4,297 4,217 4,107 4,074

1,358 1,336 1,341 1,344 1,312 1,227

1,431 1,436 1,425 1,409 1,400 1,418

8,234 8,085 7,867 7,725 7,537 7,378

33.9% 34.3% 35.2% 35.6% 36.0% 35.8%
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０～14歳 15～64歳 65～74歳 75歳以上 高齢化率
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第２節 要介護認定者数 

本町の要介護認定者数や認定率（第１号被保険者に対する比率）は、令和 3 年まで上昇傾向と

なっていましたが、その後減少し、令和 5年には 18.9％となっています。 

認定者数と認定率の推移 

 
 

（単位：人、％） 

 平成30年 

（2018） 

令和元年 

（2019） 

令和２年 

（2020） 

令和３年 

（2021） 

令和４年 

（2022） 

令和５年 

（2023） 

認定者数 516  529  552  557  541  509  

 要支援１ 81  91  99  98  115  114  

要支援２ 51  48  52  56  45  49  

要介護１ 120  123  127  114  106  106  

要介護２ 82  83  89  89  70  63  

要介護３ 76  68  73  77  82  78  

要介護４ 66  72  75  85  82  67  

要介護５ 40  44  37  38  41  32  

第１号被保険者数 2,810 2,805 2,785 2,784  2,755  2,692  

認定率 18.4% 18.9% 19.8% 20.0% 19.6% 18.9% 

（出典）認定者数：厚生労働省「介護保険事業状況報告（各年３月報）」 
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要介護１ 要支援２ 要支援１ 認定者割合
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本町の認定率は、上昇傾向でありましたが、令和 3（2021）年をピークに減少しています。

令和 5（2023）年は 18.9％となっています。 

認定率の推移（各年３月末日） 

 
（単位：％） 

 平成 28年 

(2016) 

平成 29年 

(2017) 

平成 30年 

(2018) 

令和元年 

(2019) 

令和２年 

(2020) 

令和３年 

(2021) 

令和４年 

(2022) 

令和５年 

(2023) 

枝幸町 16.8  18.7  18.4  18.9  19.8  20.0  19.6  18.9  

道 19.4  19.5  19.5  19.8  20.0  20.3  20.5  20.6  

国 17.9  18.0  18.0  18.3  18.4  18.7  18.9  19.0  

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告（各年３月報）」 

 

 

要介護認定区分ごとの認定率は、要支援１・要介護３が国や道よりも高くなっています。 

要介護認定区分ごとの認定率（令和５年３月） 

 
（単位：％） 

 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

枝幸町 4.4 1.8 3.7 2.6 3 2.5 1.2 

道 3.8 3 4.8 3.2 2.2 2.2 1.5 

国 2.7 2.6 4 3.2 2.5 2.5 1.6 

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告（令和５年３月報）」 
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第３節 介護保険給付 

１ 介護予防サービス別給付費 

前計画における各介護予防サービスの計画値とそれに対する実績については、次のとおり

です。全体として、実績値と計画値の乖離が少なくなっています。 

各介護予防サービスの実績値・計画値・対計画比 

 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

実績値 
（対計画比） 

計画値 
実績値 

（対計画比） 
計画値 

見込値 
（対計画比） 

計画値 

 

介護予防特定施設入居者 
生活介護 

0 0 0 0 
450 
（-） 

0 

介護予防認知症対応型 
共同生活介護 

0 0 0 0 0 0 

居住系サービス費用計 0 0 0 0 
450 
（-） 

0 

 

介護予防訪問入浴介護 0 0 0 0 0 0 

介護予防訪問看護 
2,733 

（117.3％） 
2,329 

2,758 
（116.0％） 

2,378 
2,700 

（111.2％） 
2,427 

介護予防訪問リハビリテーション 0 0 
242 
（-） 

0 
500 
（-） 

0 

介護予防居宅療養管理指導 0 0 0 0 
100 
（-） 

0 

介護予防通所リハビリテーション 
14,181 

（112.7％） 
12,578 

11,960 
（96.8％） 

12,361 
10,200 

（82.5％） 
12,361 

介護予防短期入所生活介護 
121 

（53.5％） 
226 

55 
（24.3％） 

226 
100 

（44.2％） 
226 

介護予防短期入所療養介護 
（老健） 

0 0 0 0 0 0 

介護予防短期入所療養介護 
（病院等） 

0 0 0 0 0 0 

介護予防福祉用具貸与 
3,953 

（85.3％） 
4,633 

4,141 
（85.5％） 

4,842 
4,100 

（84.7％） 
4,842 

特定介護予防福祉用具販売 
652 

（64.3％） 
1,014 

846 
（83.4％） 

1,014 
800 

（78.9％） 
1,014 

介護予防住宅改修 
1,668 

（96.4％） 
1,731 

1,924 
（111.1％） 

1,731 
2,200 

（127.1％） 
1,731 

介護予防認知症対応型 
通所介護 

0 0 0 0 0 0 

介護予防小規模多機能型 
居宅介護 

0 0 0 0 0 0 

介護予防支援 
4,990 

（104.3％） 
4,785 

4,684 
（96.7％） 

4,844 
4,800 

（99.1％） 
4,844 

在宅サービス費用計 
28,298 

（103.7％） 
27,296 

26,610 
（97.1％） 

27,396 
25,500 

（92.9％） 
27,445 

合計 
28,298 

（103.7％） 
27,296 

26,610 
（97.1％） 

27,396 
25,950 

（94.6％） 
27,445 

＊令和 5 年度は令和 6年 3 月末の見込み 

  

（単位：千円） 
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２ 介護サービス別給付費 

 

前計画における各介護サービスの計画値とそれに対する実績については、次のとおりで

す。全体として計画値を下回っています。 

各介護サービスの実績値・計画値・対計画比 

 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

実績値 
（対計画比） 

計画値 
実績値 

（対計画比） 
計画値 

見込値 
（対計画比） 

計画値 

 

介護老人福祉施設 
314,082 
（92.0％） 

341,238 
316,004 
（92.6％） 

341,427 
320,300 
（93.8％） 

341,427 

介護老人保健施設 
61,515 

（107.0％） 
57,474 

16,620 
（28.9％） 

57,506 
17,500 

（30.4％） 
57,506 

介護医療院 0 0 
2,720 
（-） 

0 0 0 

介護療養型医療施設 
4,428 

（89.9％） 
4,923 

1,359 
（27.6％） 

4,925 
0 

（0.0％） 
4,925 

施設サービス費用計 
380,025 
（94.2％） 

403,635 
336,703 
（83.4％） 

403,858 
337,800 
（83.6％） 

403,858 

 

特定施設入居者生活介護 
13,047 

（57.5％） 
22,705 

15,061 
（66.3％） 

22,718 
18,200 

（80.1％） 
22,718 

地域密着型特定施設入居者 
生活介護 

0 0 0 0 0 0 

認知症対応型共同生活介護 
18,374 

（148.2％） 
12,394 

22,787 
（183.8％） 

12,401 
19,000 

（153.2％） 
12,401 

居住系サービス費用計 
31,421 

（89.5％） 
35,099 

37,848 
（107.8％） 

35,119 
37,200 

（105.9％） 
35,119 

 

訪問介護 
49,693 

（71.5％） 
69,474 

49,857 
（71.9％） 

69,311 
52,000 

（74.3％） 
69,970 

訪問入浴介護 0 0 0 0 0 0 

訪問看護 
11,402 

（66.5％） 
17,147 

10,974 
（64.6％） 

16,977 
10,500 

（61.8％） 
16,977 

訪問リハビリテーション 
975 

（234.9％） 
415 

1,566 
（373.7％） 

419 
2,000 

（477.3％） 
419 

居宅療養管理指導 
953 

（55.2％） 
1,728 

1,133 
（65.5％） 

1,729 
1,400 

（81.0％） 
1,729 

通所介護 
32,636 

（79.6％） 
41,025 

30,072 
（69.3％） 

43,366 
31,900 

（74.8％） 
42,621 

地域密着型通所介護 
18,961 

（80.8％） 
23,465 

19,200 
（82.0％） 

23,414 
19,100 

（82.6％） 
23,110 

通所リハビリテーション 
11,598 

（146.4％） 
7,923 

11,736 
（144.7％） 

8,109 
10,800 

（133.2％） 
8,109 

短期入所生活介護 
39,515 

（131.6％） 
30,019 

41,591 
（131.2％） 

31,690 
36,700 

（114.4％） 
32,072 

短期入所療養介護（老健） 
3,903 

（93.4％） 
4,177 

0 
（0.0％） 

4,179 
0 

（0.0％） 
4,179 

短期入所療養介護（病院等） 0 0 0 0 0 0 

福祉用具貸与 
13,290 

（112.4％） 
11,822 

12,894 
（106.7％） 

12,083 
12,600 

（108.5％） 
11,608 

（単位：千円） 
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令和３年度 令和４年度 令和５年度 

実績値 
（対計画比） 

計画値 
実績値 

（対計画比） 
計画値 

見込値 
（対計画比） 

計画値 

特定福祉用具購入費 
701 

（93.1％） 
753 

385 
（51.1％） 

753 
1,100 

（146.1％） 
753 

住宅改修費 
949 

（56.2％） 
1,688 

586 
（34.7％） 

1,688 
2,900 

（171.8％） 
1,688 

定期巡回・随時対応型訪問 
介護看護 

2,986 
（41.4％） 

7,204 
2,940 

（40.8％） 
7,208 

3,300 
（45.8％） 

7,208 

夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 0 0 

認知症対応型通所介護 0 0 0 0 0 0 

小規模多機能型居宅介護 
1,706 
（-） 

0 
1,974 
（-） 

0 
1,900 
（-） 

0 

地域密着型介護老人福祉施設
入居者生活介護 

0 0 0 0 0 0 

看護小規模多機能型居宅介護  0 0 0 0 0 0 

居宅介護支援 
35,976 

（93.6％） 
38,442 

34,603 
（89.2％） 

38,790 
32,700 

（84.3％） 
38,789 

在宅サービス費用計 
225,244 
（88.2％） 

255,282 
219,511 
（84.5％） 

259,716 
218,900 
（84.4％） 

259,232 

合計 
636,690 
（91.7％） 

694,016 
594,062 
（85.0％） 

698,693 
593,900 
（85.1％） 

698,209 

＊令和 5 年度は令和 6年 3 月末の見込み 
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 ３ 第１号被保険者１人あたりの費用額 

本町の第１号被保険者１人あたりの費用月額は、概ね横ばいで推移しており、過剰に費用額

が増加しているサービスはありません。 

費用総額と第１号被保険者１人あたり費用額の推移 

 平成 28年 

(2016) 

平成 29年 

(2017) 

平成 30年 

(2018) 

令和元年 

(2019) 

令和２年 

(2020) 

令和３年 

(2021) 

令和４年 

(2022) 

費用額（千円） 656,354 685,424 704,843 715,473 730,886 737,195 688,607 

 在宅サービス 
（千円） 

230,637 245,612 252,823 257,212 270,705 278,718 271,166 

居住系サービス 
（千円） 

16,768 21,275 22,133 26,730 27,306 34,912 42,054 

施設サービス 
（千円） 

408,948 418,538 429,887 431,531 432,875 423,566 375,388 

第１号被保険者1人 
あたり費用月額（円） 

19,113 19,855 20,365 21,041 21,509 21,851 20,888 

 

※費用額は四捨五入の関係で合計が一致しない場合があります。 

 

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」平成 28年度～令和 2年度 

「介護保険事業状況報告（月報）」12か月累計 令和 3年度～令和 4年度 

 

  

230,637 245,612 252,823 257,212 270,705 278,718 271,166

16,768 21,275 22,133 26,730 27,306 34,912 42,054

408,948 418,538 429,887 431,531 432,875 423,566 375,388
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688,607
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（円）（千円）

在宅サービス（千円） 居住系サービス（千円）

施設サービス（千円） 第１号被保険者１人あたり費用月額（円）
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本町の第１号被保険者１人あたりの費用月額は、国や道の水準よりも低くなっています。 

第１号被保険者１人あたり費用額の推移：道、国との比較 

 

（単位：円） 

 平成28年 

(2016) 

平成29年 

(2017) 

平成30年度 

（2018） 

令和元年度 

（2019） 

令和２年度 

（2020） 

令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 

枝幸町 19,113 19,855 20,365 21,041 21,509 21,851 20,888 20,841 

道 21,693 21,746 21,657 22,302 22,694 23,186 23,463 23,908 

国 22,967 23,238 23,499 24,106 24,567 25,132 25,477 26,008 

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」平成 28年度～令和 2年度 

「介護保険事業状況報告（月報）」12か月累計 令和 3年度～令和 4年度 

「介護保険事業状況報告（月報）」直近月までの累計 令和 5年度 

 

介護保険料は、こうした給付や費用額の動向を踏まえて、本町が設定します。令和３年度～令

和５年度の期間に本町が設定した介護保険料基準額（月額）は 5,500 円でした。国や道、道内

主要都市と比較しても低い金額となっています。 

 

令和３年度～令和５年度の介護保険料基準額（月額） 

                                                                 （単位：円） 
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介護保険料 

基準額（月額） 
5,500 6,014 5,693 5,595 6,600 5,000 5,500 6,000 5,000 4,600 4,600 5,400 
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枝幸町 北海道 全国
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第４節 アンケート等の基礎調査の概要 

本計画の策定にあたり、高齢者や介護をしている家族に対しアンケート調査を行い、町内の現状

や課題の把握を行いました。アンケート調査は、次のとおり実施しました。 

 

●介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

調査時期 令和５年３月 

対 象 者 
要支援・要介護認定を受けていない 65歳以上の高齢者、及び要支援１・２の 

認定を受けているが在宅で介護サービスを利用されていない方 

発 送 数 700票 

有効回収数 484票 

回収率 69.1％ 

 

●在宅介護実態調査 

調査時期 令和５年３月 

対 象 者 
要支援・要介護認定を受け、在宅で介護サービスを利用されている 65歳以上

の高齢者 

発 送 数 269票 

有効回収数 182票 

回収率 67.7％ 

 

●事業所ヒアリング調査 

調査時期 令和５年９月 

対象事業所 
枝幸福祉会枝幸苑、歌登福祉会歌翠園、枝幸町国保病院、 

枝幸町社会福祉協議会 

対象事業所数 ４事業所 

 

これらのアンケート調査結果を、次のページより抜粋して掲載します。 
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（１）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

１ 外出する際の移動手段 

外出する際の移動手段については、「自動車（自分で運転）」が 61.4％で最も高く、次いで「徒

歩」（45.7％）、「自動車（人に乗せてもらう）」（24.8％）となっています。 

地区別でも枝幸市街地、歌登市街地、山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標では「自動車（自分で

運転）」が最も高く、次いで「徒歩」、「自動車（人に乗せてもらう）」の順となっています。 

年代別にみると、高齢層ほど「自動車（自分で運転）」が低く、80 代以上では 39.6％となっ

ています。 

第 8 期調査結果との比較においても、大きな変化はみられません。 

 

【外出する際の移動手段（前期比較）】 

 

  

自動車(自分で運転)

徒歩

自動車(人に乗せてもらう)

自転車

タクシー・ハイヤー

路線バス・コミュニティバス

病院や施設のバス

ＪＲ

歩行器・シルバーカー

バイク

車いす

電動車いす(カート)

その他

無回答

61.4

45.7

24.8

13.2

13.0

10.3

3.1

1.0

1.0

0.8

0.2

0.2

1.2

59.6

45.8

20.4

15.3

8.1

8.4

1.5

1.2

0.3

0.3

5.1

0 10 20 30 40 50 60 70

第9期調査 全体(n=484)

第8期調査 全体(n=334)

（%）

(%)

n

自
動
車

(

自
分
で
運
転

)

徒
歩

自
動
車

(

人
に
乗
せ
て
も
ら

う

)

自
転
車

タ
ク
シ
ー

・
ハ
イ
ヤ
ー

路
線
バ
ス
・
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ

バ
ス

病
院
や
施
設
の
バ
ス

Ｊ
Ｒ

歩
行
器
・
シ
ル
バ
ー

カ
ー

バ
イ
ク

車
い
す

電
動
車
い
す

(

カ
ー

ト

)

そ
の
他

無
回
答

484 61.4 45.7 24.8 13.2 13.0 10.3 3.1 1.0 1.0 0.8 0.2 - 0.2 1.2

枝幸市街地 286 58.7 51.4 22.4 12.2 16.1 4.5 1.7 0.7 1.7 0.7 0.3 - - 1.0

問牧・目梨泊 12 58.3 16.7 33.3 - 8.3 25.0 - - - - - - - -

下幌別･岡島･徳志別 9 88.9 22.2 22.2 - 22.2 11.1 - - - - - - - -

山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標 61 62.3 24.6 24.6 8.2 3.3 18.0 3.3 - - 1.6 - - - 1.6

歌登市街地 102 63.7 52.0 30.4 20.6 9.8 20.6 7.8 2.0 - 1.0 - - 1.0 2.0

歌登中央･毛登別･本幌別 7 85.7 14.3 14.3 28.6 14.3 - - - - - - - - -

歌登志美宇丹･大奮･上徳志別･豊沃 6 83.3 - 33.3 - - - - - - - - - - -

60代 100 81.0 40.0 23.0 12.0 6.0 5.0 - 1.0 - 2.0 - - - 2.0

70代 224 68.3 46.9 21.4 12.5 7.1 7.6 0.9 0.9 - - - - 0.4 1.3

80代以上 159 39.6 47.2 30.2 14.5 25.2 17.0 8.2 0.6 3.1 1.3 0.6 - - 0.6

334 59.6 45.8 20.4 15.3 8.1 8.4 1.5 1.2 0.3 - 0.3 - - 5.1

第9期調査 全体

第8期調査 全体

地

区

別

年

代

別
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２ 自宅からの移動に困難を感じている 

自宅からの移動に困難を感じていると回答された方は 15.5%となっています。 

地区別では、困難を感じていると回答された方は枝幸市街地が 17.1％、歌登市街地が 15.7％

と、山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標（8.2％）よりも高くなっています。 

年代別では、高齢層ほど困難を感じていると回答された方が多く、80 代以上では 29.6%と

なっています。 

 

【自宅からの移動に困難を感じている】 

 

 

  

第9期調査 全体(n=484)

枝幸市街地(n=286)

問牧・目梨泊(n=12)

下幌別･岡島･徳志別(n=9)

山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標(n=61)

歌登市街地(n=102)

歌登中央･毛登別･本幌別(n=7)

歌登志美宇丹･大奮･上徳志別･豊沃(n=6)

60代(n=100)

70代(n=224)

80代以上(n=159)

地

区

別

年

代

別

15.5 

17.1 

25.0 

11.1 

8.2 

15.7 

14.3 

1.0 

12.1 

29.6 

82.0 

81.1 

75.0 

77.8 

85.2 

82.4 

85.7 

100.0 

98.0 

84.4 

68.6 

2.5 

1.7 

11.1 

6.6 

2.0 

1.0 

3.6 

1.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 無回答
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３ 物忘れが多いと感じる 

物忘れが多いと感じると回答された方は、42.6％となっています。 

第 8 期調査結果と比較すると、「はい」が 3.7ポイント高くなっています。 

 

【物忘れが多いと感じる（前期比較）】 

 

 

４ 生きがいの有無 

生きがいがあると回答された方は、55.0％となっています。 

第 8 期調査結果と比較すると、「生きがいあり」が 3.2 ポイント高くなっています。 

 

【生きがいの有無（前期比較）】 

 

 

  

第9期調査 全体(n=484)

第8期調査 全体(n=334)

42.6

38.9 

53.5

56.0 

3.9

5.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 無回答

第9期調査 全体(n=484)

第8期調査 全体(n=334)

55.0 

51.8 

37.6 

37.4 

7.4 

10.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生きがいあり 思いつかない 無回答
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５ 地域での活動 

地域での活動について、参加率（「週４回以上」「週２～３回」「週１回」「月１～３回」「年に

数回」を合計した数値）をみると、＜⑧収入のある仕事＞が 23.4％で最も高く、次いで＜⑦町

内会・自治会＞（20.4％）、＜③趣味関係のグループ＞（15.3％）、＜②スポーツ関係のグルー

プやクラブ＞（13.5％）となっています。 

第 8 期調査結果との比較においては、順位に大きな差はみられませんが、全体的に「参加し

ていない」が約 10～20 ポイント高くなっています。 

 

【地域での活動（第９期調査）】 

 
 

 

【地域での活動（第 8期調査）】 

 
  

①ボランティアのグループ(n=484) 9.3

②スポーツ関係のグループやクラブ(n=484) 13.5

③趣味関係のグループ(n=484) 15.3

④学習・教養サークル(n=484) 3.9

⑤予防クラブ(n=484) 1.6

⑤お達者クラブ(n=484) 2.5

⑤町内会や地域のサロン活動(n=484) 7.0

⑤その他(n=484) 1.8

⑥老人クラブ(n=484) 6.1

⑦町内会・自治体(n=484) 20.4

⑧収入のある仕事(n=484) 23.4

参
加
率

（
％
）

0.4

3.3

1.2

0.6

0.2

0.2

0.4

0.2

0.6

0.6

15.5

0.4

3.7

2.3

0.2

0.2

0.2

2.1

0.8

1.7

1.9

0.2

0.2

0.4

0.6

0.4

0.4

0.4

1.9

1.9

3.9

0.6

0.4

1.7

2.5

0.6

1.0

2.5

2.3

5.8

2.9

6.0

2.5

0.6

0.2

3.5

0.6

4.3

16.7

3.1

64.3

61.8

60.5

66.7

66.7

66.7

63.6

30.6

64.5

51.0

48.8

26.4

24.8

24.2

29.3

31.6

30.8

29.3

67.6

29.3

28.5

27.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回

年に数回 参加していない 無回答

①ボランティアのグループ(n=334) 11.1

②スポーツ関係のグループやクラブ(n=334) 14.1

③趣味関係のグループ(n=334) 16.2

④学習・教養サークル(n=334) 4.5

⑤介護予防のための通いの場(n=334) 4.5

⑥老人クラブ(n=334) 6.9

⑦町内会・自治体(n=334) 23.7

⑧収入のある仕事(n=334) 26.4

参
加
率

（
％
）

0.9

3.0

1.2

0.3

0.3

0.0

0.6

15.6

0.6

5.4

2.4

0.6

0.9

0.3

3.6

0.3

2.1

2.7

0.3

0.6

3.0

1.5

5.4

1.8

1.8

0.9

3.3

2.4

6.3

2.1

4.5

1.5

1.5

5.1

19.5

4.2

43.1

43.7

39.8

46.4

47.9

46.4

33.2

32.0

45.8

42.2

44.0

49.1

47.6

46.7

43.1

41.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回

年に数回 参加していない 無回答



第 1 編 序論 

22 

６ 参加者としての地域活動への参加意向 

地域住民の有志によって、健康づくり活動や趣味等のグループ活動を行って、いきいきした

地域づくりを進める場合の参加者としての意向については、「是非参加したい」（3.9％）、「参加

してもよい」（36.6％）、「既に参加している」（3.5％）となっており、参加意向（「是非参加し

たい」「参加してもよい」「既に参加している」を合計した数値）は 44.0％となっています。 

地区別にみると、参加意向は枝幸市街地では 45.4％、歌登市街地では 47.1％、山臼･乙忠

部･風烈布･上音標･音標では 31.1％となっています。 

第 8 期調査結果と比較すると、参加意向が 1.5 ポイント低く、「参加したくない」が 6.3 ポ

イント高くなっています。 

 

【参加者としての地域活動への参加意向】 

 
 

 

【参加者としての地域活動への参加意向（前期比較）】 

 

 

  

第9期調査 全体(n=484) 44.0

枝幸市街地(n=286) 45.4

問牧・目梨泊(n=12) 58.4

下幌別･岡島･徳志別(n=9) 44.4

山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標(n=61) 31.1

歌登市街地(n=102) 47.1

歌登中央･毛登別･本幌別(n=7) 57.1

歌登志美宇丹･大奮･上徳志別･豊沃(n=6) 0.0

地

区

別

参
加
意
向

3.9 

3.5 

16.7 

3.3 

4.9 

36.6 

38.8 

41.7 

44.4 

26.2 

35.3 

57.1 

41.9 

40.9 

25.0 

33.3 

49.2 

42.2 

28.6 

83.3 

3.5 

3.1 

1.6 

6.9 

14.0 

13.6 

16.7 

22.2 

19.7 

10.8 

14.3 

16.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない

既に参加している 無回答

第9期調査 全体(n=484) 44.0

第8期調査 全体(n=334) 45.5

参
加
意
向

3.9 

4.8 

36.6 

37.4 

41.9 

35.6 

3.5 

3.3 

14.0 

18.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない

既に参加している 無回答
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７ 地域住民による健康づくり活動趣味等のグループ活動等に参加しやすくなる条件 

地域住民による健康づくり活動趣味等のグループ活動等に参加しやすくなる条件については、

「身近な団体や活動内容に関する情報提供がある」が 20.5％で最も高く、次いで「活動する曜

日や日時が選べる」（17.4％）、「活動場所までの移動手段がある」（15.9％）となっています。 

地区別にみると、枝幸市街地、歌登市街地では「身近な団体や活動内容に関する情報提供があ

る」ことに対し、山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標では「活動場所までの移動手段がある」こと

が高くなっています。 

第 8 期調査結果と比較すると、「身近な団体や活動内容に関する情報提供がある」が 7.3 ポ

イント高くなっているなど、他項目でも変化があります。 

 

【地域住民による健康づくり活動趣味等のグループ活動等に参加しやすくなる条件（前期比較）】 

 

 

  

身近な団体や活動内容に関する情報提供がある

活動する曜日や日時が選べる

活動場所までの移動手段がある

活動拠点となる場所が整備されている

活動に必要な費用や機材の援助がある

活動のための仲間やグループづくり

知識や技術を身につけるための研修がある

活動に対する各種助言が得られる

職場や家庭の理解・協力が得られる

その他

わからない

無回答

20.5

17.4

15.9

13.4

13.4

12.4

11.6

9.3

5.8

1.9

26.7

27.1

13.2

18.6

14.7

9.6

15.0

7.5

8.1

5.4

4.5

21.0

35.6

0 10 20 30 40

第9期調査 全体(n=484)

第8期調査 全体(n=334)

（%）

(%)

n

身
近
な
団
体
や
活
動
内
容
に

関
す
る
情
報
提
供
が
あ
る

活
動
す
る
曜
日
や
日
時
が
選

べ
る

活
動
場
所
ま
で
の
移
動
手
段

が
あ
る

活
動
拠
点
と
な
る
場
所
が
整

備
さ
れ
て
い
る

活
動
に
必
要
な
費
用
や
機
材

の
援
助
が
あ
る

活
動
の
た
め
の
仲
間
や
グ

ル
ー

プ
づ
く
り

知
識
や
技
術
を
身
に
つ
け
る

た
め
の
研
修
が
あ
る

活
動
に
対
す
る
各
種
助
言
が

得
ら
れ
る

職
場
や
家
庭
の
理
解
・
協
力

が
得
ら
れ
る

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

無
回
答

484 20.5 17.4 15.9 13.4 13.4 12.4 11.6 9.3 5.8 1.9 26.7 27.1

枝幸市街地 286 24.1 22.4 17.8 16.4 15.7 12.9 14.7 10.5 5.9 1.4 26.2 23.4

問牧・目梨泊 12 25.0 25.0 16.7 16.7 25.0 16.7 8.3 25.0 16.7 8.3 33.3 25.0

下幌別･岡島･徳志別 9 22.2 - - 11.1 - 22.2 11.1 - - - 11.1 33.3

山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標 61 8.2 6.6 18.0 9.8 6.6 9.8 4.9 3.3 4.9 1.6 26.2 39.3

歌登市街地 102 18.6 11.8 10.8 6.9 11.8 10.8 8.8 7.8 5.9 2.9 26.5 30.4

歌登中央･毛登別･本幌別 7 14.3 - 14.3 - - 14.3 - 14.3 - - 42.9 28.6

歌登志美宇丹･大奮･上徳志別･豊沃 6 - - 16.7 16.7 16.7 16.7 - 16.7 - - 50.0 16.7

334 13.2 18.6 14.7 9.6 15.0 7.5 8.1 5.4 4.5 21.0 35.6

第9期調査 全体

地

区

別

第8期調査 全体
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８ 地域包括支援センターの認知 

地域包括支援センターの認知については、「知っている」（44.2％）、「聞いたことはあるが何

をするところかは知らない」（22.1％）となっており、認知率（「知っている」「聞いたことはあ

るが何をするところかは知らない」を合計した数値）は 66.3％となっています。 

地区別にみると、認知率は枝幸市街地では 67.5％、歌登市街地では 64.7％、山臼･乙忠部･

風烈布･上音標･音標では 59.0％となっています。 

第 8 期調査結果と比較すると、認知率が 1.4ポイント高くなっています。 

 

【地域包括支援センターの認知】 

 
 

【地域包括支援センターの認知（前期比較）】 

 

 

  

第9期調査 全体(n=484)

枝幸市街地(n=286)

問牧・目梨泊(n=12)

下幌別･岡島･徳志別(n=9)

山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標(n=61)

歌登市街地(n=102)

歌登中央･毛登別･本幌別(n=7)

歌登志美宇丹･大奮･上徳志別･豊沃(n=6)

地

区

別

44.2 

46.2 

41.7 

55.6 

31.1 

45.1 

28.6 

83.3 

22.1 

21.3 

16.7 

33.3 

27.9 

19.6 

42.9 

16.7 

25.8 

24.8 

33.3 

11.1 

24.6 

32.4 

7.9 

7.7 

8.3 

16.4 

2.9 

28.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知ってる

聞いたことはあるが、何をするところかは知らない

知らない

無回答

第9期調査 全体(n=484)

第8期調査 全体(n=334)

44.2

39.5 

22.1

25.4 

25.8

20.4 

7.9

14.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知ってる

聞いたことはあるが、何をするところかは知らない

知らない

無回答
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９ 主観的健康感 

現在のあなたの健康状態については、「とてもよい」（11.2％）、「まあよい」（69.2％）とな

っており、よい計（「とてもよい」「まあよい」を合計した数値）は 80.4％となっています。一

方、「あまりよくない」（14.5％）、「よくない」（2.7％）となっており、よくない計（「あまりよ

くない」「よくない」を合計した数値）は 17.2％となっています。 

地区別にみると、よくない計は枝幸市街地では 18.5％、山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標で

は 18.0％、歌登市街地では 13.7％となっています。 

第 8 期調査結果と比較すると、「よい」の計が 5.5 ポイント高くなっています。 

 

【主観的健康感】 

 

 

【主観的健康感（前期比較）】 

 

  

第9期調査 全体(n=484)

枝幸市街地(n=286)

問牧・目梨泊(n=12)

下幌別･岡島･徳志別(n=9)

山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標(n=61)

歌登市街地(n=102)

歌登中央･毛登別･本幌別(n=7)

歌登志美宇丹･大奮･上徳志別･豊沃(n=6)

地

区

別

11.2 

10.5 

16.7 

11.1 

21.3 

5.9 

14.3 

16.7 

69.2 

68.2 

66.7 

77.8 

60.7 

76.5 

71.4 

66.7 

14.5 

16.1 

16.7 

11.1 

13.1 

10.8 

14.3 

16.7 

2.7 

2.4 

4.9 

2.9 

2.5 

2.8 

3.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とてもよい まあよい あまりよくない よくない 無回答

第9期調査 全体(n=484)

第8期調査 全体(n=334)

11.2

9.3 

69.2

65.6 

14.5

11.4 

2.7

0.3 

2.5

13.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とてもよい まあよい あまりよくない よくない 無回答
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１０ 介護予防に対する興味・関心 

介護予防に対する興味関心については、興味・関心がある方（「興味・関心があり、取り組ん

でいる」と「興味・関心はあるが、取り組んでいない」の合計した数値）は 78.7％、取り組ん

でいる方（「興味・関心があり、取り組んでいる」と「興味・関心はないが、取り組んでいる」

の合計した数値）は 19.0％となっています。 

年代別にみると、高齢層ほど興味・関心がある方の割合が低くなっており、80 代以上では

73.6％となっています。 

第 8 期調査結果と比較すると、興味・関心がある方が 2.3 ポイント高くなっています。 

 

【介護予防に対する興味関心】 

 

 

【介護予防に対する興味関心（前期比較）】 

 

  

第9期調査 全体(n=484)

60代(n=100)

70代(n=224)

80代以上(n=159)

年

代

別

15.1 

15.0 

15.2 

15.1 

63.6 

70.0 

64.3 

58.5 

3.9 

2.0 

4.0 

5.0 

9.9 

8.0 

9.4 

11.9 

7.4 

5.0 

7.1 

9.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

興味・関心があり、取り組んでいる
興味・関心はあるが、取り組んでいない
興味・関心はないが、取り組んでいる
興味・関心がなく、取り組んでいない
無回答

第9期調査 全体(n=484)

第8期調査 全体(n=334)

15.1

14.4 

63.6

62.0 

3.9

2.1 

9.9

13.2 

7

8.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

興味・関心があり、取り組んでいる
興味・関心はあるが、取り組んでいない
興味・関心はないが、取り組んでいる
興味・関心がなく、取り組んでいない
無回答
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１１ 認知症の症状がある又は家族に認知症の症状がある人の有無 

認知症の症状がある又は家族に認知症の症状がある人の有無については、「はい」は 9.7％と

なっています。 

地区別にみると、「はい」は枝幸市街地では 9.8％、歌登市街地では 8.8％、山臼･乙忠部･風

烈布･上音標･音標では 6.6％となっています。 

第 8 期調査結果と比較すると、「はい」が 0.5ポイント低くなっています。 

 

【認知症の症状がある又は家族に認知症の症状がある人の有無】 

 
 

【認知症の症状がある又は家族に認知症の症状がある人の有無（前期比較）】 

 

 

  

第9期調査 全体(n=484)

枝幸市街地(n=286)

問牧・目梨泊(n=12)

下幌別･岡島･徳志別(n=9)

山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標(n=61)

歌登市街地(n=102)

歌登中央･毛登別･本幌別(n=7)

歌登志美宇丹･大奮･上徳志別･豊沃(n=6)

地

区

別

9.7 

9.8 

16.7 

22.2 

6.6 

8.8 

14.3 

16.7 

86.6 

86.0 

83.3 

66.7 

86.9 

91.2 

71.4 

83.3 

3.7 

4.2 

11.1 

6.6 

14.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 無回答

第9期調査 全体(n=484)

第8期調査 全体(n=334)

9.7

10.2 

86.6

86.2 

3.7

3.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 無回答
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１２ 認知症に関する相談窓口の認知 

認知症に関する相談窓口の認知については、「はい（知っている）」は 51.2％となっています。 

地区別にみると、「はい（知っている）」は枝幸市街地では 52.1％、歌登市街地では 55.9％

に対し、山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標では 39.3％と低くなっています。 

第 8 期調査結果と比較すると、「はい」が 19.8 ポイント高くなっています。 

 

【認知症に関する相談窓口の認知】 

 
 

【認知症に関する相談窓口の認知（前期比較）】 

 

 

  

第9期調査 全体(n=484)

枝幸市街地(n=286)

問牧・目梨泊(n=12)

下幌別･岡島･徳志別(n=9)

山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標(n=61)

歌登市街地(n=102)

歌登中央･毛登別･本幌別(n=7)

歌登志美宇丹･大奮･上徳志別･豊沃(n=6)

地

区

別

51.2 

52.1 

41.7 

44.4 

39.3 

55.9 

57.1 

66.7 

42.4 

41.3 

58.3 

33.3 

47.5 

43.1 

28.6 

33.3 

6.4 

6.6 

22.2 

13.1 

1.0 

14.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 無回答

第9期調査 全体(n=484)

第8期調査 全体(n=334)

51.2

31.4 

42.4

66.2 

6.4

2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 無回答
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１３ 介護を受けなければならなくなった場合の介護を受けたい場所 

もしも介護を受けなければならなくなった場合の介護を受けたい場所については、「施設等に

入所して介護を受けたい」が 42.6％、「自宅で介護を受けたい」が 17.8％となっています。 

地区別にみると、枝幸市街地では「自宅で介護を受けたい」と回答された方が 21.0％と、歌

登市街地（11.8％）、山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標（11.5％）に比べ高くなっています。 

第 8 期調査結果と比較すると、「施設等に入所して介護を受けたい」が 7.4 ポイント、「自宅

で介護を受けたい」が 5.6 ポイント低くなっており、「具体的な考えはない」が 11.2 ポイント

高くなっています。 

 

【介護を受けなければならなくなった場合の介護を受けたい場所】 

 

 

 

【介護を受けなければならなくなった場合の介護を受けたい場所（前期比較）】 

 

  

第9期調査 全体(n=484)

枝幸市街地(n=286)

問牧・目梨泊(n=12)

下幌別･岡島･徳志別(n=9)

山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標(n=61)

歌登市街地(n=102)

歌登中央･毛登別･本幌別(n=7)

歌登志美宇丹･大奮･上徳志別･豊沃(n=6)

地

区

別

42.6 

39.5 

8.3 

55.6 

42.6 

50.0 

71.4 

66.7 

17.8 

21.0 

41.7 

11.1 

11.5 

11.8 

16.7 

0.8 

1.0 

1.6 

33.7 

32.5 

50.0 

33.3 

36.1 

36.3 

14.3 

16.7 

1.0 

1.4 

1.0 

4.1 

4.5 

8.2 

1.0 

14.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設等に入所して介護を受けたい

自宅で介護を受けたい

町外の家族や親類の家で介護を受けたい

具体的な考えはない

その他

無回答

第9期調査 全体(n=484)

第8期調査 全体(n=334)

42.6

50.0 

17.8

23.4 

0.8

1.5 

33.7

22.5 

1.0

0.3

4.1

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設等に入所して介護を受けたい
自宅で介護を受けたい
町外の家族や親類の家で介護を受けたい
具体的な考えはない
その他
無回答



第 1 編 序論 

30 

１４ 町内で入所したい施設 

町内で入所したい施設については、「枝幸苑」が 46.1％、「歌翠園」が 24.3％、「町内の施設

がよい」が 32.0％となっています。一方、「まだ具体的な考えはない」と回答された方も 16.5％

となっています。 

地区別にみると、枝幸市街地では「枝幸苑」が 60.2％、歌登市街地では「歌翠園」が 56.9％

となっています。 

第 8 期調査結果と比較すると、「枝幸苑」が 10.8 ポイント、「歌翠園」が 4.5 ポイント高く

なっています。 

 

【町内で入所したい施設（前期比較）】 

 

 

  

枝幸苑

歌翠園

町内の施設がよい

町外の施設がよい

町外の有料老人ホーム

町外の特別養護老人ホーム

町外の認知症グループホーム

まだ具体的な考えはない

その他

無回答

46.1

24.3

32.0

8.7

4.4

2.9

0.5

16.5

1.0

0.5

35.3

19.8

7.8

32.3

7.8

0 10 20 30 40 50

第9期調査 全体(n=484)

第8期調査 全体(n=334)

（%）

(%)

n

枝
幸
苑

歌
翠
園

町
内
の
施
設
が
よ
い

町
外
の
施
設
が
よ
い

町
外
の
有
料
老
人
ホ
ー

ム

町
外
の
特
別
養
護
老
人
ホ
ー

ム 町
外
の
認
知
症
グ
ル
ー

プ

ホ
ー

ム

ま
だ
具
体
的
な
考
え
は
な
い

そ
の
他

無
回
答

484 46.1 24.3 32.0 8.7 4.4 2.9 0.5 16.5 1.0 0.5

枝幸市街地 286 60.2 8.0 36.3 10.6 5.3 2.7 0.9 12.4 1.8 -

問牧・目梨泊 12 - - - - 100.0 - - - - -

下幌別･岡島･徳志別 9 80.0 20.0 60.0 - - - - - - -

山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標 61 57.7 11.5 34.6 3.8 - - - 23.1 - 3.8

歌登市街地 102 13.7 56.9 25.5 9.8 3.9 5.9 - 23.5 - -

歌登中央･毛登別･本幌別 7 - 80.0 - - - - - 20.0 - -

歌登志美宇丹･大奮･上徳志別･豊沃 6 25.0 100.0 - - - - - - - -

334 35.3 19.8 7.8 32.3 - 7.8

第9期調査 全体

地

区

別

第8期調査 全体
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１５ 施設に期待すること 

施設に期待をすることは、「いつも見守ってくれる」（51.9％）、「必要な医療を受けられる」

（51.5％）となっています。 

地区別にみると、「いつも見守ってくれる」と回答された方が枝幸市街地では 60.2％、歌登

市街地では「必要な医療を受けられる」と回答された方が 49.0％とそれぞれ多くなっています。 

第 8 期調査結果と比較すると、「自宅から近く、家族に面会しやすい」が 11.9 ポイント高く

なっています。 

 

【施設に期待をすること（前期比較）】 

 

 
※回答者 484名のうち、施設入所意向を持っている 206名を回答対象としています。 

  

いつも見守ってくれる

必要な医療を受けられる

最後までいられる

自宅から近く、家族に面会しやすい

認知症の症状に対応してもらえる

話し相手がいる

料金が安い

職員が親切で感じがよい

食事がおいしい

建物や部屋などがきれい

期待していることは特にない

その他

無回答

51.9

51.5

48.1

44.2

40.8

35.9

34.5

33.5

21.4

17.0

2.9

1.5

6.8

49.7

52.1

47.9

32.3

38.3

35.9

26.9

26.9

15.6

13.8

4.2

1.8

6.0

0 10 20 30 40 50 60

第9期調査 全体(n=206)

第8期調査 全体(n=167)

（%）

(%)

調

査

数

い
つ
も
見
守

っ
て
く
れ
る

必
要
な
医
療
を
受
け
ら
れ
る

最
後
ま
で
い
ら
れ
る

自
宅
か
ら
近
く

、
家
族
に
面

会
し
や
す
い

認
知
症
の
症
状
に
対
応
し
て

も
ら
え
る

話
し
相
手
が
い
る

料
金
が
安
い

職
員
が
親
切
で
感
じ
が
よ
い

食
事
が
お
い
し
い

建
物
や
部
屋
な
ど
が
き
れ
い

期
待
し
て
い
る
こ
と
は
特
に

な
い

そ
の
他

無
回
答

206 51.9 51.5 48.1 44.2 40.8 35.9 34.5 33.5 21.4 17.0 2.9 1.5 6.8

枝幸市街地 113 60.2 57.5 55.8 48.7 46.0 39.8 38.1 38.1 20.4 21.2 2.7 0.9 6.2

問牧・目梨泊 1 - 100.0 - - 100.0 - - 100.0 100.0 - - - -

下幌別･岡島･徳志別 5 40.0 20.0 40.0 - 60.0 20.0 20.0 20.0 20.0 - - - 40.0

山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標 26 42.3 34.6 30.8 38.5 34.6 34.6 26.9 23.1 23.1 7.7 7.7 - 3.8

歌登市街地 51 39.2 49.0 43.1 41.2 29.4 25.5 35.3 29.4 21.6 15.7 2.0 3.9 5.9

歌登中央･毛登別･本幌別 5 40.0 40.0 40.0 60.0 60.0 60.0 - 20.0 - - - - 20.0

歌登志美宇丹･大奮･上徳志別･豊沃 4 100.0 50.0 25.0 50.0 25.0 50.0 50.0 50.0 50.0 25.0 - - -

167 49.7 52.1 47.9 32.3 38.3 35.9 26.9 26.9 15.6 13.8 4.2 1.8 6.0

第9期調査 全体

地

区

別

第8期調査 全体
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１６ 将来も枝幸町で住み続けたい 

将来も枝幸町で住み続けたいと回答された方は、75.2％となっています。 

地区別にみると、枝幸町で住み続けたいと回答された方は枝幸市街地では 77.6％、山臼･乙

忠部･風烈布･上音標･音標では 82.0％に対し、歌登市街地では 63.7％と低くなっています。 

第 8 期調査結果と比較すると、「はい」が 8.0ポイント低くなっています。 

 

【将来も枝幸町で住み続けたい】 

 
 

【将来も枝幸町で住み続けたい（前期比較）】 

 

 

  

第9期調査 全体(n=484)

枝幸市街地(n=286)

問牧・目梨泊(n=12)

下幌別･岡島･徳志別(n=9)

山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標(n=61)

歌登市街地(n=102)

歌登中央･毛登別･本幌別(n=7)

歌登志美宇丹･大奮･上徳志別･豊沃(n=6)

地

区

別

75.2 

77.6 

83.3 

88.9 

82.0 

63.7 

71.4 

66.7 

3.5 

3.5 

8.3 

5.9 

13.6 

11.5 

8.3 

11.1 

6.6 

23.5 

14.3 

16.7 

7.6 

7.3 

11.5 

6.9 

14.3 

16.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 住み続けたいが難しい 無回答

第9期調査 全体(n=484)

第8期調査 全体(n=334)

75.2

83.2 

3.5

9.9 

13.6 7.6

6.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 住み続けたいが難しい 無回答
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１７ リスク該当者割合 

低栄養以外の全ての項目において、リスク該当者の割合が高くなっています。 

 

① 運動器機能 

運動器機能については、“運動機能が低下している”人は 13.0％となっています。 

地区別にみると“運動機能が低下している”人は、枝幸市街地では 12.2％、歌登市街地では

8.8％となっています。 

第 8 期調査結果と比較すると、“運動機能が低下している”人が 7.9 ポイント高くなってい

ます。 

 

【運動器機能】 

 

 

【運動器機能（前期比較）】 

 

  

第9期調査 全体(n=484)

枝幸市街地(n=286)

問牧・目梨泊(n=12)

下幌別･岡島･徳志別(n=9)

山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標(n=61)

歌登市街地(n=102)

歌登中央･毛登別･本幌別(n=7)

歌登志美宇丹･大奮･上徳志別･豊沃(n=6)

地

区

別

13.0 

12.2 

25.0 

11.1 

16.4 

8.8 

42.9 

33.3 

87.0 

87.8 

75.0 

88.9 

83.6 

91.2 

57.1 

66.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

運動器機能が低下している 運動器機能は低下していない

第9期調査 全体(n=484)

第8期調査 全体(n=334)

13.0 

5.1 

87.0 

94.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

運動器機能が低下している 運動器機能は低下していない
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② 転倒リスク 

転倒リスクについては、“転倒リスクあり”の人は 37.6％となっています。 

地区別にみると、“転倒リスクあり”の人は枝幸市街地では 33.9％、歌登市街地では 38.2％

となっています。 

第 8 期調査結果と比較すると、“転倒リスクあり”の人が 2.6 ポイント高くなっています。 

 

【転倒リスク】 

 

 

【転倒リスク（前期比較）】 

 

  

第9期調査 全体(n=484)

枝幸市街地(n=286)

問牧・目梨泊(n=12)

下幌別･岡島･徳志別(n=9)

山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標(n=61)

歌登市街地(n=102)

歌登中央･毛登別･本幌別(n=7)

歌登志美宇丹･大奮･上徳志別･豊沃(n=6)

地

区

別

37.6 

33.9 

50.0 

44.4 

42.6 

38.2 

71.4 

66.7 

62.4 

66.1 

50.0 

55.6 

57.4 

61.8 

28.6 

33.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

転倒リスクあり 転倒リスクなし

第9期調査 全体(n=484)

第8期調査 全体(n=334)

37.6

35.0 

62.4

65.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

転倒リスクあり 転倒リスクなし
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③ 閉じこもり傾向 

閉じこもり傾向については、“閉じこもり傾向あり”の人は 29.1％となっています。 

地区別にみると、“閉じこもり傾向あり”の人は枝幸市街地では 26.2％、歌登市街地では

36.3％となっています。 

第 8 期調査結果と比較すると、“閉じこもり傾向あり”の人が 9.3 ポイント高くなっていま

す。 

 

【閉じこもり傾向】 

 

 

【閉じこもり傾向（前期比較）】 

 

  

第9期調査 全体(n=484)

枝幸市街地(n=286)

問牧・目梨泊(n=12)

下幌別･岡島･徳志別(n=9)

山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標(n=61)

歌登市街地(n=102)

歌登中央･毛登別･本幌別(n=7)

歌登志美宇丹･大奮･上徳志別･豊沃(n=6)

地

区

別

29.1 

26.2 

41.7 

29.5 

36.3 

28.6 

66.7 

70.9 

73.8 

58.3 

100.0 

70.5 

63.7 

71.4 

33.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

閉じこもり傾向あり 閉じこもり傾向なし

第9期調査 全体(n=484)

第8期調査 全体(n=334)

29.1

19.8 

70.9

80.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

閉じこもり傾向あり 閉じこもり傾向なし
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④ 口腔機能 

口腔機能の低下については、“口腔機能が低下している”人は 24.8％となっています。 

地区別にみると、“口腔機能が低下している”人は枝幸市街地では 24.5％、歌登市街地では

22.5％となっています。 

第 8 期調査結果と比較すると、“口腔機能が低下している”人が 10.1ポイント高くなってい

ます。 

 

【口腔機能】 

 

 

【口腔機能（前期比較）】 

 

  

第9期調査 全体(n=484)

枝幸市街地(n=286)

問牧・目梨泊(n=12)

下幌別･岡島･徳志別(n=9)

山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標(n=61)

歌登市街地(n=102)

歌登中央･毛登別･本幌別(n=7)

歌登志美宇丹･大奮･上徳志別･豊沃(n=6)

地

区

別

24.8 

24.5 

25.0 

11.1 

32.8 

22.5 

28.6 

16.7 

75.2 

75.5 

75.0 

88.9 

67.2 

77.5 

71.4 

83.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

口腔機能が低下している 口腔機能は低下していない

第9期調査 全体(n=484)

第8期調査 全体(n=334)

24.8

14.7 

75.2

85.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

口腔機能が低下している 口腔機能は低下していない
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⑤ 低栄養 

低栄養については、“低栄養の疑いあり”の人は 0.6％となっています。 

地区別にみると、“低栄養の疑いあり”の人は枝幸市街地では 1.0％、他の地区では 0％とな

っています。 

第 8 期調査結果との比較においても、差はありません。 

 

【低栄養】 

 

 

【低栄養（前期比較）】 

 

  

第9期調査 全体(n=484)

枝幸市街地(n=286)

問牧・目梨泊(n=12)

下幌別･岡島･徳志別(n=9)

山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標(n=61)

歌登市街地(n=102)

歌登中央･毛登別･本幌別(n=7)

歌登志美宇丹･大奮･上徳志別･豊沃(n=6)

地

区

別

0.6 

1.0 

99.4 

99.0 

100.0 

100.0 

100.0 

100.0 

100.0 

100.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

低栄養の疑いあり 低栄養の疑いなし

第9期調査 全体(n=484)

第8期調査 全体(n=334)

0.6

0.6 

99.4

99.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

低栄養の疑いあり 低栄養の疑いなし
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⑥ 認知機能 

認知機能については、“認知機能の低下がみられる”人は 42.6％となっています。 

地区別にみると、“認知機能の低下がみられる”人は枝幸市街地では 44.8％、歌登市街地で

は 35.3％となっています。 

第 8 期調査結果と比較すると、“認知機能の低下がみられる”人が 3.7 ポイント高くなって

います。 

 

【認知機能】 

 

 

【認知機能（前期比較）】 

 

  

第9期調査 全体(n=484)

枝幸市街地(n=286)

問牧・目梨泊(n=12)

下幌別･岡島･徳志別(n=9)

山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標(n=61)

歌登市街地(n=102)

歌登中央･毛登別･本幌別(n=7)

歌登志美宇丹･大奮･上徳志別･豊沃(n=6)

地

区

別

42.6 

44.8 

50.0 

22.2 

44.3 

35.3 

28.6 

83.3 

57.4 

55.2 

50.0 

77.8 

55.7 

64.7 

71.4 

16.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認知機能の低下がみられる 認知機能の低下はみられない

第9期調査 全体(n=484)

第8期調査 全体(n=334)

42.6

38.9 

57.4

61.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認知機能の低下がみられる 認知機能の低下はみられない
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⑦ うつ傾向 

うつ傾向については、“うつ傾向あり”の人は 35.1％となっています。 

地区別にみると、“うつ傾向あり”の人は枝幸市街地では 36.0％、歌登市街地では 35.3％と

なっています。 

第 8 期調査結果と比較すると、“うつ傾向あり”の人が 5.5ポイント高くなっています。 

 

【うつ傾向】 

 

 

【うつ傾向（前期比較）】 

 

  

第9期調査 全体(n=484)

枝幸市街地(n=286)

問牧・目梨泊(n=12)

下幌別･岡島･徳志別(n=9)

山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標(n=61)

歌登市街地(n=102)

歌登中央･毛登別･本幌別(n=7)

歌登志美宇丹･大奮･上徳志別･豊沃(n=6)

地

区

別

35.1 

36.0 

58.3 

22.2 

27.9 

35.3 

28.6 

50.0 

64.9 

64.0 

41.7 

77.8 

72.1 

64.7 

71.4 

50.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

うつ傾向あり うつ傾向なし

第9期調査 全体(n=484)

第8期調査 全体(n=334)

35.1

29.6 

64.9

70.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

うつ傾向あり うつ傾向なし
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（２）在宅介護実態調査 

１ 今後の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス 

今後の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービスについては、「外出同行(通院、買い物な

ど)」が 35.7％で最も高く、次いで「移送サービス(介護・福祉ハイヤー等)」（33.0％）、「掃除・

洗濯」（20.3％）となっています。 

介護度別にみると、「外出同行(通院、買い物など)」が要支援１・２（41.8％）、要介護１・２

（32.1％）では最も高く、要介護３・４・５では、「移送サービス(介護・福祉ハイヤー等)」（40.9％）

が最も高くなっています。 

地区別にみると、枝幸市街地では「移送サービス(介護・福祉ハイヤー等)」（33.0％）、歌登市

街地では「外出同行(通院、買い物など)」（38.1％）が最も高くなっています。 

第 8 期調査結果と比較すると、「移送サービス(介護・福祉ハイヤー等)」が 15.0 ポイント高

くなっており、需要が高まっていることが伺えます。 

 

【今後の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス（前期比較）】 

 

外出同行(通院、買い物など)

移送サービス(介護・福祉ハイヤー等)

掃除・洗濯

見守り・声かけ

買い物代行(宅配は含まない)

ゴミ出し

配食

緊急通報システム

調理

サロンなどの定期的な通いの場

コールサービス(安否確認)

その他

特になし

無回答

35.7

33.0

20.3

18.1

17.6

17.6

15.4

15.4

12.6

9.9

9.9

2.2

24.7

13.2

18.0

11.9

17.2

11.5

11.1

10.2

8.2

7.0

5.3

4.1

2.5

29.9

23.8

0 10 20 30 40

第9期調査 全体(n=182)

第8期調査 全体(n=244)

（%）
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(%)

n

外
出
同
行

(

通
院

、

買
い
物
な
ど

)

移
送
サ
ー
ビ
ス(

介
護
・

福
祉
ハ
イ
ヤ
ー
等)

掃
除
・
洗
濯

見
守
り
・
声
か
け

買
い
物
代
行

(

宅
配

は
含
ま
な
い

)

ゴ
ミ
出
し

配
食

緊
急
通
報
シ
ス
テ
ム

調
理

サ
ロ
ン
な
ど
の
定
期

的
な
通
い
の
場

コ
ー

ル
サ
ー

ビ
ス

(

安
否
確
認

)

そ
の
他

特
に
な
し

無
回
答

182 35.7 33.0 20.3 18.1 17.6 17.6 15.4 15.4 12.6 9.9 9.9 2.2 24.7 13.2

要支援1･2 79 41.8 32.9 22.8 22.8 21.5 20.3 12.7 20.3 11.4 13.9 11.4 - 20.3 13.9

要介護1･2 81 32.1 30.9 21.0 14.8 16.0 16.0 17.3 12.3 16.0 4.9 7.4 2.5 27.2 11.1

要介護3･4･5 22 27.3 40.9 9.1 13.6 9.1 13.6 18.2 9.1 4.5 13.6 13.6 9.1 31.8 18.2

枝幸市街地 115 32.2 33.0 22.6 23.5 16.5 17.4 13.9 20.0 13.0 9.6 12.2 2.6 24.3 13.9

問牧・目梨泊 3 66.7 33.3 - - - - - - - - - - - -

下幌別･岡島･徳志別 3 66.7 66.7 66.7 - - 66.7 66.7 - - - - - - 33.3

山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標 18 38.9 22.2 - 5.6 11.1 11.1 16.7 5.6 5.6 11.1 - - 27.8 16.7

歌登市街地 42 38.1 33.3 19.0 9.5 23.8 16.7 16.7 7.1 16.7 11.9 7.1 2.4 28.6 9.5

歌登中央･毛登別･本幌別 - - - - - - - - - - - - - - -

歌登志美宇丹･大奮･上徳志別･豊沃 1 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - 100.0 - - 100.0 - - -

244 18.0 11.9 17.2 11.5 11.1 10.2 8.2 7.0 5.3 4.1 2.5 29.9 23.8

第9期調査 全体

地

区

別

介
護
度
別

第8期調査 全体
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２ 施設等への入所・入居の検討状況 

施設等への入所・入居の検討状況については、「入所・入居は検討していない」と回答された

方は 60.4％、「入所・入居を検討している」は 23.6％、「すでに入所・入居申し込みをしてい

る」は 5.5％となっています。 

介護度別にみると、介護度が低いほど「入所・入居は検討していない」と回答された方の割合

が高くなっています。 

地区別にみると、歌登市街地では「すでに入所・入居申し込みをしている」と回答された方が

9.5％と枝幸市街地（2.6％）に比べ高くなっています。 

第 8 期調査結果と比較すると、「入所・入居は検討していない」が 6.3 ポイント高くなってい

ます。 

 

【施設等への入所・入居の検討状況】 

 
 

【施設等への入所・入居の検討状況（前期比較）】 

 

 

  

第9期調査 全体(n=182)

要支援1･2(n=79)

要介護1･2(n=81)

要介護3･4･5(n=22)

枝幸市街地(n=115)

問牧・目梨泊(n=3)

下幌別･岡島･徳志別(n=3)

山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標(n=18)

歌登市街地(n=42)

歌登中央･毛登別･本幌別(n=-)

歌登志美宇丹･大奮･上徳志別･豊沃(n=1)

介
護
度
別

地

区

別

60.4 

72.2 

53.1 

45.5 

62.6 

33.3 

61.1 

61.9 

23.6 

17.7 

30.9 

18.2 

22.6 

33.3 

33.3 

22.2 

26.2 

5.5 

3.7 

31.8 

2.6 

11.1 

9.5 

100.0 

10.4 

10.1 

12.3 

4.5 

12.2 

33.3 

66.7 

5.6 

2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

入所・入居は検討していない

入所・入居を検討している

すでに入所・入居申し込みをしている

無回答

第9期調査 全体(n=182)

第8期調査 全体(n=244)

60.4

54.1 

23.6

27.9 

5.5

4.9 

10.4

13.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

入所・入居は検討していない

入所・入居を検討している

すでに入所・入居申し込みをしている

無回答
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３ どの施設に入居・入所したいか 

どの施設に入居・入所したいかについては、「枝幸苑」が 56.6％で最も高く、次いで「歌翠

園」（35.8％）となっています。 

介護度別にみると、「枝幸苑」が最も高く、要支援１・２（57.1％）、要介護１・２（50.0％）、

要介護 3・4・5（72.7％）となっています。 

地区別にみると、枝幸市街地では「枝幸苑」（75.9％）、歌登市街地では「歌翠園」（73.3％）

が高くなっています。 

第 8 期調査結果と比較すると、「枝幸苑」が 2.8 ポイント、「歌翠園」が 9.5 ポイント高くな

っています。 
 

【どの施設に入居・入所したいか（前期比較）】 

 

 
※回答者 182名のうち、施設への入居を検討・入居申し込みをしている53名を回答対象としています。  

枝幸苑

歌翠園

町内の施設がよい

町外の施設がよい

町外の有料老人ホーム

町外の認知症グループホーム

町外の特別養護老人ホーム

その他

まだ具体的な考えはない

無回答

56.6

35.8

20.8

9.4

5.7

3.8

3.8

7.5

1.9

53.8

26.3

5.0

16.3

2.5

0 10 20 30 40 50 60

第9期調査 全体(n=53)

第8期調査 全体(n=80)

（%）

(%)

n

枝
幸
苑

歌
翠
園

町
内
の
施
設
が
よ
い

町
外
の
施
設
が
よ
い

町
外
の
有
料
老
人
ホ
ー

ム

町
外
の
認
知
症
グ
ル
ー

プ

ホ
ー

ム

町
外
の
特
別
養
護
老
人
ホ
ー

ム そ
の
他

ま
だ
具
体
的
な
考
え
は
な
い

無
回
答

53 56.6 35.8 20.8 9.4 5.7 3.8 3.8 - 7.5 1.9

要支援1･2 14 57.1 35.7 21.4 - 7.1 - - - 7.1 -

要介護1･2 28 50.0 35.7 21.4 17.9 7.1 7.1 7.1 - 10.7 3.6

要介護3･4･5 11 72.7 36.4 18.2 - - - - - - -

枝幸市街地 29 75.9 17.2 27.6 10.3 6.9 3.4 6.9 - 6.9 -

問牧・目梨泊 1 100.0 - - - - - - - - -

下幌別･岡島･徳志別 1 100.0 - - - - - - - - -

山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標 6 66.7 33.3 16.7 - 16.7 16.7 - - 16.7 -

歌登市街地 15 13.3 73.3 13.3 13.3 - - - - 6.7 6.7

歌登中央･毛登別･本幌別 - - - - - - - - - - -

歌登志美宇丹･大奮･上徳志別･豊沃 1 - 100.0 - - - - - - - -

80 53.8 26.3 5.0 - 16.3 2.5

第9期調査 全体

介
護
度
別

地

区

別

第8期調査 全体



第 1 編 序論 

44 

４ 施設に期待すること 

施設に期待することについては、「職員が親切で感じが良い」が 69.8％で最も高く、次いで

「最後までいられる」が 62.3％、「いつも見守ってくれる」が 60.4％となっています。 

介護度別にみると、要支援１・２では「話し相手がいる」（71.4％）が最も高く、「職員が親

切で感じが良い」ことが要介護１・２（71.4％）、要介護 3・4・5（72.7％）では最も高くな

っています。 

第 8 期調査結果と比較すると、「職員が親切で感じが良い」、「最後までいられる」、「話し相手

がいる」、「認知症の症状に対応してもらえる」が 10 ポイント以上高くなっています。 

 

【施設に期待すること（前期比較）】 

 

 
※回答者 182名のうち、施設への入居を検討・入居申し込みをしている53名を回答対象としています。 

  

職員が親切で感じが良い

最後までいられる

いつも見守ってくれる

話し相手がいる

認知症の症状に対応してもらえる

必要な医療を受けられる

自宅から近く、家族が面会しやすい

食事がおいしい

料金が安い

建物や部屋などがきれい

その他

期待していることは特にない

無回答

69.8

62.3

60.4

56.6

52.8

52.8

47.2

37.7

34.0

26.4

3.8

50.0

42.5

55.0

46.3

41.3

55.0

53.8

32.5

37.5

26.3

1.3

1.3

3.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80

第9期調査 全体(n=53)

第8期調査 全体(n=80)

（%）

(%)

n

職
員
が
親
切
で
感
じ
が
良
い

最
後
ま
で
い
ら
れ
る

い
つ
も
見
守

っ
て
く
れ
る

話
し
相
手
が
い
る

認
知
症
の
症
状
に
対
応
し
て

も
ら
え
る

必
要
な
医
療
を
受
け
ら
れ
る

自
宅
か
ら
近
く

、
家
族
が
面

会
し
や
す
い

食
事
が
お
い
し
い

料
金
が
安
い

建
物
や
部
屋
な
ど
が
き
れ
い

そ
の
他

期
待
し
て
い
る
こ
と
は
特
に

な
い

無
回
答

53 69.8 62.3 60.4 56.6 52.8 52.8 47.2 37.7 34.0 26.4 3.8 - -

要支援1･2 14 64.3 57.1 64.3 71.4 35.7 64.3 42.9 50.0 42.9 21.4 7.1 - -

要介護1･2 28 71.4 64.3 57.1 50.0 57.1 50.0 42.9 28.6 35.7 25.0 3.6 - -

要介護3･4･5 11 72.7 63.6 63.6 54.5 63.6 45.5 63.6 45.5 18.2 36.4 - - -

80 50.0 42.5 55.0 46.3 41.3 55.0 53.8 32.5 37.5 26.3 1.3 1.3 3.8

第9期調査 全体

介
護
度
別

第8期調査 全体
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５ （住宅改修、福祉用具貸与・購入以外の）介護保険サービス 

（住宅改修、福祉用具貸与・購入以外の）介護保険サービスについては、「利用している」と

回答された方は 57.7％、「利用していない」と回答された方は 38.5％となっています。 

介護度別にみると、「利用している」と回答した方は要支援１・２では 51.9％、要介護１・

２では 55.6％、要介護 3・4・5 では 86.4％となっており、介護度が高いほど「利用してい

る」と回答した方の割合が高い傾向となっています。 

第 8 期調査結果と比較すると、「利用している」が 17.1 ポイント高くなっています。 

 

【（住宅改修、福祉用具貸与・購入以外の）介護保険サービス】 

 
 

 

【（住宅改修、福祉用具貸与・購入以外の）介護保険サービス（前期比較））】 

 
 

  

第9期調査 全体(n=182)

要支援1･2(n=79)

要介護1･2(n=81)

要介護3･4･5(n=22)

介
護
度
別

57.7 

51.9 

55.6 

86.4 

38.5 

41.8 

42.0 

13.6 

3.8 

6.3 

2.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 無回答

第9期調査 全体(n=182)

第8期調査 全体(n=244)

57.7

40.6 

38.5

49.6 

3.8

9.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 無回答
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６ 介護保険サービスを利用していない理由 

介護保険サービスを利用していない理由については、「現状では、サービスを利用するほどの

状態ではない」が 64.3％で最も高く、次いで「本人にサービス利用の希望がない」（20.0％）、

「家族が介護をするため必要ない」（18.6％）となっています。 

介護度別にみると、介護度が高いほど「家族が介護をするため必要ない」「サービスを受けた

いが手続きや利用方法がわからない」が高くなっています。 

第 8 期調査結果と比較すると、「本人にサービス利用の希望がない」が 10.9 ポイント、「家

族が介護をするため必要ない」が 6.2ポイント高くなっています。 

 

【介護保険サービスを利用していない理由（前期比較）】 

 

 
※回答者 182名のうち、（住宅改修、福祉用具貸与・購入以外の）介護保険サービスを利用していない 70名を回答対象としています。 

 

  

現在では、サービスを利用するほどの状態ではない

本人にサービス利用の希望がない

家族が介護をするため必要ない

サービスを受けたいが手続きや利用方法がわからない

以前、利用していたサービスに不満があった

住宅改修、福祉用具貸与・購入のみを利用するため

保険外の家族サービスや配食サービス等の利用だけで足りているため

利用料を支払うのが難しい

利用したいサービスが利用できない、身近にない

周囲の目が気になるため

その他

無回答

64.3

20.0

18.6

4.3

2.9

2.9

2.9

1.4

1.4

4.3

8.6

63.6

9.1

12.4

1.7

9.9

1.7

0.8

5.8

10.7

0 10 20 30 40 50 60 70

第9期調査 全体(n=70)

第8期調査 全体(n=121)

（%）

(%)

n

現
在
で
は
、
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す

る
ほ
ど
の
状
態
で
は
な
い

本
人
に
サ
ー

ビ
ス
利
用
の
希

望
が
な
い

家
族
が
介
護
を
す
る
た
め
必

要
な
い

サ
ー
ビ
ス
を
受
け
た
い
が
手
続
き

や
利
用
方
法
が
わ
か
ら
な
い

以
前
、
利
用
し
て
い
た
サ
ー
ビ
ス
に

不
満
が
あ
っ
た

住
宅
改
修
、
福
祉
用
具
貸
与
・購

入
の
み
を
利
用
す
る
た
め

保
険
外
の
家
族
サ
ー
ビ
ス
や
配
食

サ
ー
ビ
ス
等
の
利
用
だ
け
で
足
り

て
い
る
た
め

利
用
料
を
支
払
う
の
が
難
し

い 利
用
し
た
い
サ
ー
ビ
ス
が
利
用
で

き
な
い
、
身
近
に
な
い

周
囲
の
目
が
気
に
な
る
た
め

そ
の
他

無
回
答

70 64.3 20.0 18.6 4.3 2.9 2.9 2.9 1.4 1.4 - 4.3 8.6

要支援1･2 33 81.8 18.2 12.1 - - 3.0 3.0 - - - 3.0 6.1

要介護1･2 34 50.0 23.5 20.6 5.9 5.9 2.9 2.9 2.9 2.9 - 5.9 11.8

要介護3･4･5 3 33.3 - 66.7 33.3 - - - - - - - -

121 63.6 9.1 12.4 1.7 - 9.9 1.7 - 0.8 - 5.8 10.7

第9期調査 全体

介
護
度
別

第8期調査 全体
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７ 自宅からの移動の困難 

自宅からの移動の困難については、困難を感じていると回答された方は 73.1％となっていま

す。 

介護度別にみると、困難を感じていると回答された方は、要支援 1・2 では 70.9％、要介護

1・2 では 70.4％、要介護 3・4・5では 90.9％となっています。 

地区別にみると、困難を感じていると回答された方は枝幸市街地では 71.3％、歌登市街地で

は 69.0％となっています。 

 

【自宅からの移動の困難】 

 
 

  

第9期調査 全体(n=182)

要支援1･2(n=79)

要介護1･2(n=81)

要介護3･4･5(n=22)

枝幸市街地(n=115)

問牧・目梨泊(n=3)

下幌別･岡島･徳志別(n=3)

山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標(n=18)

歌登市街地(n=42)

歌登中央･毛登別･本幌別(n=-)

歌登志美宇丹･大奮･上徳志別･豊沃(n=1)

介
護
度
別

地

区

別

73.1 

70.9 

70.4 

90.9 

71.3 

66.7 

66.7 

94.4 

69.0 

100.0 

24.7 

27.8 

25.9 

9.1 

27.0 

33.3 

31.0 

2.2 

1.3 

3.7 

1.7 

33.3 

5.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 無回答
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８ 困難を感じる理由 

困難を感じる理由については、「歩くことが困難である」が 75.2％で最も高く、次いで「階

段や歩道の上り下りが困難である」（67.7％）となっています。 

介護度別にみると、介護度が高いほど「階段や歩道の上り下りが困難である」が高い傾向とな

っています。 

地区別にみると、枝幸市街地では「歩くことが困難である」が 81.7％と最も高く、歌登市街

地では「歩くことが困難である」「階段や歩道の上り下りが困難である」（各々65.5％）が最も

高くなっています。 

 

【困難を感じる理由】 

 

 
※回答者 182名のうち、自宅からの移動に困難を感じている 133名を回答対象としています。 

 

  

歩くことが困難である

階段や歩道の上り下りが困難である

送迎してくれる人がいない

自動車運転免許証を返納している

公共交通機関の本数が少ない

近くに公共交通機関がない

その他

無回答

75.2

67.7

18.8

13.5

8.3

1.5

5.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80

第9期調査 全体(n=133)

（%）

(%)

n

歩
く
こ
と
が
困
難
で
あ
る

階
段
や
歩
道
の
上
り
下
り
が

困
難
で
あ
る

送
迎
し
て
く
れ
る
人
が
い
な

い 自
動
車
運
転
免
許
証
を
返
納

し
て
い
る

公
共
交
通
機
関
の
本
数
が
少

な
い

近
く
に
公
共
交
通
機
関
が
な

い そ
の
他

無
回
答

133 75.2 67.7 18.8 13.5 8.3 1.5 5.3 -

要支援1･2 56 75.0 64.3 28.6 12.5 12.5 1.8 3.6 -

要介護1･2 57 70.2 68.4 12.3 15.8 5.3 1.8 7.0 -

要介護3･4･5 20 90.0 75.0 10.0 10.0 5.0 - 5.0 -

枝幸市街地 82 81.7 69.5 18.3 11.0 3.7 - 6.1 -

問牧・目梨泊 2 50.0 100.0 - - - - - -

下幌別･岡島･徳志別 2 100.0 50.0 - 50.0 - - - -

山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標 17 64.7 58.8 23.5 17.6 23.5 11.8 11.8 -

歌登市街地 29 65.5 65.5 20.7 17.2 13.8 - - -

歌登中央･毛登別･本幌別 - - - - - - - - -

歌登志美宇丹･大奮･上徳志別･豊沃 1 - 100.0 - - - - - -

第9期調査 全体

介
護
度
別

地

区

別
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９ 食事の用意 

食事の用意については、「できるし、している」が 45.6％、「できるけどしていない」が 11.5％

となっています。 

介護度別にみると、介護度が高いほど「できない」が高い傾向となっています。 

地区別にみると、枝幸市街地では「できるし、している」が 46.1％、「できるけどしていな

い」が 7.8％に対し、歌登市街地では「できるし、している」が 52.4％、「できるけどしていな

い」が 14.3％と高くなっています。 

 

【食事の用意】 

 
 

  

第9期調査 全体(n=182)

要支援1･2(n=79)

要介護1･2(n=81)

要介護3･4･5(n=22)

枝幸市街地(n=115)

問牧・目梨泊(n=3)

下幌別･岡島･徳志別(n=3)

山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標(n=18)

歌登市街地(n=42)

歌登中央･毛登別･本幌別(n=-)

歌登志美宇丹･大奮･上徳志別･豊沃(n=1)

介
護
度
別

地

区

別

45.6 

70.9 

32.1 

4.5 

46.1 

44.4 

52.4 

11.5 

12.7 

13.6 

7.8 

66.7 

66.7 

11.1 

14.3 

39.0 

12.7 

49.4 

95.5 

41.7 

33.3 

33.3 

44.4 

28.6 

100.0 

3.8 

3.8 

4.9 

4.3 

4.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

できるし、している できるけどしていない できない 無回答
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１０ 食事の用意をしている人 

食事の用意をしている人については、「同居の親族」が 80.4％で最も高く、次いで「近所の

方」が 76.1％、「町内に住む親族」が 27.2％となっています。 

介護度別にみると、介護度が高いほど「近所の方」の割合が高くなっています。 

地区別にみると、枝幸市街地では「近所の方」が 84.2％「同居の親族」が 75.4％、歌登市

街地では「同居の親族」が 83.3％、「近所の方」が 66.7％となっています。 

 

【食事の用意をしている人】 

 

 
※回答者 182名のうち、ご自身で食事の用意をしていない場合がある 92名を回答対象としています。 

 

  

同居の親族

近所の方

町内に住む親族

お店の弁当や総菜を購入

介護サービスのヘルパー

宅配(配食サービス含む)

その他

無回答

80.4

76.1

27.2

8.7

4.3

2.2

1.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

第9期調査 全体(n=92)

（%）

(%)

n
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居
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親
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方
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親
族
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店
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総
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を
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入
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護
サ
ー

ビ
ス
の
ヘ
ル
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ー

宅
配

(

配
食
サ
ー

ビ
ス
含

む

)

そ
の
他

無
回
答

92 80.4 76.1 27.2 8.7 4.3 2.2 1.1 -

要支援1･2 20 80.0 50.0 40.0 5.0 5.0 5.0 - -

要介護1･2 51 74.5 76.5 33.3 9.8 3.9 2.0 2.0 -

要介護3･4･5 21 95.2 100.0 - 9.5 4.8 - - -

枝幸市街地 57 75.4 84.2 22.8 10.5 7.0 3.5 1.8 -

問牧・目梨泊 3 100.0 33.3 66.7 - - - - -

下幌別･岡島･徳志別 3 66.7 33.3 66.7 - - - - -

山臼･乙忠部･風烈布･上音標･音標 10 100.0 70.0 10.0 20.0 - - - -

歌登市街地 18 83.3 66.7 38.9 - - - - -

歌登中央･毛登別･本幌別 - - - - - - - - -

歌登志美宇丹･大奮･上徳志別･豊沃 1 100.0 100.0 - - - - - -

第9期調査 全体

介
護
度
別

地

区

別
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１１ 介護者が不安に感じること 

現在の生活を継続していくにあたって、主な介護者の方が不安に感じる介護等については、

「認知症状への対応」が 26.0％で最も高く、次いで「外出の付き添い、送迎等」（24.0％）、

「入浴・洗身」（22.1％）となっています。 

介護度別にみると、介護度が高くなるにつれて「認知症状への対応」が高くなっています。 

第 8 期調査結果と比較すると、ほとんどの項目が高くなっています。 

 

【介護者が不安に感じること】 

 

 
※回答者 182名のうち、家族が介護をしている 104名を回答対象としています。 

  

認知症状への対応

外出の付き添い、送迎等

入浴・洗身

その他の家事(掃除、洗濯、買い物等)

夜間の排泄

屋内の移乗(ベットや車椅子等に移る介助)・移動

日中の排泄

食事の準備(調理等)

服薬

金銭管理

生活面に必要な諸手続

身だしなみ(洗顔・歯磨き等)

衣服の着脱

食事の介助(食べる時)

医療面での対応(経管栄養、ストーマ、注射等)

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない
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（３）事業所ヒアリング結果概要 

１ 今後の展開について 

今後の取組や事業展開については、事業再編や施設整備が必要な中、「現状の内容の維持・

充実」に取り組んでいきます。新たなサービス・事業等の実施、業務効率化や職場環境整備を

する上で必要なこと・課題としては、「資金、人材不足」、「施設の老朽化」といった意見があ

りました。地域共生社会の実現や重層的支援体制整備事業の推進については、「行政・事業所・

地域が協力、連携を図ることが重要」といった意見がありました。 

 

① 今後の取組や事業展開 

・地域密着型通所介護と訪問介護事業を、来年度新設の複合型サービス
に移行を検討中 

・通所介護での病院の理学療法士と連携したリハビリ（パワーリハ） 

・看護師の退職等により夜間勤務者不足が見込まれ、２つある病棟（一
般病棟・療養病棟）維持が困難な状況になる見通し 

・病床数の変更（一般病棟 46 床→60 床、療養病棟 37 床→23 床） 

・病棟維持困難(人材不足)となった時点で、療養病棟廃止(休止)予定 

・理学療法士４名、作業療法士１名を採用し、リハビリ医療面での在宅
ケア体制の環境を整備 

・人口減少や地域の変化に対応できる事業運営を検討し、持続可能な法
人経営を目指す 

・入所待機者の減少を踏まえ、待機者の状況把握に努め、迅速な入退所
事務を行っている 

・特徴あるサービス運営を検討し、利用者の安定確保に取り組んでいる 

・住民参加型地域福祉活動及びボランティア活動の推進 

・財政基盤強化 

② 

新たなサービス・事業等を 

実施される上で必要なこと・

課題 

・施設整備や設備整備の自主財源で行うことは難しい 

・サービスの必要性や地域に必要な事業等のアイデアを実現するための
行政支援 

・外来に時間が取られるため、訪問診療が現状難しい 

・財政面・人員不足・構造上の問題 

・サービス見込量の把握 

・収支のバランスが取れない場合の行政の関与の在り方、基準の明確化 

・財政支援 

・人材不足（町としても一緒に解決に努めてほしい） 

・合併により町域が広くなったため対応に人員が必要だが、支給される
予算が少ない 

・予算不足 

③ 

業務の効率化や職場環境

の整備についての課題や今

後の展望 

・建物の老朽化での大規模な改築や建て替えを検討する時期であること 

・「働きやすい職場づくり」に継続して取り組んでおり、離職率の低下等、
一定の成果がある 

・経営資源を人材に集中している分、施設整備に資金が残らない 

・病床を維持しながら、一般病床を拡張、療養病床を削減する 

・２病棟の夜勤体制が取れなくなった時点で、療養病床は休止(廃止) 

・通所介護の利用者の減少に伴う経営状況（収支差額の減少）に対応す
る定員、職員配置の見直し 

・通所介護（要介護１・２）が地域支援事業に移行（制度改正）になれ
ば町の関与がなければ事業継続は困難 

・財政支援 
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④ 

地域共生社会の実現や 

重層的支援体制整備事業

の推進についての意見 

・地域まかせではなく、地域を繋ぐ役割として行政や福祉施設等の専門
職が必要である 

・町全体での連携と協力体制が必要 

・施設にワンストップの相談場所を設ける（行政と連携し相談内容を行
政に伝え、たらい回しになることなくスムーズに解決できる体制） 

・インターンシップや介護実習、介護体験、交流等の受入れやボランテ
ィア、福祉人材の育成に積極的に支援している 

・障害者の就労支援を検討している 

・公共性をもった組織として、町民皆様の期待に応じられるよう事業を
行っているが、推進するに見合った財政支援 

 

 

２ 事業や現場の状況について 

①自立支援・重度化防止について実施している取組や事業又は課題 

自立支援・重度化防止のために、リハビリ医療の人員確保、生産性の向上を図り、在宅ケア

を推進しています。また、各事業所においても個別支援、通いの場への支援などの取組を行っ

ています。 

 

・理学療法士４名、作業療法士１名を採用。リハビリ医療面での在宅ケア体制の環境を整備 

・社協事業として、認知症予防のための予防クラブ、各種サロン、老人クラブでの交流事業など、介護予
防のための通いの場づくりを積極的に企画し開催している 

・専門療法士の配置が困難なため、生活機能維持に重点を置いたケアを提供 

 

 

②認知症予防・改善について実施している取組や事業又は課題 

職員に対して研修を行い、能力向上を図っています。事業所においては、事例共有、研修会、

専門チーム構成等を行い取組の推進をしています。 

 

・令和５年度から看護科記録委員会（病院内）で入院患者の事例を共有 

・診療報酬算定に係る、研修会の参加 

・認知症を正しく理解するため、「認知症介護実践者」「認知症介護実践リーダー」で構成する『認知症ケ
ア専門チーム』の取組を中心に、統一したケアを行うための体制づくり行っている 

・地域のサロンに実践リーダーを派遣し、啓発活動をおこなっている 

・事業者としては人員的にも、資格を取得する本人にも負担が大きいが続けたい 

・離職者やコロナ禍で、取組が一時的に止まっているが、また増やしていきたい 

・地域包括支援センターにおいて、町と協力し認知症予防のための予防クラブを開催 
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③介護人材の確保や介護現場へのICT技術の導入についての取組、地域で不足しているサービス 

介護人材の確保や介護現場の生産性向上に資する取組として、町において外国人の採用によ

る介護人材の確保を推進しており、職員が充足している事業所もあり、一定の成果が出ていま

す。ICT 技術の導入については、デジタル化・システム導入を行い業務の効率化、職員の負担

軽減に繋がる取組を行っているとの意見がありました。地域で不足しているサービスについて

は、有資格者職員の不足、用途に応じた施設・サービス・人員（ボランティア）の不足の意見

がありました。 

 

・町の協力もあり、外国人介護人材を積極的に採用しており、非常に助かっている 

・外国人の採用を機に、介護記録や日誌等をデジタル化し、業務効率化に繋がっている 

・病院と町内介護関連事業者とを結ぶシステムが稼働しており、運用を開始している段階で今後も情報共
有による在宅系サービスの充実を図っていく 

・介護記録システムを導入したことで、間接業務の効率化が期待できる 

・眠りスキャン(センサー)を導入したことで、離床や覚醒など居室内の状況把握が可能となり、適切なタ
イミングで適切な対応が行われ、入所者の安心安全、職員の負担軽減が期待できる 

・有資格者の求人募集をしても応募がない 

・特に要介護１・２に認定されている認知症の利用者の医療対応も可能な施設 

・入浴のみサービス(１日のデイサービス利用では長く疲れる) 

・利用者の院内通院介助を行うボランティア 

 

 

④事業所の経営面での持続性や安定性を図るための取組、又は課題等 

事業所の経営面での持続性や安定性を図るための取組として、人件費管理のための給与体系

変更、外部経営コンサルタントによる支援等の取組が行われています。また、人材確保の持続

性や安定性を図る重要事項として離職者を減らす取組が行われています。 

課題としては、人口減少・物価高騰・人材不足等の様々な理由で安定した財源の確保はでき

ていないことが意見としてありました。 

 

・給与体系を独自の体系に変更したことで、総額人件費をコントロールできている 

・人員の安定的確保が経営の安定に一番重要。人が辞めない職場づくりに取り組んでいる 

・病床機能のあり方、経営的な課題、人員確保の課題も併せ、病院運営の方向性を専門コンサル会社へ依
頼。院内各部門にヒアリングを行い、方向性を決めている 

・高齢化、その後の人口減を踏まえての経営改善を行っている 

・職員の処遇を維持し、コスト削減と業務の効率化に対応する職員配置を行っている(計画的な職員採用) 

・看護師の確保が困難で人材派遣に頼っているため、費用負担が多い 

・運営に必要な全てのものが大幅に値上がりしている現状であり、次期介護報酬改定で介護報酬に反映さ
れなければ更に経営状況が悪化する 

・特に介護保険収入の減により、法人全体としては赤字経営である 

・安定した財源の確保 
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⑤現在の防災への取組状況や、今後予定している取組 

現在の防災への取組状況や、今後の取組予定として、避難訓練や災害研修を継続して行って

います。課題としては、施設が脆弱で感染症や災害に対応できないなど施設の防災機能の向上

を求める意見がありました。 

 

・防災面では非常に脆弱。感染症や非常災害に対応できる建物ではない 

・避難訓練等、現状できる事は取り組んでいる 

・自家発電システムがない、換気扇がなく強制排気しかない 

・水害時に避難できる２階がない 

・ＢＣＰ（事業継続計画）については現在作成中 

・避難訓練の実施（年２回） 

・災害研修の実施（年１回） 

・前後期に分けて地震による火災発生(日中・夜間)を想定した防災訓練 (消防署員立会)を実施している 

・災害ボランティアセンターの設置・運営等に関する協定書を締結 

 

 

⑥老健うたのぼり閉鎖による事業所への影響等 

令和 4 年 3 月 31 日に閉鎖した老健うたのぼりの事業所における影響としては、ショート

ステイ利用の調整が困難であるとの意見がありました。併せて歌登地区に診療施設がなくなっ

たことにより、町民の利便性低下、国保病院への負担増、訪問介護における受診付き添いの拘

束時間の長時間化等の意見がありました。 

 

・施設として無理のない範囲で受け入れているので大きな影響はない 

・訪問介護において、受診の付き添い時の移動時間や待ち時間等の拘束時間が長くなること 

・病院から医師や看護師の説明を聞くためだけに付き添うよう言われるが、本来のサービスではない 

・事業所よりも町民に影響があったのではないか 

・病院患者数の増加 

・施設入所者への定期診察及び健診の増加（医師が施設へ訪問、レントゲン等は通院） 

・公共交通を利用する歌登地区の通院患者の利便性低下 

・枝幸町には特養が２ヶ所あるが、施設申込みしてもなかなか入所できない状況。老健閉鎖よりショート
ステイ利用の調整が困難なことがある 
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３ 枝幸町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画について 

①今後、特に力を入れて取り組むべきと思われる高齢者施策 

本町において、今後、特に力を入れて取り組むべきと思われる高齢者施策として、軽度な要

介護・要支援者のサービスの整備、ICT 技術の推進を行い効率的な介護サービスの提供、通所

介護事業所の事業化推進、住み慣れた地域で自立した日常生活を営むことができるよう地域支

援事業の一層の推進が求められています。 

 

・軽度な要介護・要支援高齢者の受け皿を整備し、町外への人口流出を防止する取組 

・受け皿として既存の施設を活用する場合、生じる減収分は町が補助する仕組みづくり 

・より少ない人数で効率的に介護サービスを提供できるような施設（サービス）の整備 

・ICT 技術の一層の活用 

・地域包括ケアシステムの推進 

・地域支援事業の本当の意味での充実 

・要介護１・２まで地域支援事業へ移行する中、平成 27 年に打ち出した通所事業がまだ事業化されていな
い 

 

 

②本計画に対する要望や提案 

本計画に対する要望や提案について、町・事業所・地域が協力、連携を図り、町民が安心し

て暮らしていけるまちづくりに取り組むことが求められています。 

 

・町にお願いをするとよく言われるのが「前例がない」ということ、施設には「平等に」補助をしなくて
はいけないという考え方。前例がないところから始まるのが当たり前で施設によって立地、人的条件が
違う。町が精査して補助する仕組みや柔軟な思考が必要 

・先の計画も必要だが今困っている住民、施設職員にも目を向けるべき 

・各関係機関と密に連携しながら、町民が安心して暮らしていけるまちづくりに取り組んでいただきたい 

・医療・各サービス事業所などの意見だけではなく、町民の声も取り入れていただきたい 
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（４）地域包括ケアシステム推進検討会議における介護サービス等に関する意見 

項目 課題整理 検討会議からの意見 

①高齢者及び地域住民の

状況 

⚫ 地域の中で身寄りのない高齢者が増え

ている 

⚫ 郡部では地域住民同士のつながりが強

いが、市街地では弱い面がある 

⚫ 医療機関や介護施設が整っている都市

部への転出を考える方がいる 

⚫ 地域が広範囲であるため、地区ごとの

実情や課題把握が必要 

⚫ 近所の方にヘルパー同様の見守りをさ

れている方がいる。一方で、介護制度

利用により、見守りをしていた方が、利

用者から手を引いてしまうケースがある 

①国勢調査結果等を活用した世帯状況の

分析により、高齢者の独居世帯数等の

現状把握が必要 

②地域からの聞き取りやアンケート調査に

より、地区ごとの実情把握を行う必要が

ある 

③地域包括ケアシステムの根幹である「地

域づくり」の推進により、住民間のつなが

りを強め、高齢者を地域で見守るまちづく

りを目指す取組が求められる 

②ボランティア等 ⚫ 地域の課題では、既存の有償ボランテ

ィアにより対応可能なこともある 

⚫ 町内の活動を広く住民に周知し、参加を

促進する必要がある 

⚫ これからは、地域でつながることを考え

る必要がある 

①既存の組織や団体における活動の継続

実施の支援や、取組を広く住民に周知

し、利用の促進を図る必要がある 

②地域包括ケアシステムの根幹である「地

域づくり」の推進により、住民間のつな

がりを強め、高齢者を地域で見守るまち

づくりを目指す取組が求められる 

③事業所の運営状況 ⚫ 各介護サービス事業所における職員配

置状況を把握 

⚫ 居宅介護支援事業所などでは、事業所

責任者も相当数の利用者を受け持って

おり、事業所内のサポート体制の課題

もある 

①各事業所との密接な連携を図り、人材

や地域資源の有効活用に関して、常に

担当者間で情報共有を図る必要がある 

④デイサービスセンター関

係 

⚫ 介護保険報酬改正により、デイサービ

スセンターの短時間利用に関して課題

が生じている 

⚫ 枝幸苑では、配食サービスの実施によ

り、お昼時間帯の送迎に苦労がある 

歌翠園では、郡部利用者の送迎に苦労

がある 

⚫ デイサービスセンター枝幸苑では、利用

実績や介護保険制度改正により開設日

数や規模縮小の可能性がある 

①デイサービスセンターは、通所サービス

の中核を担う重要な施設であり、現状に

ついて広く住民に周知を図る必要があ

る 

②デイサービスセンターの終日利用に関し

て、施設担当者だけではなく、町内の専

門職を含めて課題共有を図り施設利用

の検討を図る必要がある 

③終日利用の希望があっても、本人の状

態によっては入浴のみの利用になる事

にも留意する 
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項目 課題整理 検討会議からの意見 

⑤ショートステイ関係 ⚫ 医療処置が必要な利用者は、看護体制

もあり状況に応じたケースの対応となる

ため一律にならない 

⚫ 緊急的なショートステイ利用の要望にも

極力対応に努めるが、利用者の事前情

報が重要 

可能であれば、事前の利用実績がある

ことで、スムーズな対応につながる 

⚫ ショートステイ利用と特養入所では、施

設側で対応できることが異なる 

長期利用は本来的な運用ではないが、

待機期間としての受け入れ対応がある 

①医療的な措置が必要な施設利用者への

対応は、国保病院と看護体制等につい

て密接な連携を図り、地域連携室機能

の充実により、短期入所施設利用者が

安心できるサービス提供体制の構築が

求められる 

②施設利用者や家族において、短期入所

の際に事業所に対して適切な情報提供

を行うことが重要であることから、緊急

時の利用のみならず、平常時の体験利

用など可能な限りの協力について、町広

報により広く周知を図る必要がある 

③ショートステイと施設入所における利用

の相違点を広報等により広く周知を図る

必要がある 

⑥老健閉鎖対応 ⚫ 医療と介護が必要な方の入院対応を行

っているが、利用される方にとって相応

しい対応が必ずしもできているとは言い

難い 

入院患者では、介護者の仕事や長期不

在による対応もある 

①医療的な措置が必要な施設利用者への

対応は、国保病院と看護体制等につい

て密接な連携を図り、地域連携室機能

の充実により、短期入所施設利用者が

安心できるサービス提供体制の構築が

求められる 

⑦送迎・付き添い・受診同

行 

⚫ 歌翠園では、歌登診療所の閉鎖によ

り、受診同行に時間と職員の負担が増

している 

⚫ 枝幸は、行政面積が広いため、郡部か

らの移動に時間と労力を要する 

移動時間により、通所・訪問リハを実施

できる患者数に限りがあり、実施日や回

数など患者の希望に沿った対応ができ

ない 

①町の行政面積が広大であることや、歌

登診療所の閉鎖により、送迎や受診同

行に事業所職員の負担が増しているこ

とから、関係者間や有償ボランティアな

どとのつながりを強め、限りある地域資

源の活用促進が必要 

⑧医療との連携強化 ⚫ 訪問系サービスにおいては、医師との

連携が重要であるが、利用者宅で指示

ができると、処置までの時間短縮が可

能 

⚫ 訪問診療は、在宅を進めるためにも必

要 

⚫ 事業所間連携システムの導入や国保病

院内の地域連携室機能の充実により、

連携強化を図る 

①訪問サービスでは医師との連携が重要

であるため、国保病院と密接な連携を図

り、地域連携室機能の充実により、利用

者が安心できるサービス提供体制の構

築が求められる 

⑨ターミナルケア ⚫ ガン末期などで、ターミナルケアが必要

な方の在宅が増え、病院と訪問看護の

連携で対応が図られているおり、訪問

看護では、土日夜間の対応を行ってい

る 

①病院と訪問看護の連携強化により、ター

ミナルケアの対応がすでに図られてお

り、継続的なサービス提供体制の構築

が重要 
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項目 課題整理 検討会議からの意見 

⑩介護施設整備 ⚫ 町内で住み続けるために、施設整備の

要望がある 

⚫ 要介護２以下の利用者向けの施設が無

く、ショートステイを長期利用せざるを得

ない状況。介護サービス資源が限られ

ており、協力し課題克服していけるかが

大切 

⚫ 労働人口減少により施設運営の継続性

を考えることが必要 

⚫ 施設老朽化への対応が急務であるが、

実施には町の支援が必要 

①人材確保策などを含めてこれからの介

護施設のあり方を検討し、事業運営の

継続や老朽化対策の対応が求められる 

⑪人材確保関係 ⚫ 現状では、いずれの事業所でも職員の

配置基準を満たしているが、利用動向

や経営状況により職員配置の判断が必

要。ヘルパーは、有資格の専門職であ

ることから、認知度の向上が大切 

⚫ 事業責任者も相当数の利用者を受け持

っており、他職員を十分にカバーできな

い 

①サービスの利用動向や事業所の経営状

況、介護施設のあり方、人材確保策な

ど、総合的な検討が必要 

②介護福祉士やヘルパー業務の周知広

報などにより認知度向上が必要 

⑫24時間対応 ⚫ 訪問サービスの 24時間実施は、職員体

制から困難である 

①利用者ニーズや事業所経営、人員確保

策など様々な検証が必要 

⑬移送サービス ⚫ 移送サービス事業は、社会福祉協議会

が町からの委託により、枝幸地区のみ

を対象に通院サービス事業として実施 

⚫ 福祉有償運送は、歌翠園が単独で、要

介護認定者の通院事業として実施 

⚫ 町においてコミュニティバスやオンデマン

ド型交通の導入により、両地区サービス

の平準化と交通確保が行われている

が、バス停まで行けない人の対策が課

題 

⚫ 福祉有償運送の地域でのあり方につい

て検討する必要があるのではないか 

⚫ 移送サービス事業の全町実施へ拡大

への検討が必要ではないか 

①要介護者などの福祉サービス利用者の

交通対策は、地域における大きなテー

マとして、課題共有が必要 

②利用者のニーズ調査を行い、福祉有償

運送や移送サービスの全町的実施、バ

ス停までの移動支援や有償ボランティア

による対応など、関係機関を含めた検

討が必要 
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項目 課題整理 検討会議からの意見 

⑭配食サービス ⚫ 配食サービス事業は、デイサービスセン

ター枝幸苑が町からの委託により、枝

幸市街地のみを対象に実施 

⚫ 歌翠園では、独自事業としてヘルパー

事業と一体的に療養支援を目的に配食

サービスを実施していたが、厨房設備

の問題などから、事業は休止中 

⚫ 配食サービスのニーズ調査を行ってい

ないため、必要数は不明 

⚫ 枝幸苑と同様な委託実施をする場合

は、町との協議が必要 

⚫ 配食サービス事業の拡大実施に向けた

考え方も必要 

①利用者のニーズ調査を行い、全町的な

事業実施に向けた検討が必要 

②検討にあたっては、事業者の厨房スペ

ースの問題や、デイサービスとの業務調

整、地域住民の有償ボランティアによる

対応など、幅広い検討が必要 

⑮その他 ⚫ 役場庁内のプロジェクト会議は、幅広い

分野との調整を図るために全課による

設置が必要ではないか 

⚫ 共生型の推進を念頭に、制度の枠を区

切らない議論も必要ではないか 

①地域包括ケアシステムの推進には、

様々な関係機関との連携や協議が不可

欠である。その点を常に意識した規範の

統合が求められる 
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第５節 前計画の検証 

前計画の施策を０点（全く達成できていない）、20 点（達成できていない）、40 点（あまり達成

できていない）、60 点（おおむね達成できている）、80 点（達成できている）、100 点（十分に達

成できている）の６段階で評価しました。全体平均評点は 86.3点となり、第１章「１ 地域包括

ケアの推進」や第２章「２ 安全・安心なまちづくりの推進」、「３ 支え合うまちづくりの推進」、

第３章「２ 安心介護の保証」で 90点台と評価が高くなっています。 

 

基本目標 基本施策 分野別達成度の平均点 

第１章 

予防重視の健康増進のまち 

１ 地域包括ケアの推進 93.3 

２ 地域支援事業の推進 87.5 

３ 認知症施策の推進 85.7 

第２章 

生きがいあふれる支え合いのまち 

１ 社会参加の促進 73.3 

２ 安全・安心なまちづくりの推進 92.0 

３ 支え合うまちづくりの推進 90.0 

第３章 

こころが結ぶ安心介護のまち 

１ 介護保険サービスの充実 78.9 

２ 安心介護の保証 90.0 

全体の達成度の平均点 86.3 
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２ 地域支援事業の推進
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２ 安全・安心なまちづくりの推

進

３ 支え合うまちづくりの推進

１ 介護保険サービスの充実

２ 安心介護の保障

分野別達成度の平均点
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●事業項目別の達成状況と今後の方向性 
基本 
目標 

基本施策 事業 事業詳細 達成度 
今後の 
方向性 

第
１
章 

予
防
重
視
の
健
康
増
進
の
ま
ち 

１ 地域包括ケアの推進 １ 地域包括支援センターの

基幹的業務の推進 
（１）総合的な相談支援の実施 100 継続 

（２）権利擁護・虐待防止の推進 100 継続 

（３）包括的・継続的ケアマネジメントの推進 100 拡大 

（４）地域包括支援センターの周知拡大 100 継続 

２ 地域医療の確保・強化 （１）地域医療体制の整備・確保 80 継続 

（２）在宅医療・介護連携推進事業の推進 100 継続 

３ 生活支援サービスの実施  80 拡大 

４ 地域ケア会議の推進  80 拡大 

５ 情報通信ネットワークシステムの活用 100 継続 

２ 地域支援事業の推進 １ 介護予防・生活支援 

サービス事業の推進 
（１）訪問型サービス・通所型サービスの推進 80 継続 

（２）その他生活支援サービス 80 拡大 

（３）介護予防ケアマネジメントの推進 80 拡大 

２ 一般介護予防事業の推進 （１）介護予防把握事業の推進 100 継続 

（２）介護予防普及啓発事業の推進 100 継続 

（３）地域介護予防活動支援事業の推進 100 継続 

（４）一般介護予防事業評価事業の推進 80 拡大 

（５）地域リハビリテーション活動支援事業の推進 80 拡大 

３ 認知症施策の推進 １ 認知症の方の社会参加を

支え合うまちづくりの推進  
（１）認知症サポーターの養成 100 拡大 

（２）認知症に関する相談の実施 100 継続 

（３）認知症ケアパスの作成・運用 100 継続 

（４）認知症高齢者の介護環境の整備 40 縮小 

（５）認知症カフェ事業の実施検討 80 継続 

２ 認知症の予防と備えの 

実践 
（１）認知症初期集中支援チームによる支援の実施 100 継続 

（２）地域での認知症予防活動の推進 80 拡大 

第
２
章 

生
き
が
い
あ
ふ
れ
る
支
え
合
い
の
ま
ち 

１ 社会参加の促進 １ 交流活動の促進 （１）老人クラブ活動の充実 40 修正 

（２）生涯学習機会の推進 100 継続 

２ 就労対策の推進  80 拡大 

２ 安全・安心なまちづく

りの推進 

１ 人にやさしいまちづくりの

推進 
（１）人にやさしい環境づくりの啓発 100 継続 

（２）除雪等冬対策の推進 100 継続 

（３）利用しやすい公共施設の整備 100 継続 

（４）暮らしやすい住宅づくりの促進 100 継続 

２ 移動・交通対策の充実 （１）移送支援体制の強化 60 拡大 

（２）公共交通機関の充実 100 継続 

（３）交通安全対策の推進 100 継続 

３ 防災・防犯対策の充実 （１）防災体制の充実 80 継続 

（２）防犯対策の充実 80 継続 

（3）感染症対策の充実 100 継続 

３ 支え合うまちづくりの

推進 

１ 福祉意識の形成 （１）福祉意識の啓発と福祉教育の推進 80 拡大 

（２）社会福祉協議会への支援 100 継続 

（３）地域保健福祉のリーダーの育成 80 継続 

（４）ボランティア活動の活性化 80 継続 

（５）見守り体制の強化 80 継続 

２ 介護保険制度対象外の 

福祉サービスの充実 
（１）生きがい活動支援通所事業 100 継続 

（２）生活管理指導員派遣事業 100 継続 

（３）生活管理指導短期宿泊事業 100 継続 

（４）配食サービス 60 拡大 

（５）緊急通報システム 100 継続 

（６）家族介護者への支援 100 継続 

（７）福祉入浴事業 100 継続 
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基本 
目標 

基本施策 事業 事業詳細 達成度 
今後の 
方向性 

第
３
章 

こ
こ
ろ
が
結
ぶ
安
心
介
護
の
ま
ち 

１ 介護保険サービスの

充実 

１ 居宅介護サービスの充実 （１）訪問介護 80 継続 

（２）訪問入浴介護 － 縮小 

（３）訪問看護 60 継続 

（４）訪問リハビリテーション 100 継続 

（５）居宅療養管理指導 60 継続 

（６）通所介護 80 継続 

（７）通所リハビリテーション 100 継続 

（８）短期入所生活介護 100 継続 

（９）短期入所療養介護 － 修正 

（10）福祉用具貸与 100 継続 

（11）特定福祉用具販売 100 継続 

（12）住宅改修 60 継続 

（13）特定施設入居者生活介護 60 継続 

（14）居宅介護支援・介護予防支援 80 継続 

２ 地域密着型介護サービス

の充実 
（１）定期巡回・臨時対応型訪問介護看護 40 修正 

（２）夜間対応型訪問介護 － 縮小 

（３）地域密着型通所介護 80 継続 

（４）認知症対応型通所介護 － 縮小 

（５）小規模多機能型居宅介護 － 縮小 

（６）認知症対応型共同生活介護 100 継続 

（７）地域密着型特定施設入居者生活介護 － 縮小 

（８）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 － 縮小 

（９）看護小規模多機能型居宅介護 － 縮小 

３ 施設サービスの充実 （１）介護老人福祉施設 100 継続 

（２）介護老人保健施設 60 縮小 

（３）介護医療院 － 縮小 

（4）介護療養型医療施設 60 縮小 

２ 安心介護の保障 １ 介護保険サービスの質の

確保 
（１）介護保険制度の周知 80 継続 

（２）情報提供・相談・苦情処理体制の強化 80 継続 

（３）介護従事者の確保とネットワーク 80 継続 

（４）業務の効率化及び質の向上に向けた事業者支援 100 継続 

（５５５）介護給付等費用適正化事業支援 100 継続 

２ 多様な住まいの確保 （１）養護老人ホームへの措置 100 継続 

（２）軽費老人ホーム（ケアハウス）の利用促進 － 継続 

（３）有料老人ホームの利用促進 － 継続 

（４）サービス付き高齢者向け住宅の利用促進 － 継続 
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前計画の検証材料として設定した指標です。 

前計画より地域包括支援センターの認知率は増加しており、相談件数も増加しています。 

平均寿命については、女性が 5.4 歳減少し、健康寿命も 5 歳減少となっており、引き続き自立

支援、重症化予防の対策を推進していく必要があります。 

認知症サポーター養成講座を継続して実施してきたことでサポーター数は増加しており、認知症

の普及啓発、見守り体制の強化を継続していきます。 

 

指 標 前回値 目標値 現状値 

地域包括支援センター総合 

相談 延べ相談件数 

2,947件 

（平成 30年度～ 

令和２年度平均） 

3,300件 
3,344件 

（令和２年度～ 

令和４年度平均） 

健康寿命※ 

健康寿命（令和元年度） 

平均寿命の増加分を 

上回る健康寿命の増加 

健康寿命（令和４年度） 

男性：77.0歳 

女性：84.8歳 

男性：78.5歳 

女性：79.8歳 

平均寿命（令和元年度） 平均寿命（令和４年度） 

男性：78.3歳 

女性：88.1歳 

男性：80.0歳 

女性：82.7歳 

認知症サポーターの人数 
326人 

（令和元年度） 
750人 

594人 

（令和４年度） 

※健康寿命とは、健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間 

※健康寿命の出典は、国民健康保険データベース（KDB）による 
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第６節 計画策定に向けた課題等 

地域包括ケアシステムの５つの要素である「医療」、「介護」、「介護予防」、「住まい」、「生活支援」

に分けて、項目ごとに次のような結果がみえてきました。 

 

５つの要素 課題等 

医療 

・少子高齢化の進行により、医療専門職が不足 

・夜勤看護体制維持困難による病床数の削減 

・歌登診療所の閉鎖による医療機関の縮小 

・ターミナルケアの継続的なサービス提供体制の構築 

介護 

・歌登診療所が閉鎖したことによる介護の拘束時間の増加、利便性の低下 

・軽度な要介護・要支援者のサービス提供基盤整備の推進 

・デイサービスセンターの内容の充実、周知の促進を図る。 

介護予防 ・通いの場など地域活動等への参加促進を継続 

住まい 
・介護現場でも高齢化が進行し人材が不足 

・将来的に町内の施設に入所したいニーズが高くなっていることから、整備が重要 

生活支援 

・町の行政面積が広いため、送迎や受診同行などの不安が多い 

・配食サービス、移送サービスの全町域への拡大 

・地域住民の互助による生活支援体制整備事業の推進 
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第７節 高齢者人口及び認定者数の将来推計 

１ 高齢者人口の推計 

本町の人口を推計すると、令和８（2026）年の高齢者人口は 2,554 人、高齢化率は 37.4％

となっています。 

高齢者人口は、毎年減少傾向となっていますが、少子化による 64 歳以下の大幅な人口減に

より高齢化率は少しずつ上昇傾向となる見通しとなっています。 

 

高齢者人口の推計 

 

 (単位：人、％)  

 令和６年 
(2024) 

令和７年 
(2025) 

令和８年 
(2026) 

令和 22年 
(2040) 

総人口 7,242 7,099 6,969 5,222 

０～39歳 2,253 2,200 2,166 1,610 

40～64歳 2,377 2,319 2,265 1,628 

65歳以上人口 2,612 2,580 2,538 1,984 

 65～74歳 1,171 1,121 1,064 800 

 75歳以上 1,441 1,459 1,474 1,184 

高齢化率 36.1% 36.3% 36.4% 38.0% 

 前期高齢者比率 16.2% 15.8% 15.3% 15.3% 

 後期高齢者比率 19.9% 20.6% 21.2% 22.7% 

※高齢化率は四捨五入の関係で合計が一致しない場合があります 

※国の「見える化」システムによる将来推計 

(平成 27年から令和４年の 9月末時点の住民記録年齢別人口集計表より推計した独自データを入力) 

  

2,253 2,200 2,166 1,610

2,377 2,319 2,265

1,628

1,171 1,121 1,064

800

1,441 1,459 1,474

1,184

7,242 7,099 6,969

5,222

36.1% 36.3% 36.4% 37.2%
38.0%
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40.0%
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２ 認定者数の推計 

本町の要介護認定者数は、毎年減少傾向となる見込みとなっています。一方、認定率（第１

号被保険者に対する比率）は、毎年増加傾向となる見込みとなっています。 

 

 

認定者数の推計 

 

(単位：人、％)  

 令和６年 
(2024) 

令和７年 
(2025) 

令和８年 
(2026) 

令和 22年 
(2040) 

認定者（計） 524  519  516  480 
  要支援１ 131  131  128  117 
  要支援２ 46  46  47  40 
  要介護１ 104  103  101  94 
  要介護２ 66  64  65  61 
  要介護３ 84  84  84  84 
  要介護４ 65  63  63  59 
  要介護５ 28  28  28  25 
      

 要支援１・２ 177 177 175 157 
要介護１・２ 170 167 166 155 
要介護３以上 177 175 175 168 

      

 
第1号被保険者 2,612 2,580 2,538 1,984 
第2号被保険者 2,377 2,319 2,265 1,628 

      
認定率 20.1% 20.1% 20.3% 24.2% 

※国の「見える化」システムによる将来推計(各年９月末時点) 
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第３章 計画の基本的方向 

第１節 計画が目指すもの 

少子高齢化により人口や社会資源が減少する状況の中で、高齢期を過ごす人たちが、元気で自

立している時も、介護が必要な状態になっても、一人ひとりがそれぞれの持てる力を活かし、住

み慣れた地域で安心して自分らしい暮らしを続けられるまちづくりが求められています。そのた

め、本町では「地域包括ケアシステム」の深化・推進に取り組んできました。 

「地域包括ケア」とは、「医療や介護が必要な状態になっても、可能な限り、住み慣れた地域で

その有する能力に応じ自立した生活を続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生

活支援が包括的に確保される」という考え方です。その仕組み（ネットワーク）を「地域包括ケ

アシステム」といい、「地域包括ケアシステムの深化・推進」に向けて、高齢者保健福祉ならびに

介護保険事業の今後の施策・事業を位置づけることが本計画の役割となります。 

本町の地域特性、住民ニーズに応じた「地域包括ケアシステム」を構築し、多職種協働でその

深化・推進を行います。 

 

本町の「地域包括ケアシステム」イメージ 

 

 

 

  

医療や介護を必要とする状態となっても、住み慣れた自宅や地域で療養した

い、介護を受けたいと希望する高齢者の意向が最大限尊重できる体制の構築 
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第２節 基本理念 

平成 28 年度に、本町の最上位計画である「第２次枝幸町まちづくり計画」を新たに策定して

います。その将来像は引き続き「こころが結ぶ『森と海』優しさと活気あふれる北の理想郷」と

しており、保健・医療・福祉分野の目標は「ともに支え合い、健やかに暮らせるまちづくり」と

しています。 

少子高齢化による人口減少が進行し、社会資源が限られていく中で、この目標を実現するため

には、住民の主体的な活動が必要不可欠です。 

前計画においては、住民の支え合いの精神の醸成や、継続的に参加のできる取組を充実させる

ことが、地域包括ケアのために必要と考え、「優しさと生きがいあふれる北の理想郷」を基本理念

に据えてきました。 

本計画においても、前計画の取組や理念を継続させるとともに、高齢者が可能な限り住み慣れ

た地域で、引き続き自立した生活が送れるよう、医療、介護、予防、住まい及び生活支援サービ

スを切れ目なく提供できる地域包括ケアシステムの深化・推進を引き続き推し進めるものとしま

す。 

高齢者・認知症・精神疾患等、様々な人々を地域で支え合い、子供・高齢者・障害者だけに限

ることなく地域全体で切れ目なく関わりが持てるようなまちづくりを目指します。 

こうしたことから、本計画の基本理念を、次のように設定します。 

 

 

 

この基本理念は、医療・保健・介護にとどまらず、社会参加等による幅広いまちづくりの中で、

住民一人ひとりが疾病予防や介護予防につながる取組を進め、それらが人のつながりによって相

乗効果を生み、いきいきとした「北の理想郷」が形成されていく様を表しています。 

また、医療・保健・福祉・介護の専門家や、ボランティア、地域住民が相互に連携し、支援が

必要な方が「優しく」サポートされるまちを意味しています。そしてこれは、地域共生社会が実

現された姿でもあります。 

この基本理念のもと、本計画においても「予防重視の健康増進のまち」、「生きがいあふれる支

え合いのまち」、「こころが結ぶ安心介護のまち」の３つの基本目標を掲げ「こころが結ぶ『森と

海』優しさと活気あふれる北の理想郷」の実現を目指していきます。 

 

  

 

優しさと生きがいあふれる北の理想郷 
 

 

基 本 理 念 
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第３節 基本目標と基本施策 

基本理念「優しさと生きがいあふれる北の理想郷」を目指し、３つの基本目標と８つの基本施

策を定めます。 

 

■基本理念■ ■基本目標■ ■基本施策■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 地域包括ケアの推進 

３ 認知症施策の推進 

２ 安全・安心なまちづくりの推進 

１ 介護保険サービスの充実 

優
し
さ
と
生
き
が
い
あ
ふ
れ
る
北
の
理
想
郷 

２ 安心介護の保障 

２ 地域支援事業の推進 

の推進 

１ 社会参加の促進 

３ 支え合うまちづくりの推進 

 

予防重視の 

健康増進のまち 
 

高齢者をはじめ、すべての

住民がいつまでも心身共に

健康に暮らせる「予防重視

の健康増進のまち」を創り

ます。 

 

生きがいあふれる 

支え合いのまち 
 

高齢者が生きがい活動に積

極的に参加し、すべての住民

が共に支え合う、「生きがい

あふれる支え合いのまち」を

創ります。 

 

こころが結ぶ 

安心介護のまち 
 

介護が必要な方が、住み慣れ

たこのまちで安心して暮ら

せる「こころが結ぶ安心介護

のまち」を創ります。 
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第１章 予防重視の健康増進のまち 

第１節 地域包括ケアの推進 

 １ 地域包括支援センターの基幹的業務の推進 

課題を抱える高齢者を早期に適切な支援・サービスにつなぐためには、地域包括支援センタ

ーの基幹的業務は重要です。住民の相談に対し、町の地域資源を総合的にとらえ緊密な連携を

とりながら、円滑な対応を推進していきます。 

 

（１）総合的な相談支援の実施 

町、地域包括支援センター、社会福祉協議会、各居宅介護支援事業所、各介護サービス事業

所が高齢者の相談の窓口として、きめ細かな相談ができる体制づくりに努めるとともに、各機

関の連携強化を図っていきます。 

 

（２）権利擁護の推進 

判断能力の低下により、日常生活に支障がある高齢者の財産管理等を支援する成年後見制度

等の利用を促進し、高齢者の権利擁護を図っていきます。 

 

（３）高齢者虐待防止対策の推進 

高齢者の人権侵害・虐待を早期に発見し、適切な対応を図るため、民生委員、地域包括支援

センターを中心とした日常的な見守りに加え、日々の生活に密着したサービスを提供している

民間業者や各種団体等による、見守りネットワークの維持・強化を図っていきます。人権侵害・

虐待事案に対しては、「虐待防止対策会議」等により、医療機関、警察等と緊密に連携し、迅速・

的確な対応に努めていきます。 

また、介護施設従事者による虐待の防止に向けても体制を整備し、早期対応に努めていきま

す。 

 

（４）包括的・継続的ケアマネジメントの推進 

高齢者の個々の課題を、適切な支援・サービスにつないでいくために、介護支援専門員がひ

とりで対応を検討するのではなく、多職種・多機関と連携をとりながら、公的サービスや地域・

住民の自主的な取組を総合的にとらえたケアマネジメントを推進することが重要です。 

現在、町・地域包括支援センターを中心としたケアマネジメントを推進しており、今後も多

職種が緊密に連携し、高齢者のそれぞれの状況に適切な支援・サービスの提供に努めていきま

す。 
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（５）地域包括支援センターの活用の推進 

地域包括支援センターは、「総合相談支援」「権利擁護支援」「包括的・継続的ケアマネジメン

ト支援」「第１号介護予防支援」の機能を有し、地域での高齢者の生活を支える中核的機関で

す。高齢化の進行によりさらに需要が高まる地域住民の複雑化したニーズに対応し、高齢者の

身近な相談窓口となり、適切なサービスにつながるように継続的な支援に取組、地域住民への

十分な機能活用の推進を図っていきます。 

 

 

（６）地域包括支援センターの業務負担軽減と質の確保、体制整備等 

地域包括支援センターの設置及び運営に関する目標や地域課題・地域住民に対して果たす役

割を定めることが重要であり、今後の高齢化の進展等に伴って増加するニーズに適切に対応す

る観点から、業務負担軽減を進めるとともに体制の整備を図ることが必要です。 

地域包括支援センター業務の体制整備の推進や柔軟な職員配置を検討していきます。 

 

 

（７）重層的支援体制整備事業などによる障害者福祉や児童福祉など他分野との連携促進 

地域包括支援センターは、重層的支援体制整備事業において属性や世代を問わない包括的な

相談支援等を担うことが期待されることも踏まえ、障害分野や児童福祉分野など他分野と連携

促進を図っていくことが重要です。このようなニーズに対応し適切にその役割を果たすために、

地域包括支援センターにおける体制や環境の整備を進めていきます。 

 

 

２ 地域医療の確保・強化 

高齢者が安心して地域で生活を継続できるよう、関係機関と連携しながら、地域医療体制の

整備・確保に努めるとともに、在宅療養支援の充実を図っていきます。 

 

（１）地域医療体制の整備・確保 

枝幸町国民健康保険病院では医師をはじめ、看護師・その他の専門職が不足しており、将

来の地域医療体制の整備・確保は本町にとって大変大きな課題となっています。また、高齢

者施設の入所要件を満たさない要介護度の低い方の長期入院が増える等、医療現場はこれま

でになく負担が増している中で、人員不足による療養病棟の削減が進んでいます。 

今後は医療と介護のさらなる連携強化が必要であり、全世代対応型の持続可能な社会保障

制度を構築するために、在宅医療の推進や地域保健・介護職と緊密な連携が取れる体制づく

りが急務となっています。 

患者本位の医療の取組として、幅広い診療科の維持と都市部医療機関との連携強化も図り

ながら、現場の創意工夫と限られた町内の医療介護資源を有効活用し、高齢者が安心できる

地域医療の整備・確保を図っていきます。 
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（２）在宅医療・介護連携推進事業の推進 

入院治療を受けて退院するケースに対し、医療ソーシャルワーカーと、地域の医療関係機関、

介護サービス施設・事業所等が協働で「チームケア」を推進していくことが全世代対応型の持

続可能な社会保障制度を構築するためには重要です。 

町では、入退院情報共有シートを作成し、情報連携をスムーズに行うための取組や、病院と

町内の各介護事業所を情報通信ネットワークで結び、適正な情報管理の上、速やかな情報共有、

きめ細やかなサービス提供が可能となるよう体制を整備してきました。効果的な活用に向け引

き続き検討を図っていきます。 

また、住民の在宅医療・介護についての理解を深め、適切な利用につなげるため、周知啓発

を推進していきます。 

前計画から引き続き、地域の実情に応じた「在宅医療・介護連携推進事業」を推進し、PDCA

サイクルに沿った取組を行っていきます。 

在宅医療と介護連携推進事業の在り方 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図：厚生労働省の資料をもとに作成 

 

在宅医療と介護連携のイメージ（在宅医療の４場面別にみた連携の推進） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図：厚生労働省の資料をもとに作成 

  

日常の療養支援 
・多職種協働による患者や家族の生活を支える観
点からの在宅医療  ・介護の提供 

・緩和ケアの提供   ・家族への支援 

・認知症ケアパスを活用した支援 

入退院支援 
・入院医療機関と在宅医療 

・介護に係る機関との協働 

・情報共有による入退院支援 

・一体的でスムーズな医療・介護サービスの提供 

急変時の対応 
・在宅療養者の病状の急変時における往診や訪問
看護の体制及び入院病床の確認 

・患者の急変時における救急との情報共有 

看取り 
・住み慣れた自宅や介護施設等、患者が望む場所
での看取りの実施 

・人生の最終段階における意思決定支援 

町・地域包括支援センター 

訪問看護ステーション 

介護 
・ケアマネジャー 

・ホームヘルパー 

医療 
・病院 

・ソーシャルワーカー 

 

 

 

住民 

医療関係者 
(医師会等の関係団体 

・訪問看護等の事業者など) 
介護関係者 

(居宅介護支援事業所など) 

市町村 

＜市町村における庁内連携＞ 総合事業など他の地域支援事業との連携や、災害・救急時対応 

Act 
改善 

対応策の評価の実施 

Check 
評価 

     現状分析・課題抽出・施策立案 

■ 地域の社会資源（医療機関、介護事業所の
機能等）や、在宅医療や介護サービスの利用
者の情報把握 

■ 将来の人口動態、地域特性に応じたニーズの推
計（在宅医療など） 

■ 情報を整理しリストやマップ等必要な媒体を選

択して共有・活用 

※企画立案時からの医師会等関係機関との協働が重要 

Plan 
計画 

切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築 

（看取りや認知症への対応を強化） 

地域のめざすべき姿 

対応策の実施 

○ 在宅医療・介護連携に関する相談支援 

■ コーディネーターの配置等による相談窓口
の設置 

■ 関係者の連携を支援する相談会の開催 

○ 医療・介護関係者の情報共有の支援 

■ 在宅での看取りや入退院時等に活用で
きるような情報共有ツールの作成・活用 

○ 地域住民への普及啓発 

■ 地域住民等に対する講演会やシンポジウ
ムの開催 

■ 周知資料や HP 等の作成 

○ 医療・介護関係者の研修 

■ 多職種の協働・連携に関する研修の実
施（地域ケア会議含む） 

■ 医療・介護に関する研修の実施 

Do 
実行 

＜地域の実情を踏まえた柔軟な実施が可能＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の他、医療・介護関係者への支援に必要な取組 
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 ３ 生活支援サービスの実施 

生活支援体制整備事業として、「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」が「協

議体」を通じて情報共有や連携強化を図り、生活支援サービスを促進していくことが制度化さ

れています。 

生活支援の充実は、介護保険制度の利用者だけでなく、健康な高齢者の自立支援の観点から

も重要であるため、本町の高齢者全体を視野に、体制整備を推進することが重要です。 

町では、生活支援サービスの充実のために、生活支援・介護予防サービス協議体（第１層・

２層）を設置し、「生活支援コーディネーター」を４名配置しています。さらに、地域おこし協

力隊制度を活用した人材確保により、新たな取組を推進します。 

引き続き、町、地域包括支援センター、「生活支援コーディネーター」と協働でニーズの把握

を行い、地域資源である「協議体」メンバーとともに生活支援の推進を図るとともに、担い手

確保のために有償ボランティア活動を推進し、ボランティアの育成に取り組んでいきます。 

また、町内の民間企業との連携による高齢者の生活支援サービスの充実を推進していきま

す。 

 
資料：厚生労働省の資料をもとに作成 

  

多様な主体による生活支援サービスの重層的な提供 

○高齢者の在宅生活を支えるため、ボランティア、NPO、民間企業、社会福祉法人、協同組合等の多様な事業

主体による重層的な生活支援サービスの提供体制の構築を支援 

 ・有償ボランティア等による担い手の確保 

 ・「生活支援コーディネーター」の活動や協議体の推進等に対する支援 

生活支援サービスの提供イメージ 

介護者支援 

家事援助 

交流サロン 

声かけ 

外出支援 食材配達 

配食＋見守り 

コミュニティカフェ 

安否確認 

権利擁護 

移動販売 

各 
 

地 
 

区 
町

全

域 

事

業 

主

体 

ＮＰＯ 社会福祉 
法人 

バックアップ 

市町村を核とした支援体制の充実・強化（コーディネーターの配置、協議体の設置
等を通じた住民ニーズとサービス資源のマッチング、情報集約等） 

民間とも協働して支援体制を構築 

ボラン 
ティア 

民間企業 協同組合 
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 ４ 地域ケア会議の推進 

地域包括支援センターの主催により、介護や医療の専門職、民生委員等による地域ケア会議

を枝幸・歌登両地区で開催しています。 

生活課題を抱える高齢者一人ひとりに対する支援策の検討を行い、適切なサービスの提供等

につなげるため、自立支援に資するケアマネジメント支援を行いながら、地域支援ネットワー

クの構築を図り、そこから、地域課題を把握・整理し、それらを解決するための社会基盤の整

備を進め生活課題の改善・解決を図っていきます。 

これらの取組を推進し、本町のすべての高齢者とその家族介護者が、住み慣れた地域で安心

して暮らしていくために地域包括ケアシステムを推進していきます。 

 

地域ケア会議の５つの機能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

個別課題の解決 

多職種が協働して個別ケースの支援内容を検討することによっ

て、高齢者の課題解決を支援するとともに、ケアマネジャーの自

立支援に資するケアマネジメントの実践力を高める機能 

地域包括支援 

ネットワークの構築 

高齢者の実態把握や課題解決を図るため、地域の関係機関等の相

互連携を高め地域包括支援ネットワークを構築する機能 

地域課題の発見 
個別ケースの課題分析等を積み重ねることにより、地域に共通し

た課題を浮き彫りにする機能 

地域づくり 

資源開発 

インフォーマルサービスや地域の見守りネットワークなど、地域

で必要な資源を開発する機能 

政策の形成 地域に必要な取組を明らかにし、政策を立案・提言していく機能 
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第２節 地域支援事業の推進 

 １ 介護予防・生活支援サービス事業の推進 

介護予防・日常生活支援総合事業（以下、総合事業）は、要支援及び要介護状態になるリス

クが高い高齢者に対し、地域資源を包括的に活用したサービス提供及びケアマネジメントを推

進し、自立支援・重度化防止につなげ、充実化に取り組んでいきます。 

 

（１）訪問型サービス・通所型サービスの推進 

要支援及び要介護状態になるリスクが高い高齢者に対し、従来の介護予防訪問介護・介護予

防通所介護に相当する「訪問介護相当サービス」、「通所介護相当サービス」を提供するととも

に、住民主体で取り組んでいる通いの場への支援、充実を図り多様なサービスの提供を検討・

推進していきます。 

本町では、「訪問介護相当サービス」を、指定事業所である枝幸町ホームヘルプサービスセン

ターとホームヘルプサービスステーション歌翠園が、「通所介護相当サービス」を、指定事業所

であるデイサービスセンター枝幸苑とデイサービスセンター歌翠園が実施しており、適正な利

用及び効果的な自立支援・重度化防止が図られるよう、事業を推進していきます。 

 

介護予防・生活支援サービス事業の訪問型サービス・通所型サービスの類型 

 

 

 

 
 

 

資料：厚生労働省の資料をもとに作成  

基準 訪問介護相当サービス 多様なサービス 

サービス 

種別 
①訪問介護 

②訪問型サービスＡ 

（緩和した基準に 

よるサービス） 

③訪問型サービスＢ 

（住民主体による 

支援） 

④訪問型サービスＣ 

（短期集中予防 

サービス） 

⑤訪問型サービスＤ 

（移動支援） 

サービス 

内容 

訪問介護員による身体介護、生

活援助 
生活援助等 

住民主体の自主活

動として行う生活援

助等 

保健師等による居

宅での相談指導等 

移送前後の生活支

援 

対象者と

サービス

提供の考

え方 

○既にサービスを利用しているケ

ースで、サービスの利用の継続が

必要なケース 

○以下のような訪問介護員による

サービスが必要なケース 
（例） 

・認知機能の低下により日常生活に支

障がある症状・行動を伴う者 

・退院直後で状態が変化しやすく、専

門的サービスが特に必要な者 等 

※状態等をふまえながら、多様なサー

ビスの利用を促進していくことが重要 

○状態等をふまえながら、住民主体によ

る支援等「多様なサービス」の利用を促

進 

・体力の改善に向

けた支援が必要な

ケース 

・ADL・IADLの改善

に向けた支援が必

要なケース 

 
※3～6ケ月の短期間で

行う 

訪問型サービスＢ

に準じる 

実施方法 事業者指定 事業者指定／委託 補助（助成） 直接実施／委託  

基準 予防給付の基準を基本 
人員等を緩和した

基準 

個人情報の保護等の 

最低限の基準 

内容に応じた 

独自の基準 

サービス 

提供者（例） 
訪問介護員（訪問介護事業者） 主に雇用労働者 ボランティア主体 

保健・医療の専門職 

（市町村） 

①訪問型サービス ※市町村はこの例を踏まえて、地域の実情に応じた、サービス内容を検討する。 

○ 訪問型サービスは、従来の訪問介護に相当するものと、それ以外の多様なサービスからなる。 

○ 多様なサービスについては、雇用労働者が行う緩和した基準によるサービスと、住民主体による
支援、保健・医療の専門職が短期集中で行うサービス、移動支援を想定。 
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資料：厚生労働省の資料をもとに作成 

 

 

 

  

基準 通所介護相当サービス 多様なサービス 

サービス 

種別 
① 通所介護 

② 通所型サービスＡ 

（緩和した基準による 

サービス） 

③ 通所型サービスＢ 

（住民主体による 

支援） 

④ 通所型サービスＣ 

（短期集中予防 

サービス） 

サービス 

内容 

通所介護と同様のサービス 

生活機能の向上のための機能

訓練 

ミニデイサービス 

運動・レクリエーション 

等 

体操、運動等の活動

等、自主的な通いの場 

生活機能を改善するための

運動器の機能向上や栄養

改善等のプログラム 

対象者と 

サービス

提供の考

え方 

○既にサービスを利用しており、

サービスの利用の継続が必要

なケース 

○「多様なサービス」の利用が

難しいケース 

○集中的に生活機能の向上の

トレーニングを行うことで改善・

維持が見込まれるケース 

※状態等をふまえながら、多様なサ

ービスの利用を促進していくことが重

要 

○状態等をふまえながら、住民主体による支援等

「多様なサービス」の利用を促進 

・ADL・IADLの改善に向け

た支援が必要なケース 等 

 

※3～6ケ月の短期間で実施 

実施方法 事業者指定 事業者指定／委託 補助（助成） 直接実施／委託 

基準 予防給付の基準を基本 人員等を緩和した基準 
個人情報の保護等の 

最低限の基準 
内容に応じた独自の基準 

サービス 

提供者（例） 
通所介護事業者の従事者 

主に雇用労働者 

＋ボランティア 
ボランティア主体 

保健・医療の専門職 

（市町村） 

②通所型サービス ※市町村はこの例を踏まえて、地域の実情に応じた、サービス内容を検討する。 

○ 通所型サービスは、従来の通所介護に相当するものと、それ以外の多様なサービスからなる。 
○ 多様なサービスについては、雇用労働者が行う緩和した基準によるサービスと、住民主体によ

る支援、保健・医療の専門職により短期集中で行うサービスを想定。 
 



第２編 基本施策の展開 

 

80 

（２）その他生活支援サービス 

要支援者及び要介護状態になるリスクが高い高齢者に対し、多様なサービスを提供する事業

です。 

本町においては、包括的支援事業の生活支援体制整備の中で、要支援認定者や総合事業対象

者にとどまらない、高齢者全体に対してのサービスを推進しています。したがって、本サービ

スにおいては、必要に応じて実施を検討していきます。 

 

（３）介護予防ケアマネジメントの推進 

要支援者及び総合事業対象者に対し、心身の状況等に応じ、必要な援助サービスをマネジメ

ントする事業です。 

高齢者自身に自立支援・重度化防止の趣旨の理解を得ながら、介護予防サービスだけではな

く、地域で行われている住民主体の取組等を包括的に活用したケアマネジメントを推進してい

きます。 

 

 ２ 一般介護予防事業の推進 

一般介護予防事業では、広く高齢者を対象に、地域の実情に応じた効果的・効率的な介護予

防の取組を推進するとともに、関連事業所や専門職、他事業との連携を行い、生活機能の維持、

向上を図るための事業を展開し、自立支援・重度化防止に向けた支援を行っていきます。 

 

（１）介護予防把握事業の推進 

行政と地域包括支援センター、地域等が連携し、要介護状態になるリスクが高い高齢者を早

期に把握し、適切な支援・サービスの利用につなげていく必要があります。そのために、引き

続き介護予防会議等を実施し、事業の推進に努めていきます。 

 

（２）介護予防普及啓発事業の推進 

介護予防についての基本的な知識の普及を図るため、町広報紙や EOS（ケーブルテレビ）等

で啓発活動を行い、日常の運動や体操、食生活の重要性についての知識の普及を図り、引き続

き介護予防を進めていきます。 

また、老人クラブや各種団体の活動に保健師や栄養士等を派遣し、講座・実習形式で、支援

や介護が必要な状態になることを防ぐための知識や情報の普及に努め、個々の課題発見や解決

を目的とした個別の相談に対応していきます。 
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（３）地域介護予防活動支援事業の推進 

本町では、住民主体によるサロン活動が複数立ち上がっています。継続することが重要な介

護予防活動において、気軽に集えるサロンは周知啓発の場として機能する可能性があり、効果

的な推進方法を検討していきます。 

また、65 歳以上の高齢者を対象として「お達者クラブ（運動機能の向上事業）」や「口腔機

能向上のための講話（口腔機能の向上事業）」、75 歳以上の歯科健康診査等を実施しており、

今後も効果的な事業推進に取り組んでいきます。 

 

（４）一般介護予防事業評価事業の推進 

一般介護予防事業評価事業は、介護保険事業計画に定める目標値の達成状況等の検証を行い、

一般介護予防事業の事後評価を行う事業であり、本町では、このアンケート結果をもとにして

生活機能の低下のデータを経年で把握し、一般介護予防事業の成果の検証を行い、PDCA サイ

クルに沿った推進に取り組んでいきます。 

 

（５）地域リハビリテーション活動支援事業の推進 

地域リハビリテーション活動支援事業は、地域における介護予防の取組を機能強化するため

に、通所、訪問、地域ケア会議、サービス担当者会議、住民運営の通いの場等へのリハビリテ

ーション専門職等の関与を促進する事業です。地域支援事業と介護保険給付の双方の観点から

の地域リハビリテーション体制の構築が重要です。 

リハビリテーション専門職である、理学療法士・作業療法士等については、地域での自立し

た支援を行う体制を整備していくため、個別へのアプローチにより機能評価、運動メニュの作

成などその専門性を活かした重症化予防への取組や、通いの場等での活動支援にも取り組んで

いきます。 

地域リハビリテーション活動支援事業のイメージ 

 
                                                                 （出典）：厚生労働省     
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第３節 認知症施策の推進 

１ 認知症の方の社会参加を支え合うまちづくりの推進 

令和元年 6月に示された「認知症施策推進大綱」では、認知症の人や家族の視点を重視しな

がら、「共生」と「予防」を両輪として施策を進めていくことが求められおり、令和 6年 1 月

1 日に施行されている「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」の４つの柱の「普及

啓発・本人発信支援」「予防」「医療・ケア・介護サービス・介護者への支援」「認知症バリアフ

リーの推進・若年性認知症の人への支援・社会参加支援」にそって取組を推進していきます。 

認知症の発症を遅らせ、認知症になっても希望をもって日常生活を過ごせる社会を目指し、

子どもから高齢者まで認知症の症状や早期対応方法について正しく理解するための啓発を進

めるとともに、医療機関や介護サービス事業者等関係機関との緊密な連携によって、認知症の

方の生活支援を行い、見守り合いや支え合いが実践される地域づくりに努めていきます。 

 

（１）認知症サポーターの養成 

「認知症サポーター」は、日常生活の中で認知症の方と出会った時に、その人の尊厳を損な

うことなく、適切な対応をすることで、認知症の方や介護家族を見守り、応援する役割を担い

ます。 

認知症に対する住民の偏見をなくし、地域全体で認知症の方や家族を支える環境づくりを進

めるため、引き続き「認知症サポーター」を養成していきます。また、地域で暮らす認知症の

方や家族の困りごとの支援ニーズに「認知症サポーター」等をつなげる仕組み（チームオレン

ジ）の構築を検討し、認知症の方が安心して暮らし続けられる地域づくりを進めていきます。 

 

（２）認知症に関する相談の実施 

認知症は精神疾患の一つですが、疾患だからと言って治療の対象ととらえるのではなく、誰

にでも起こりうる「老い」をめぐる一つの状況として、中核症状※や BPSD※（周辺症状）を肯

定的に受け止め、家族や地域と共有することが重要です。 

本町は、相談の専門性を高めるため、認知症相談に関する専門職である認知症地域支援推進

員を役場内に配置し、住民の相談に対して早期に適切な判断ができるよう体制づくりを進めて

います。 

今後も、認知症に関する悩みや問題を本人や介護者が抱え込むことのないよう、町や地域包

括支援センター、社会福祉協議会、医療機関、民生委員等、関係機関が連携しながら、相談事

業を展開していきます。 

 

※中核症状：脳の細胞が壊れることによって直接起こる症状が記憶障害、見当識障害、理解・判断力
の低下、実行機能の低下等のこと。 

※BPSD（行動・心理症状）：本人がもともと持っている性格、環境、人間関係等さまざまな要因がか
らみ合って、うつ状態や妄想のような精神症状や、日常生活への適応を困難にする症状のこと。 
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（３）認知症ケアパスの作成・運用 

認知症と疑われる症状が発生した時や、認知症の方を支える場合に、誰が、いつ、どこで、

何をしたらよいか、状態に応じた医療や介護等の提供の流れを示した認知症ケアパスを作成し

ました。関係機関に共有するとともに、広く住民にも周知していきます。 

 

（４）認知症高齢者の介護環境の整備 

認知症高齢者やその介護者が安心して生活できるよう、町内の通所介護事業所、介護老人福

祉施設等での認知症ケアの向上を促進していきます。 

 

（５）家族介護者への支援 

地域において、家族介護者であるケアラーとその家族が安心して暮らすためには、公的支援

やサービスを活用するだけではなく、地域全体で支える社会的包摂（ソーシャルインクルージ

ョン）の視点が重要となります。 

地域全体で家族の介護をしているケアラーやヤングケアラーの方を支える地域づくりを推

進するためには、社会的認知度を向上させることが重要とされています。また、ケアラー自身

が悩みや負担を相談し、支援を求めることができる仕組みづくりも必要となります。 

特にヤングケアラーに関しては、相談窓口につながりにくい傾向があります。早期発見のた

めにも、ヤングケアラーに関する理解を深め、子供たちに関わる関係者間で連携を図り、情報

共有や支援内容の検討を行っていきます。 

 

（６）認知症カフェ事業の実施検討 

認知症の方や介護者の交流、また、認知症について不安のある方が、専門職と出会う機会を

持てるように、認知症カフェ事業の実施を検討していきます。 

認知症カフェ事業については、様々な機能を有している既存の施設や集まりの場を活用し、

高齢者にこだわらず様々な人が集まれる、多世代が共生可能な地域づくりを検討していきます。 
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２ 認知症の予防と備えの実践 

認知症の早期発見・予防を推進するために、認知症初期集中支援チームによる支援や、認知

症予防活動を推進していきます。 

今後、国の示す認知症施策の方向性に加え、認知症の専門関係機関による認知症の予防法、

診断法、治療法等の研究開発の動向を注視しながら、より効果的な認知症予防のエビデンスの

収集・普及に取り組むほか、通いの場における活動の推進や、正しい知識と理解に基づいた、

認知症への「備え」の実践に努めていきます。 

 

（１）認知症初期集中支援チームによる支援の実施 

認知症サポート医の協力のもと、地域の保健・介護等の専門職からなる「認知症初期集中支

援チーム」を役場内に設置し、症状の初期段階から本人やその家族と関わり、適切な診断へ結

びつける等の支援を実施していきます。 

 

認知症初期集中支援チームによる支援のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省の資料をもとに作成 

 

（２）地域での認知症予防活動の推進 

認知症は早期発見・対応が重要であることから、認知症サポーターの協力のもと、地区ごと

に認知症予防事業を展開し、認知症の進行防止に努めていきます。 

また、EOS や広報の活用、ポピュレーションアプローチを行いながら、広く認知症予防につ

いて情報を発信していきます。 

  

近隣地域 

●認知症初期集中支援チーム 

●認知症地域支援推進員 

介護系職員 

（介護福祉士等） 

専門医 

（サポート医 

嘱託可） 

●専門医療機関 
（認知症疾患医療センター等） 

保健師・看護師等 

地域の実態に応じた 
認知症施策の推進 

（医療・介護・地域資源と 

専門相談等） 

●かかりつけ医 

町（保健福祉課）  

連携（紹介） 

連携（診断） 

連携 

連携（紹介） 

連携（診断） 

連携 

連携（情報

提供・助言） 

《認知症初期集中支援チームの主な業務の流れ》 

①訪問支援対象者の把握、②情報収集（本人の生活情報や家族の状況等）、③アセスメント（認知機能障がい、生

活機能障がい、行動・心理症状、家族の介護負担度、身体の様子のチェック）、④初回訪問時の支援（認知症への理

解、専門的医療機関等の利用の説明、介護保険サービス利用の説明、本人・家族への心理的サポート）、⑤チーム員会
議の開催（アセスメント内容の確認、支援の方針・内容・頻度等の検討）、⑥初期集中支援の実施（専門的医療機関等

への受診勧奨、本人への助言、身体を整えるケア、生活環境の改善等）、⑦引継ぎ後のモニタリング ⑧支援実施中
の情報共有 

本人 家族 

医療系職員 

（保健師等） 

複数の専門職による 

個別の訪問支援 
（受診勧奨や本人・家族 
へのサポート等） 

専門的な鑑別診断を実施 
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第２章 生きがいあふれる支え合いのまち 

第１節 社会参加の促進 

 １ 交流活動の促進 

高齢者の生涯学習・生涯スポーツ等への参加を促進し、生きがいづくりにつなげていきます。 

 

（１）老人クラブ活動の充実 

老人クラブでは、高齢者自らの生きがいを高めることを目的として、健康の増進、レクリエ

ーション、地域社会との交流、軽スポーツ大会、世代間交流事業等を実施しています。 

今後も、会員相互の親睦や高齢者自らが得た知識・経験・技術を資源とした社会貢献を行う

団体として活性化を図っていきます。そのために、単位クラブ間の交流や、地域行事への参加

等を促進するとともに、未加入者のクラブへの参加を働きかけていきます。 

 

（２）生涯学習機会の推進 

本町では、心身ともに健康でいきいき暮らしていきたいと考える高齢者にハマナス大学をは

じめとした生涯学習の機会を提供しています。QOL※（生活の質）の向上や知識を高めたいと

思った時に、いつでも気軽に学ぶことができるよう、生涯学習情報を提供していきます。 

 
※QOL：「Quality Of Life」の略であり、ひとりひとりの肉体的、精神的、社会的、経済的、すべてを含め
た生活の質のことを指し、自分らしい納得のいく生活の質の維持を目指すという考え方。 

 

 ２ 就労対策の推進 

高齢者の就労は、それまでの知識や経験を地域社会に還元する貴重な機会であるとともに、

高齢者自身の介護予防や生きがいづくりにも多大な効果があると考えられます。 

現在、高齢者が活躍されている場として、高齢者事業団、有償ボランティア「地域たすけあ

い事業」があります。関係機関等と連携しながら既存の活躍の場を活用するとともに、民間企

業における高齢者の就労機会の確保を図るため、関係機関を通じて事業主への働きかけを行っ

ていきます。 

また、高齢者個人の特性や希望に合った就労活動を支援する、就労的活動支援コーディネー

ターの設置を検討していきます。 
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第２節 安全・安心なまちづくりの推進 

 １ 人にやさしいまちづくりの推進 

高齢者をはじめ、すべての方が安全で快適に暮らせるやさしいまちづくりを推進していきま

す。 

 

（１）人にやさしい環境づくりの啓発 

高齢化が進む中、道路や建物の段差の解消等、人にやさしい生活環境づくりの重要性が高ま

ってきています。公共施設のバリアフリー化としては、枝幸バスターミナル・役場本庁舎の整

備を進めてきました。今後も町道の歩道、点字ブロックの整備等を実施するとともに、バリア

フリー※、ユニバーサルデザイン※等の意義や、手法、法制度等を積極的に民間事業者や住民に

啓発し、人にやさしいまちづくりを推進していきます。 

 

※バリアフリー：障がい者や高齢者等が暮らしやすくなるために、道路の段差等、障壁をなくすこと。 
※ユニバーサルデザイン：人にやさしいデザインが、障がい者や高齢者等にとっても最も優しいデザイン
であるという考え方で、バリアフリーのさらに進化した概念。 

 

（２）除雪等冬対策の推進 

寒冷積雪地域の本町において、高齢者が冬季に安心して快適に過ごすことは、大きな課題で

す。そのため、国・道と連携しながら、道路の除排雪体制の強化に努めるとともに、除雪費用

の助成等により、高齢者世帯の除雪支援を継続していきます。 

また、低所得者等への福祉灯油事業を継続して実施していきます。 

 

（３）利用しやすい公共施設の整備 

公共施設は、高齢者の学習やスポーツ等の多様な活動の拠点です。 

そのため、段差の解消や、車いす利用者への対応を図るため、スロープ、手すり、障がい者

用トイレの設置等を積極的に進めるとともに、施設・設備の充実に努めていきます。 

 

（４）暮らしやすい住宅づくりの促進 

高齢者のライフスタイルの多様化から、身体状況や家族の状況等に応じた多様な住まいに関

するニーズが高まっています。 

そのため、既存の民間住宅については、建築関係団体等に対して、バリアフリー、ユニバー

サルデザインの普及を促進するとともに、被保険者に対して、介護保険制度や、住宅改修支援

制度による住宅改修を促進していきます。 

また、公営住宅についてはユニバーサルデザインを採用した住宅整備を推進し、高齢者のみ

ならず、すべての方が安心して暮らせるように整備するよう努めていきます。また、現状では

公営住宅はひとり暮らしの高齢者が多く、住み替えを希望する高齢者世帯が受け入れられるよ

う、適切な仕組みづくりに努めていきます。 
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 ２ 移動・交通対策の充実 

（１）移送支援体制の強化 

移送支援については、枝幸地区では社会福祉協議会に委託し、寝たきり高齢者等の通院等へ

の移送サービスを実施しています。 

また、社会福祉法人歌登福祉会と NPO 法人南宗谷ひだまりの会による会員登録制の福祉有

償運送制度もあります。 

今後も、要介護者等の外出手段の確保を図るため、車両の充実を図りながら、移送を支援す

る事業を継続的・安定的に実施していきます。 

 

（２）公共交通機関の充実 

公共交通機関は、高齢者の買い物や、通院等の重要な交通手段です。関係機関に対して、路

線の維持・確保・充実や利便性の向上、バリアフリー化、安全対策の充実等を引き続き要請す

るとともに、枝幸町地域公共交通網形成計画において、乗り合いタクシーやコミュニティバス、

デマンド型交通など、住民ニーズにあった持続可能な新たな地域交通システムの導入について

引き続き検討していきます。 

 

（３）交通安全対策の推進 

高齢者が交通事故に遭うことなく、安全に日常生活を営むことができるよう、高齢者の交通

安全意識の啓発を図るとともに、カーブミラー、ガードレール、横断歩道等、交通安全施設の

整備充実に努めていきます。 

また、高齢者の運転による事故等が心配されることから、老人クラブ等の活動の機会に安全

運転のための講座等を実施し、交通ルールを徹底するとともに、枝幸町地域生活支援助成事業

により運転免許自主返納を奨励し、運転免許自主返納時助成金や生活支援助成金支給制度の啓

発を図っていきます。 
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 ３ 防災・防犯・感染症対策の充実 

（１）防災体制の充実 

大災害の発生時に、地域の高齢者の安全確保が図れるよう、消防署や関係機関との連携を強

化しながら、緊急時の情報伝達や避難誘導、救助体制の充実を図っていきます。 

特に、ひとり暮らしの高齢者や認知症高齢者、障がい者等に対しては、一人ひとりの身体状

況や生活状況に応じた情報伝達手段の確保や見守りが必要なため、介助が必要な高齢者等災害

時に避難支援を必要とする人を把握し、地域包括支援センターや民生委員、自治会等と連携を

とり、避難行動要支援者への支援策を推進していきます。 

避難行動要支援者は登録制であるため、広報等活用し登録に関する周知をおこなうとともに、

定期的に名簿の見直しを行い、支援体制を確保する関係者との情報共有を図っていきます。 

 

（２）防犯対策の充実 

高齢者を狙った犯罪が多発しているため、関係機関と連携しながら、安全対策を推進してい

ます。 

広報等を通じて防犯意識と地域連帯意識の高揚を図るとともに、相談活動・見守り活動を通

じて発生の未然防止に努めていきます。また、高齢者を狙った悪質な商法等消費者被害の防止

のため、消費者教育を推進していきます。 

さらに、親族等による成年後見の困難な高齢者が増加すると見込まれることから、成年後見

制度の利用促進を図るとともに、市民後見人の育成と法人後見の活動支援を推進していきます。 

 

（３）感染症対策の充実 

新型コロナウイルス等の感染症拡大防止のため、日ごろの衛生管理や拡大防止策の周知啓発

等の備えが重要です。 

介護事業所等と連携し、介護に携わる人たちが感染症に対する正しい知識を習得し、感染症

発生時でも必要としている人へのサービスが提供できる体制の整備に努めます。また、道保健

所、関係機関等と連携して、介護事業所における感染症対策に必要な物資の備蓄・調達、輸送

体制の整備に努めていきます。 
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第３節 支え合うまちづくりの推進 

 １ 福祉意識の形成 

住民一人ひとりが多様性を認め合えるような福祉意識の啓発を促進しつつ、誰もが社会から

取り残されることなく社会に参画する機会を持つことができるよう取り組んでいきます。 

 

（１）福祉意識の啓発と福祉教育の推進 

少子高齢化や核家族化が進行する中、地域の力を活用した福祉活動の重要性が増しています。

そのため、住民の福祉や介護、医療に対する関心を高めることや、知識や技術等の普及が重要

です。 

地域全体で支え合うまちづくりを目指し、教育・福祉関係者、地域住民等が連携を図り、福

祉向上への啓発に努めるとともに、研修会や講演会等の実施や、学習講座、交流機会等を引き

続き提供し、誰もが気軽に福祉について学べ、実践できる環境づくりに努めていきます。 

 

（２）社会福祉協議会への支援 

社会福祉協議会は、ボランティアの育成や心配ごと相談、いきいき交流事業をはじめとする

地域福祉の様々な事業を行うとともに、訪問介護、居宅介護支援・介護予防支援等、高齢者へ

のサービス提供機関としての重要な役割も担っています。 

本町の高齢者が安心して生活できる「地域包括ケアシステム」を担う一翼として、事業運営

等に対する支援を今後も継続していきます。 

 

（３）地域保健福祉のリーダーの育成 

本町では、民生委員や各種団体の女性部等が地域保健福祉のリーダーとして、社会福祉協議

会等と協力しながら、地域の保健福祉の向上に努めています。 

今後も、こうした活動が一層活性化するよう、研修の機会や情報提供等の支援を行います。 

また、介護や福祉に関心のある住民が、仕事やボランティアとしてサービスの担い手になっ

てもらえるよう、技術講習の実施を検討していきます。 

 

（４）ボランティア活動の活性化 

高齢者一人ひとりにきめ細かな支援を行っていくためには、専門職の人員不足などから、公

的なサービスだけでは限界があることから、地域住民などの協力なしには介護・福祉を支えて

いくことが困難になります。 

ボランティアの担い手自身の高齢化が進んでおり、これまでボランティアに参加していなか

った人を含め、より多くの住民からの理解を得られるよう、社会福祉協議会等と連携しながら、

既存のボランティアの活動を一層支援していくとともに、住民のボランティアへの参画を促進

していきます。 

また、ボランティア団体相互の情報交換や交流促進等に努めていきます。 
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（５）見守り体制の強化 

ひとり暮らしの高齢者や認知症高齢者の増加等により、高齢者を地域で見守る重要性が高ま

っています。 

配食サービス時の安否確認や緊急通報装置を利用した緊急時の安全確保のほか、日々の生活

に密着したサービス提供事業者や、各種団体等と連携することによる、高齢者への声かけ、見

守り体制の強化に努めていきます。 

 

 ２ 介護保険制度対象外の福祉サービスの充実 

介護保険事業を補完する制度として、介護保険サービスでは対応できない生活支援ニーズに

対し、配食サービスをはじめ、公的福祉サービスを実施していきます。 

 

（１）生きがい活動支援通所事業 

生きがい活動支援通所事業は、デイサービスセンターにおいて、日常生活訓練、趣味活動、

その他のサービスを提供するものです。 

今後も、サービスの周知徹底や必要とする方へのサービス提供に努めていきます。 

 

（２）生活管理指導員派遣事業 

生活管理指導員派遣事業は、基本的生活習慣や対人関係等、社会適応能力に不安がある方に

指導員が訪問し、日常生活に対する指導・支援を行うものです。 

今後も、必要とする方へのサービス提供に努めていきます。 

 

（３）生活管理指導短期宿泊事業 

生活管理指導短期宿泊事業は、基本的生活習慣や対人関係等、社会適応能力に不安がある方

が入所施設に宿泊し、日常生活に対する指導・支援を受けるものです。 

今後も、必要とする方へのサービス提供に努めていきます。 

 

（４）移送サービス 

在宅の歩行が困難な高齢者（原則として、要介護１～５で、家族の車での送迎が困難な方）

を対象として、町内の通院を支援するため、移送サービスを提供しています。 

現在では、枝幸地区でのサービスとなっていますが、全地区への拡大を目指していきます。 

 

（５）配食サービス 

本町では、ひとり暮らしの高齢者及び高齢者のみの世帯で日常生活機能が低下しているため、

食事の用意が困難な方に対し、安否確認やふれあい、食生活の改善と健康増進を目的に、配食

サービスを実施しています。 

今後も、栄養改善とともに、食事の楽しみと関心を高め、QOL の向上につなげることがで

きるよう、本事業を推進していきます。 
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また、枝幸地区郡部においては、引き続き地域資源を活用した適切な事業のあり方を検討し

ていき、全地区への拡大を目指していきます。 

 

（６）緊急通報システム 

ひとり暮らしの高齢者等が病気やけが等により緊急事態になった場合、速やかな救助を行う

ため、緊急通報用の電話やペンダント型発信機、火災報知器を無料で貸与しています。 

今後も、必要とする方へのサービス提供に努めていきます。 

 

（７）家族介護者への支援 

介護負担を軽減し、リフレッシュや心の安定を図るため、家族介護用品（紙オムツ等）購入

費用の助成、家族介護交流を実施しています。 

家族交流会は、枝幸地区に認知症家族会「虹の会」が、歌登地区に「介護者とともに歩む会」

があり、それぞれ定例会等の活動を行っています。 

今後も、これらの事業を継続して実施するとともに、介護者の心身の負担の軽減を図ってい

きます。 

また、ヤングケアラーにつきましては、認知度の向上を図るために普及啓発を行い、早期発

見に努めていきます。また、教育関係機関、母子担当部署等と連携を図り支援していきます。 

 

（８）福祉入浴事業 

75 歳以上の高齢者や障がい者を対象に、ホテルニュー幸林とうたのぼりグリーンパークホ

テルの入浴料の一部助成を行っています。 

健康増進と生きがいの充実を図るため、今後も、同事業を継続して実施していきます。 
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第３章 こころが結ぶ安心介護のまち 

第１節 介護保険サービスの充実 

 １ 居宅介護サービスの充実 

在宅の高齢者が、必要な時に必要なサービスを利用できるよう、居宅介護サービスの提供体

制の拡充に努めていきます。要支援認定者については、自立支援・重度化防止を目的とした居

宅介護予防サービスを提供していきます。 

 

（１）訪問介護 

(町内事業所：枝幸町ホームヘルプサービスセンター、ホームヘルプサービスステーション歌翠園) 

訪問介護（ホームヘルプ）は、訪問介護員（ホームヘルパー）が自宅を訪問し、身体介護（食

事、排せつ、入浴等の介護）や生活援助（調理、衣類の洗濯、住居等の掃除、整理整頓、その

他必要な家事）等を行うサービスです。 

超高齢社会への移行や、枝幸町国民健康保険病院が療養病床数を削減している中において、

介護を必要とする高齢者の在宅での生活支援ニーズの高まりが想定されることから、今後も、

町内事業所の訪問介護員の確保に努め、サービスの質・量の充実を図っていきます。 

 

（２）訪問入浴介護 

(町内設置なし) 

訪問入浴介護は、浴槽を積んだ移動入浴車で居宅を訪問し、入浴の介助を行うサービスです。

本町での供給が難しいサービスであることから、本計画期間においても利用がないものと見込

みますが、利用希望者には補完機能のあるサービスの提供等、適切なケアマネジメントを図っ

ていきます。 

 

（３）訪問看護 

(町内事業所：(財)北海道総合在宅ケア事業団枝幸訪問看護ステーション) 

訪問看護は、主治医の指示に基づいて、看護師等が自宅を訪問し、病状の観察・管理、清拭、

じょく瘡の処置、カテーテル等の管理、リハビリテーション、家族への療養上の指導を行うサ

ービスです。 

このサービスは、枝幸町国民健康保険病院が療養病床数を削減している中において、急性期

疾患による入院から自宅療養に移行した高齢者や、慢性期疾患の高齢者にとって在宅で療養を

続けるためにはこれまで以上に重要なサービスであり、事業者との連携によって、サービスを

必要としている方が適切に利用できるよう努めていきます。 

 

  

0 
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（４）訪問リハビリテーション 

(町内事業所：枝幸町国民健康保険病院) 

訪問リハビリテーションは、理学療法士又は作業療法士が自宅を訪問し、心身機能の維持回

復を図るために理学療法・作業療法によるリハビリテーションを行うサービスです。 

骨折・脊椎脊髄疾患・リウマチ等の整形外科疾患の療養・リハビリに対して、枝幸町国民健

康保険病院から理学療法士等を派遣し、在宅でリハビリを継続できる体制を引き続き確保して

いきます。 

 

（５）居宅療養管理指導 

(町内事業所：枝幸調剤センターエルム薬局) 

居宅療養管理指導は、寝たきり等で通院が困難な要介護者等の自宅に医師、歯科医師、薬剤

師等が訪問し、居宅における療養上の管理・指導を行うサービスです。 

介護予防居宅療養管理指導は、医師や薬剤師等が自宅を訪問し、介護予防を目的とした療養

上の指導等を行うものです。 

今後も在宅での適切な療養管理・指導が図られるよう、サービスを促進していきます。 

 

（６）通所介護 

(町内事業所：デイサービスセンター枝幸苑) 

通所介護（デイサービス）は、デイサービスセンターに通って、健康チェックや入浴、食事

等の日常生活の介護や、リハビリ等の機能訓練を日帰りで行います。 

今後も、利用者の QOL の向上と、生活機能の維持・改善、家族介護者の負担軽減が図られ

るよう、サービスを促進していきます。 

 

（７）通所リハビリテーション 

(町内事業所：枝幸町国民健康保険病院) 

通所リハビリテーション（デイケア）は、枝幸町国民健康保険病院等に通い、入浴、食事の

提供、その他日常生活上の支援に加え、理学療法や作業療法による専門的なリハビリテーショ

ンを受けるサービスです。 

今後も、利用者の QOL 向上と、生活機能の維持・改善、家族介護者の負担軽減が図られる

よう、サービスを促進していきます。 
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（８）短期入所生活介護 

(町内事業所：枝幸苑短期入所生活介護事業所、歌翠園短期入所生活介護事業所) 

短期入所生活介護（ショートステイ）は、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）に短期

間入所し、入浴、食事等の介護、その他日常生活上の支援等を受けるサービスです。 

家族介護者の負担軽減のみならず、在宅療養者の心身のリフレッシュ、冬季の安心確保のた

めにも、今後も必要な時にサービスが利用できるよう、事業所と連携しながら短期入所枠の維

持に努めていきます。 

 

（９）短期入所療養介護 

(町内設置なし) 

短期入所療養介護（医療型ショートステイ）は、介護老人保健施設や介護医療院に短期間入

所し、入浴、食事等の介護、その他日常生活上の支援に加え、医学的管理の下でリハビリテー

ション等を受けるサービスです。 

家族介護者の負担軽減のみならず、在宅療養者の心身のリフレッシュ、冬季の安心確保のた

めにも、今後も必要な時にサービスが利用できるよう努めていきます。 

 

（10）福祉用具貸与 

(町内事業所：岩津薬房㈱) 

福祉用具貸与は、心身の機能が低下し、日常生活に支障がある要介護者の日常生活上の便宜

を図るため、車いすや特殊寝台、歩行補助杖等を貸与するサービスです。要支援者には、日常

動作や機能訓練をするための杖や歩行器等、原則６種類の用具の貸与を行っています。 

今後も、町内外の事業者により、さらなる QOL の向上と、生活機能の維持・改善、家族介

護者の負担軽減が図られるよう、サービスを促進していきます。 

また、福祉用具の貸与と販売の選択性が導入となることから、福祉用具専門相談員や介護支

援専門員、医師や医療専門職との連携を図り、適切な運用に努めていきます。 

 

（11）特定福祉用具販売 

(町内事業所：岩津薬房㈱) 

特定福祉用具販売は、入浴又は排せつ等を補助する福祉用具を購入した場合に、その費用に

対して一定の割合で購入費を助成するサービスです。 

今後も、町内外の事業者により、さらなる QOL の向上と、生活機能の維持・改善、家族介

護者の負担軽減が図られるよう、サービスを促進していきます。 

また、福祉用具の貸与と販売の選択性が導入となることから、福祉用具専門相談員や介護支

援専門員、医師や医療専門職との連携を図り、適切な運用に努めていきます。 
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（12）住宅改修 

(町内事業所：工務店や建設会社) 

住宅改修は、手すりの取り付け、段差の解消等、一定の住宅改修をした場合に、その費用の

一部を助成するサービスです。 

今後も、事業者との連携によりサービスを必要としている方が適切に利用できるように努め

ていきます。 

 

（13）特定施設入居者生活介護 

(町内設置なし) 

特定施設入居者生活介護は、ケアハウスや有料老人ホーム、養護老人ホーム等がそのサービ

ス事業所の指定を受け、入居者に施設内で、介護サービスを提供するものです。本町にはあり

ませんが、町外の施設に入居している方が複数名います。 

今後も、他市町村の当該施設での適切なケアを働きかけ、サービスを促進していきます。 

また、介護を要する高齢者の増加が見込まれることから、新たな介護サービス基盤として、

特定施設入所者生活介護によるケアハウスや有料老人ホームなどの整備について、町外事業者

を含めて町内での供給を誘導していきます。 

 

（14）居宅介護支援・介護予防支援 

(町内事業所：枝幸町介護支援総合相談所、歌登居宅介護支援事業所・枝幸町地域包括支援センター) 

居宅介護支援（ケアマネジメント）は、在宅の要介護者が必要な介護保険サービスを適切に

利用できるよう、サービスの種類や内容を定めた介護サービス計画書（ケアプラン）を作成す

るものです。 

介護予防支援は、要介護認定により要支援１・２と判定された人に、地域包括支援センター

が介護予防プランを作成するサービスです。 

平成 30 年度から居宅介護支援事業所の指定権限が、道から各市町村に移譲され、ケアマネ

ジメントの適切な運営・推進に対する町の責任はより大きなものになりました。 

今後も、社会福祉協議会と連携しながら、介護支援専門員（ケアマネジャー）の確保を図り、

適切なケアマネジメントが行われるよう働きかけていきます。 
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 ２ 地域密着型介護サービスの充実 

町が主体となり、身近な地域で、地域に即したサービスを提供するための地域密着型サービ

スの適切な提供を図っていきます。 
 

地域密着型サービスの考え方 

①住民のみが利用可能 

・原則としてその市町村の住

民のみがサービス利用可能 

②地域単位での適正なサービ

ス基盤整備 

・日常生活圏域単位で必要整備

量を定める 

・施設の運営協議会に地域住民

が参画 

④公平・公正透明な仕組み 

・指定(拒否)、指定基準、報酬設

定に、地域住民、事業者、保健・

医療・福祉関係者等が関与 

③町の実情に応じた指定

基準、介護報酬の設定 

・条例制定により、国の基

準以上の報酬設定も可 

 

枝 幸 町 

住民 

 

資料：厚生労働省の資料をもとに作成 

 

（１）定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

(町内設置なし) 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、日中・夜間を通じ、定期巡回により訪問し、訪問介

護と訪問看護サービスを一体的に提供するサービスです。利用者からの要請による随時訪問も

行います。 

地域包括ケアの推進に有効なサービスではありますが、都市型のサービスであり、本町にお

ける適切なサービス提供のあり方を検討し、さらなる普及を目指していきます。 

 

（２）夜間対応型訪問介護 

(町内設置なし) 

夜間対応型訪問介護は、緊急時の通報により、24 時間、訪問介護が受けられるサービスで、

主に要介護者が対象となります。 

地域包括ケアの推進に有効なサービスではありますが、都市型のサービスであり、本町にお

ける適切なサービス提供のあり方を検討していきます。 
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（３）地域密着型通所介護 

(町内事業所：デイサービスセンター歌翠園) 

平成 28 年度から導入された地域密着型通所介護は、小規模のデイサービスセンター等で、

食事、入浴、その他の必要な日常生活上の支援や生活機能訓練等を日帰りで提供するサービス

です。定員 18 人以下の通所介護事業所は、原則として地域密着型通所介護に移行することと

なっており、本町ではデイサービスセンター歌翠園が対象になります。 

今後も、利用者の QOL の向上と、生活機能の維持・改善、家族介護者の負担軽減が図られ

るよう、サービスを促進していきます。 

 

（４）認知症対応型通所介護 

(町内設置なし) 

認知症対応型通所介護（認知症デイサービス）は、認知症の方を対象に専門的なケアを提供

する通所介護です。 

本町では、居宅介護サービスでの通所介護が安定運営されており、その中で認知症高齢者へ

のケアを推進していくことで、認知症対応型通所介護に相当するサービスを確保できると考え

られることから、本計画期間中のサービス提供は見込まないこととします。 
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（５）小規模多機能型居宅介護 

(町内設置なし) 

小規模多機能型居宅介護は、身近な地域でのなじみの介護職員による多様なサービスをコン

セプトに、小規模多機能ホームへの通所を中心に、必要に応じて随時、その施設での短期入所

や自宅での訪問介護を組み合わせて受けられるサービスです。 

 

小規模多機能型居宅介護の内容 

 

 

 

 

 

 

町内での事業実施については、多様な介護保険サービスメニューの一つとしてこのサービス 

を選択できることが住民にとってもよいと考えられますが、既存の各種サービスの持続性と併せ 

て、発展的な課題として検討していきます。 

 

 

（６）認知症対応型共同生活介護 

(町内設置なし) 

認知症対応型共同生活介護は、認知症の要支援２以上の要介護者が、生活支援を受けながら

共同生活をする施設（グループホーム）において、受けた介護サービスが介護保険の対象とな

るものです。 

町内にはありませんが、これまで近隣町村の施設が利用されています。 

国保病院では、現状、要介護度の低い認知症の方の長期入院が多くみられますが、看護体制

を維持するために療養病床数を削減しています。 

今後増加が見込まれる認知症高齢者の住まい確保のための新たな介護サービス基盤として、

食事・洗濯・清掃等のサービスが受けられる認知症対応型共同生活介護（グループホーム）又

は介護付き有料老人ホーム（地域密着型特定施設入所者生活介護）の整備を、国や北海道の交

付金等を活用し、町外事業者を含めて誘導していきます。 

  

利 用 者 
（主に認知症高齢者を想定） 

在宅生活 

小規模多機能ホーム 

「訪問」 
（人員配置は固定せず、柔軟に業務遂行） 

 

「通い」を中心とした利用 

 

様態や希望により「泊まり」 

 

状態や希望により、
「訪問」 

⚫ １事業所の登録者は29人以下 
⚫ 「通い」の利用者は15人以下 
⚫ 「泊まり」は「通い」の利用者に限定 
⚫ 「泊まり」の利用は９人までを基本 
⚫ どのサービスを利用しても、なじみの職員によるサービスが受けられる 
⚫ 地域の他のケア資源や地域包括支援センターと連携 
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（７）地域密着型特定施設入居者生活介護 

(町内設置なし) 

地域密着型特定施設入居者生活介護は、定員 29人以下の有料老人ホーム等で行われる介護

サービスが介護保険の対象となるものです。 

本町では、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）２箇所が安定運営されていますが、高

齢者の多様な住まいの確保を目指して、当該施設の町内への設置を検討していきます。 

国保病院では、現状、要介護度の低い認知症の方の長期入院が多くみられますが、看護体制

を維持するために療養病床数を削減しています。 

今後増加が見込まれる認知症高齢者の住まい確保のための新たな介護サービス基盤として、

食事・洗濯・清掃等のサービスが受けられる認知症対応型共同生活介護（グループホーム）又

は介護付き有料老人ホーム（地域密着型特定施設入所者生活介護）の整備を、国や北海道の交

付金等を活用し、町外事業者を含めて誘導していきます。 

 

（８）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

(町内設置なし) 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護は、定員 29 人以下の小規模介護老人福祉施設

（小規模特別養護老人ホーム）での介護サービスです。 

本町では、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）２箇所が安定運営されており、新規に

大規模な設備投資をして小規模介護老人福祉施設（小規模特別養護老人ホーム）を整備するこ

とは、財源や職員の確保等が難しいと考えられることから、本計画期間中のサービス提供は見

込まないこととします。 

 

（９）看護小規模多機能型居宅介護 

(町内設置なし) 

看護小規模多機能型居宅介護は、小規模多機能型居宅介護と訪問看護等、複数の居宅・地域

密着型サービスを組み合わせて提供されるサービスです。 

小規模多機能型ホームがあることを前提としたサービスであり、本計画期間中のサービス提

供は見込まないこととします。 
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 ３ 施設サービスの充実 

在宅での継続的な生活が困難な要介護者が、要介護状態区分等に応じて適切な施設を選択し

て利用できるよう、サービス提供体制の確保に努めていきます。 

 

（１）介護老人福祉施設 

 (町内事業所：特別養護老人ホーム枝幸苑、特別養護老人ホーム歌翠園) 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）は、常に介護が必要で、在宅での生活が困難な要

介護者が入所し、介護や日常生活の援助を受ける施設です。町内には、社会福祉法人枝幸福祉

会が運営する「特別養護老人ホーム枝幸苑」と、社会福祉法人歌登福祉会が運営する「特別養

護老人ホーム歌翠園」があります。 

介護老人福祉施設は 24 時間 365 日、重度の要介護者のケアを行う福祉拠点として、大き

な社会的使命を担っており、介護保険制度施行以来、入所者のケアの向上に向け、職員の専門

的知識・技術の習得等に努めています。しかし、夜勤がある等の理由から、職員の安定確保は

難しく、慢性的な人材不足を余儀なくされています。 

このため、両運営法人や関係機関と連携しながら、職員の確保・育成やケアの向上に向けた

取組を促進し、施設の改修・改築についても検討しながら、安心して利用できる環境の維持を

働きかけていきます。また、既存施設の活用を図るため、特例入所制度の統一的な運用による

対応を検討していきます。 

なお、特別養護老人ホーム歌翠園は、昭和 56 年の開設から 42 年が経過し、施設老朽化が

著しいため、入居者が安心して暮らし介護サービスが受けられるよう、本計画期間内の改築・

改修・大規模修繕などの工事が見込まれます。工事にあたっては、職員人員体制確保の課題に

より、従来型特養による介護サービスの提供継続や災害に対応するための施設機能維持や福祉

避難所機能の向上を図ることが考えられます。 

 

（２）介護老人保健施設 

(町内設置なし) 

介護老人保健施設は、症状が安定し入院の必要がない要介護者が入所によりリハビリテーシ

ョンや介護、その他日常生活の援助を受ける施設です。 

本来、入院から在宅に移行するための中間的な施設と位置づけられていますが、長期入所と

なるケースもみられます。 

町内に施設はないですが、本計画期間中は近隣自治体施設利用によるサービス量を見込んで

おります。近隣自治体の設置状況や国の動向等を注視するとともに、本町における適切な運用

を検討していきます。 
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（３）介護医療院 

(町内設置なし) 

平成 30 年４月創設の介護医療院は、長期的な医療と介護のニーズを併せ持つ高齢者を対象

とし、日常的な医学管理や看取り、ターミナルケア等の医療機能と生活施設としての機能を兼

ね備えた施設です。国の方策では、「介護療養型医療施設」は「介護医療院」に転換されること

になっております。 

町内に施設はなく、本計画期間中はサービス量を見込みませんが、近隣自治体の設置状況や

国の動向等を注視するとともに、本町における適切な運用を検討していきます。 
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第２節 安心介護の保障 

１ 介護保険サービスの質の確保 

支援や介護が必要となった時、誰もが自分に合ったサービスを受けることができるよう制度

の周知や、質の高い介護サービスを安定的に供給するため、人材の育成・確保を働きかけると

ともに、業務効率化の新たな取組の検討やサービス評価等の実施を促進していきます。また、

介護給付等費用適正化事業等により、適切な給付管理に努めていきます。 

 

（１）介護保険制度の周知 

介護保険は、要介護認定の手続きやサービス内容等が複雑であり、かつ支援や介護が必要な

状態にならなければサービスを利用しないため、サービス内容が理解できないという声もあり

ます。 

65 歳の誕生月に第１号被保険者となる方に対し、チラシやパンフレット等で制度について

周知するとともに、40 歳から 64 歳までの第２号被保険者に対しても広報誌や本町のホーム

ページ等、様々な手段や機会を活用して、介護保険の周知に努めていきます。 

 

（２）情報提供・相談・苦情処理体制の強化 

介護保険制度における認定申請からサービス内容に関する情報を解りやすく提供するため

に、パンフレット等を作成しており、随時内容の見直しを行いながら、町民の立場に立った相

談受付体制をより強化していきます。また、苦情があった場合も迅速に対応ができるよう、各

関係機関と連携を取りながら体制を強化していきます。 

 

（３）介護人材の確保とネットワーク化 

医療や介護の現場で働く職員一人ひとりがいきいきと働き、高い水準のケアを展開すること

が、本町全体の高齢者ケアの向上につながります。 

介護人材確保のため、医療技術者等修学資金貸付事業による社会福祉士、介護福祉士の人材

確保や、資格取得のための実務者研修助成事業を実施するとともに、外国人の人材確保につい

ても引き続き対策を検討していきます。 

また、働きやすい環境を整備し離職率を低下させるために、ハラスメント対策に努める等、

資質向上に取り組みます。 

また、町と地域包括支援センターが主体となり、ケア会議等によって町内の介護事業所や医

療機関で働く多職種のネットワークづくりを進めていきます。 
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（４）介護現場の生産性向上に向けた事業者支援 

介護ロボットの導入、ICT（情報通信技術）の活用等による業務の効率化及び質の向上に関

する事例や、補助金等の情報提供に努め、国や道との連携を重要としつつ、事業者支援を検討

します。 

また、事業所における業務効率化の一環として「標準様式例の使用の基本原則化」「電子申

請・届出システム利用の原則化」等により文書事務の負担軽減に向け、各種書類や手続きの簡

素化等の取組を検討していきます。 

 

（５）介護現場の安全性の確保及びリスクマネジメントの推進 

全国の事故情報収集・分析・活用の仕組みの構築を見据えて、本町において、報告された事

故情報を適切に分析し、介護現場に対する指導や支援等を進めていきます。 

 

（６）介護給付等費用適正化事業 

長期的に安定した介護保険財政の運営につなげるため、次の介護給付適正化主要３事業を中

心に、給付の適正化の一体的な促進に取り組んでいきます。 

 

●適切な要介護（要支援）認定の実施 

要介護（要支援）認定は、申請者の心身の状態や置かれている状況を把握するため、認定調

査員が本人や家族と面接し作成する調査票と、主治医が医療的な面から作成する意見書により、

浜頓別町、中頓別町と共同で設置している南宗谷地区介護認定審査会で審査・判定し決定され

ます。認定審査会の簡素化や認定事務の効率化を進めつつ、必要な体制を計画的に整備してい

くことが重要と捉えています。 

申請者の状態を正確に把握し、審査員が公平に判定することができる調査票となるよう、調

査員一人ひとりに対し研修や指導を強化していきます。 

 

●ケアプラン等の点検 

給付適正化に向けては、町や地域包括支援センターが、事業所と協働でケアプランを確認し、

利用者本人の意向に沿いつつ、適切な支援・サービス提供ができる内容となっているか点検す

る必要があります。対象とするケアプランについては、体制に応じて検討し、効果的・効率的

なケアプランの点検を推進していきます。 

住宅改修や福祉用具貸与等については、適正な利用がされているか内容を点検し、必要な人

に必要なサービスが提供される環境づくりを行っていきます。 

 

●縦覧点検・医療情報との突合 

受給者ごとに複数月にまたがる介護報酬の支払状況（請求明細書内容）を確認し、提供され

たサービスの整合性、算定回数・算定日数等の点検を行い、請求内容の誤り等を早期に発見し

て適切な対応を行っていきます。 
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 ２ 多様な住まいの確保 

在宅で生活するため支援が必要な高齢者や、自立して生活することに不安がある高齢者が、

安心して暮らすことができるよう、施設に関する情報を提供していきます。 

 

（１）養護老人ホームへの措置 

養護老人ホームは、低所得で身寄りがなく虚弱である等、在宅での生活が困難な高齢者を対

象とする入所施設です。 

今後も、利用希望者の心身や生活の状況に応じ、町外施設への入所措置を行っていきます。

また、養護老人ホームでの介護保険サービスの提供体制の確保を図っていきます。 

 

（２）軽費老人ホーム（ケアハウス）の利用促進 

ケアハウスは、60 歳以上で、身のまわりのことはできるものの、自炊ができない程度に身

体機能が低下しており、在宅生活が困難な方が居住する施設です。施設は介護保険制度対象外

ですが、施設の中で実施される介護サービスは、介護保険の居宅サービスである特定施設入居

者生活介護の適用を受けることができます。 

当該施設は、町内には設置されていませんが、身寄りがなく、身体の衰えなどにより在宅で

の自立した生活が困難になった独居や夫婦のみの高齢者世帯の孤立が懸念されることから、町

内での供給についても検討していきます。 

 

（３）有料老人ホームの利用促進 

有料老人ホームは、高齢者が入居し、食事や日常生活の援助が受けられる老人ホームで、老

人福祉施設（介護老人福祉施設や養護老人ホーム、ケアハウス等）でないものと定義されてい

ます。施設は介護保険制度対象外ですが、施設の中で実施される介護サービスは、介護保険の

居宅サービスである特定施設入居者生活介護の適用を受けることができます。 

町内に当該施設はありませんが、身寄りがなく、身体の衰えなどにより在宅での自立した生

活が困難になった独居や夫婦のみの高齢者世帯の孤立が懸念されることから、町内での供給に

ついても検討していきます。 

 

（４）サービス付き高齢者向け住宅の利用促進 

サービス付き高齢者向け住宅は、見守り、生活相談等のサービスを受けられるバリアフリー

化された賃貸住宅です。施設は介護保険制度対象外ですが、施設の中で実施される介護サービ

スは介護保険制度の対象となります。 

町内に当該施設はありませんが、今後、住宅確保要配慮者（高齢者、障がい者等）が民間賃

貸住宅に適切に入居できる環境整備を図るため、本サービスの普及を推進します。また、町内

での供給についても検討していきます。 
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第４章 計画の推進 

第１節 計画の指標 情報提供 

今後も高齢化が進む中、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう、地域

包括ケアシステムの深化・推進に向け、本計画において下記の指標項目を設定します。 

これらの指標の向上を目指し、本計画の推進に努めます。 

 

基本施策 指標項目 
実績値 

（令和 4 年度末） 
目標値 

（第 9 期計画） 

地域包括ケアの推進 
地域包括支援センター総合相談延件数（人） 1,102 1,100 

市町村申立による成年後見制度利用人数（人） ２ ２/年 

地域支援事業の推進 

主観的健康観で「とてもよい」「まあよい」と回答

した人の割合（％） 
80.4 85.0 

運動機能が低下している人の割合（％） 13.0 10.0 

転倒リスクありの人の割合（％） 37.6 35.0 

口腔機能が低下している人の割合（％） 24.8 20.0 

介護予防に取り組んでいる人の割合（％） 19.0 25.0 

介護予防教室開催回数及び参加人数 8 回・93 人 10 回・100 人 

お達者クラブ参加者の機能改善、維持の割合（％） 72.7 80.0 

地域リハビリテーション個別指導実施数 8 10 

健康寿命 
・ 

平均寿命 

【健康寿命】男性：78.5 女性：79.8 

【平均寿命】男性：80.0 女性：82.7 

平均寿命の増加分を上回る 

健康寿命の増加 

第１号被保険者における、要介護・要支援認定者割合 19.6 18.5 

認知症施策の推進 

認知症サポーターの人数 549 600 

認知機能の低下が見られる人の割合（％） 42.6 35.0 

認知症に関する相談窓口の認知度（％） 51.2 55.0 

社会参加の促進 

閉じこもり傾向のある人の割合（％） 29.1 20.0 

生きがいがあると回答した人の割合（％） 55.0 60.0 

参加者として地域活動へ参加意向がある人の割合（％） 44.0 50.0 

安全・安心なまちづ

くりの推進 

将来も枝幸町で住み続けたい人の割合（％） 75.2 80.0 

自宅からの移動に困難を感じている人の割合（％） 15.5 10.0 

支え合うまちづくり

の推進 

「地域たすけあい事業」有償ボランティア登録者数 29 人・1 企業 40 人・1 企業 

「一緒に話し合う場」開催回数 令和 5 年度開催 4 回/年 

安心介護の保障 

医療技術者等修学資金貸付（介護福祉士）利用者 1 1/年 

実務者研修助成事業利用者 4 2/年 

ケアプラン点検・研修会開催回数 4 件・0 回 4 件・1 回 
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第２節 関係機関等との連携 

本計画の推進に当たっては、行政としての積極的な取組はもとより、地域、関係機関、サービ

ス提供事業者等、各主体が自らの役割を認識し、本計画の理念のもと、連携と協働により取組を

推進していく必要があります。また、介護保険法の改正により、高齢者の自立支援や重度化防止

の取組を推進するために、PDCA サイクルを活用した保険者機能の強化の仕組みが示されまし

た。こうした仕組みを活用し、地域包括ケアシステムの担い手として、各主体が適切な役割分担

と協働の観点のもとで取組を進め、計画のより効果的な推進を図ります。  

 

 

 

（１）庁内部署との連携 

本計画の効果的な取組を推進するため、庁内関係部署との連携を図り進捗管理を行います。 

 

（２）関係機関との連携・調整 

地域包括ケアシステムの構築には、保健・医療・福祉・介護等、さまざまな専門機関が連携・協

力して進めていく必要があります。医療と介護の会議等を通じて、状況把握や進捗管理、多職種が

参加する地域ケア会議の継続実施等、包括的な支援体制づくりに向けて、関係機関との連携・調整

の推進に努めます。 

  

計画の理念、基本方向等をふまえ、推進すべき事業を設
定し、事業目標やサービス利用量等の見込の設定、事業
推進やサービス確保の方策を定める。

計画（Plan）

年１回、事業の推進状況、サービス利用量等の進行状況
について実績を把握し、社会情勢の変化や関連施策の動
向等もふまえながら、計画の進行状況の分析・評価を行う。

評価（Check）

計画の内容をふまえ、事業を実
施する。

実行（Do）

点検・評価の結果をふまえ、必
要があると認めるときは、事業
の見直し等を実施する。

改善（Action）
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（３）介護保険制度の持続可能性の確保に向けて 

地域包括ケアシステムの深化・推進に向け、地域の介護人材の発掘や基盤整備、多職種連携の推

進、効率的なサービス提供も含め、自立支援や介護予防に向けた様々な取組が求められています。

各種取組は毎年、評価・見直し等を行い、保険者機能の強化に努めます。 

 

第３節 計画の周知・広報 

本計画の理念や目標、施策について、広く町民に周知するため、町広報紙やホームページ等を始

め、多様な媒体を活用した周知・広報活動を推進します。 また、地域や関係機関、各種団体、事業

者等と協力し、制度の理念や計画内容のきめ細かな周知に努めます。 
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第１章 介護保険サービス量及び給付費の見込み 

第１節 介護保険サービス量の見込み 

第９期計画期間と令和 22 年度における介護保険サービス量（１月あたり平均利用人数・利用回

数（日数））の見込みは、次の表のとおりです。 

【介護予防サービス】 

※回数、人数は月あたり 

介護予防サービス 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和 22年度 

 

介護予防訪問入浴介護 
回数（回） 0  0  0  0  

人数（人） 0  0  0  0  

介護予防訪問看護 

回数（回） 28.2  28.2  28.2  23.1  

人数（人） 7  7  7  6  

介護予防訪問リハビリテーション 
回数（回） 12.6  12.6  12.6  12.6  

人数（人） 3  3  3  3  

介護予防居宅療養管理指導 人数（人） 0  0  0  0  

介護予防通所リハビリテーション 人数（人） 35  35  35  32  

介護予防短期入所生活介護 
日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 

人数（人） 0  0  0  0  

介護予防短期入所療養介護（老健） 

日数（日） 0.0  0.0  0.0  0.0  

人数（人） 0  0  0  0  

介護予防短期入所療養介護 

（病院等） 

日数（日） 0.0  0.0  0.0  0.0  

人数（人） 0  0  0  0  

介護予防短期入所療養介護 

（介護医療院） 

日数（日） 0.0  0.0  0.0  0.0  

人数（人） 0  0  0  0  

介護予防福祉用具貸与 人数（人） 54  54  53  47  

特定介護予防福祉用具販売 人数（人） 4  4  4  4  

介護予防住宅改修 人数（人） 1  1  1  1  

介護予防特定施設入居者生活介護 人数（人） 0  0  0  2 

地域密着型介護予防サービス 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和 22年度 

 

介護予防認知症対応型通所介護 
回数（回） 0.0  0.0  0.0  0.0  

人数（人） 0  0  0  0  

介護予防小規模多機能型居宅介護 人数（人） 0  0  0  0  

介護予防認知症対応型共同生活介護 人数（人） 0  0  0  0  

介護予防支援 人数（人） 87  87  87  77  
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【介護サービス】 

※回数、人数は月あたり 

居宅サービス 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和 22年度 

 

訪問介護 
回数（回） 1,761.7  1,744.9  1,751.5  1,503.6  

人数（人） 71  70  70  63  

訪問入浴介護 
回数（回） 0.0  0.0  0.0  0.0  

人数（人） 0  0  0  0  

訪問看護 
回数（回） 157.8  157.8  157.8  152.2  

人数（人） 23  23  23  22  

訪問リハビリテーション 
回数（回） 50.1  50.1 50.1 50.1 

人数（人） 9  9  9  9  

居宅療養管理指導 人数（人） 19  19  19  19  

通所介護 
回数（回） 392.7  387.1  387.5  361.6  

人数（人） 67  66  66  61  

通所リハビリテーション 
日数（日） 196.3  196.3  191.8  177.6  

人数（人） 42  42  41  38  

短期入所生活介護 
日数（日） 413.3  413.3  413.3  363.2  

人数（人） 28  28  28  25  

短期入所療養介護 

（老健） 

日数（日） 0.0  0.0  0.0  0.0  

人数（人） 0  0  0  0  

短期入所療養介護 

（病院等） 

日数（日） 0.0  0.0  0.0  0.0  

人数（人） 0  0  0  0  

短期入所療養介護 

（介護医療院） 

日数（日） 0.0  0.0  0.0  0.0  

人数（人） 0  0  0  0  

福祉用具貸与 人数（人） 87  86  86  79  

特定福祉用具販売 人数（人） 1  1  1  1  

住宅改修 人数（人） 3  3  3  3  

特定施設入居者生活介護 人数（人） 8  8  8  16  

地域密着型サービス 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和 22年度 

 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人数（人） 1  1  1  0  

夜間対応型訪問介護 人数（人） 0  0  0  0  

地域密着型通所介護 
回数（回） 251.7  251.7  251.7  251.7  

人数（人） 31  31  31  31  

認知症対応型通所介護 
回数（回） 0.0  0.0  0.0  0.0  

人数（人） 0  0  0  0  

小規模多機能型居宅介護 人数（人） 1  1  1  1  

認知症対応型共同生活介護 人数（人） 8  8  8  6  

地域密着型特定施設入居者生活介護 人数（人） 0  0  0  0  

地域密着型介護老人福祉施設 

入所者生活介護 
人数（人） 0  0  0  0  

看護小規模多機能型居宅介護 人数（人） 0  0  0  0  

施設サービス 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和 22年度 

 

介護老人福祉施設 人数（人） 111  111  111  111  

介護老人保健施設 人数（人） 4  4  4  4  

介護医療院 人数（人） 0  0  0  0  

居宅介護支援 人数（人） 167  164  163  151  
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第２節 介護保険給付費の見込み 

第９期計画期間と令和 22 年度における介護保険給付費の見込みは、次の表のとおりです。 

【介護予防サービス】 

※給付費は年額 

介護予防サービス 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和 22年度 

 

介護予防訪問入浴介護 給付費（千円） 0  0  0  0  

介護予防訪問看護 給付費（千円） 2,287  2,290  2,290  1,848 

介護予防訪問リハビリテーション 給付費（千円） 432  432  432  432 

介護予防居宅療養管理指導 給付費（千円） 0  0  0  0  

介護予防通所リハビリテーション 給付費（千円） 9,385  9,397  9,397  8,562   

介護予防短期入所生活介護 給付費（千円） 0  0  0  0  

介護予防短期入所療養介護（老健） 給付費（千円） 0  0  0  0  

介護予防短期入所療養介護（病院等） 給付費（千円） 0  0  0  0  

介護予防短期入所療養介護（介護医療

院） 
給付費（千円） 0  0  0  0  

介護予防福祉用具貸与 給付費（千円） 4,496  4,496  4,413  3,913   

特定介護予防福祉用具販売 給付費（千円） 1,857  1,857  1,857  1,857  

介護予防住宅改修 給付費（千円） 943  943  943  943  

介護予防特定施設入居者生活介護 給付費（千円） 0  0  0  0  

地域密着型介護予防サービス 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和 22年度 

 

介護予防認知症対応型通所介護 給付費（千円） 0  0  0  0  

介護予防小規模多機能型居宅介護 給付費（千円） 0  0  0  0  

介護予防認知症対応型共同生活介護 給付費（千円） 0  0  0  0  

介護予防支援 給付費（千円） 4,769  4,775  4,774  4,226 

合計 給付費（千円） 24,169 24,190 24,106 21,781 
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【介護サービス】 

※給付費は年額 

居宅サービス 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和 22年度 

 

訪問介護 給付費（千円） 70,618  70,017  70,272  60,391 

訪問入浴介護 給付費（千円） 0  0  0  0  

訪問看護 給付費（千円） 12,505  12,520  12,520  12,085 

訪問リハビリテーション 給付費（千円） 2,365  2,368  2,368  2,368 

居宅療養管理指導 給付費（千円） 2,088  2,090  2,090  2,090 

通所介護 給付費（千円） 32,978  32,521  32,639  30,444 

通所リハビリテーション 給付費（千円） 11,735  11,750  11,481  10,632 

短期入所生活介護 給付費（千円） 37,468  37,516  37,516  32,891 

短期入所療養介護（老健） 
給付費（千円） 0  0  0  0  

短期入所療養介護（病院等） 
給付費（千円） 0  0  0  0  

短期入所療養介護（介護医療院） 
給付費（千円） 0  0  0  0  

福祉用具貸与 給付費（千円） 12,728  12,545  12,638  11,489 

特定福祉用具販売 給付費（千円） 334  334  334  334  

住宅改修費 給付費（千円） 3,085  3,085  3,085  3,085  

特定施設入居者生活介護 給付費（千円） 22,749  22,778  22,778  45,556 

地域密着型サービス 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和 22年度 

 

定期巡回・随時対応型訪問 

介護看護 
給付費（千円） 3,252  3,256  3,256  0  

夜間対応型訪問介護 給付費（千円） 0  0  0  0  

地域密着型通所介護 給付費（千円） 24,255  24,286  24,286  24,286 

認知症対応型通所介護 給付費（千円） 0  0  0  0  

小規模多機能型居宅介護 給付費（千円） 2,184  2,187  2,187  2,187 

認知症対応型共同生活介護 給付費（千円） 26,960  26,994  26,994  20,528 

地域密着型特定施設入居者 

生活介護 
給付費（千円） 0  0  0  0  

地域密着型介護老人福祉施設 

入所者生活介護 
給付費（千円） 0  0  0  0  

看護小規模多機能型居宅介護 給付費（千円） 0  0  0  0  

施設サービス 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和 22年度 

 

介護老人福祉施設 給付費（千円） 333,438  333,860  333,860  333,860 

介護老人保健施設 給付費（千円） 13,430  13,446  13,446  13,446 

介護医療院 給付費（千円） 0  0  0  0  

居宅介護支援 給付費（千円） 33,707  33,123  32,933  30,488 

合計 給付費（千円） 645,879 644,676  644,683  636,160 
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【その他】 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和 22年度 

特定入所者介護サービス費（千円） 41,931 41,592 41,357 37,799 

高額介護サービス等費（千円） 14,573 14,458 14,376 13,110 

高額医療合算介護サービス費等給付額（千円） 2,082 2,063 2,051 1,904 

審査支払手数料（千円） 615 609 606 562 

その他の費用計（千円） 59,201 58,722 58,390 53,375 

 

【地域支援事業】  

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和 22年度 

介護予防・日常生活支援総合事業費（千円） 17,125 17,125 17,125 13,082 

包括的支援事業・任意事業費（千円） 26,674 26,674 26,674 23,291 

地域支援事業費計（千円） 43,799 43,799 43,799 36,373 

 

 

 ５ 介護保険費用額 

本計画期間中の介護保険費用額は、合計約 2３億円となる見込みです。 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和 22年度 

 在宅サービス費用（千円） 273,471 271,788 271,711 244,551 

 居住系サービス費用（千円） 49,709 49,772 49,772 66,084 

 施設サービス費用（千円） 346,868 347,306 347,306 347,306 

 その他の給付（千円） 59,201 58,722 58,391 53,375 

標準給付費見込額（千円） 729,249 727,588 727,180 711,316 

 地域支援事業費（千円） 43,799 43,799 43,799 36,373 

介護保険費用計（千円） 773,048 771,387 770,979 747,689 
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第３節 第１号被保険者介護保険料の設定 

介護保険事業に要する費用は、第１号被保険者（65 歳以上）と第２号被保険者（40～64 歳）

の介護保険料及び国・道・町の公費によって賄われています。 

介護保険事業の財源構成 

介護給付 

（要介護１～５） 

【施設以外】 【施設】 

 

介護予防給付 

（要支援１～２） 

地
域
支
援
事
業 

介護予防・日常生活

支援総合事業 

 

包括的支援事業・ 

任意事業 

 

  

第１号保険料

23.0%

第２号保険料

27.0%

調整交付金

5.0%

国

20.0%

道

12.5%

町

12.5%
第１号保険料

23.0%

第２号保険料

27.0%

調整交付金

5.0%

国

15.0%

道

17.5%

町

12.5%

第１号保険料

23.0%

第２号保険料

27.0%

調整交付金

5.0%

国

20.0%

道

12.5%

町

12.5%

第１号保険料

23.0%

国

38.5%

道

19.25%

町

19.25%
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第１号被保険者（65 歳以上）の介護保険料は、政令に定められた負担率をもとに、概ね３年を

通じ財政の均衡を保つことができるように、町が保険料を算定します。 

そのために、本計画期間の第１号被保険者（65 歳以上の高齢者）の各所得段階別人数を、過去

の実績をもとに推計します。所得段階は、第９期計画期間における国の定める標準である 13段階

を採用します。 

 

所得段階の基準及び推計人数 

所得段階 基  準 
段階ごとの人数 （人） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

第１段階 
生活保護受給及び世帯全員住民税非課税で、老齢福祉年金受

給又は、世帯全員が住民税非課税で、本人の前年の合計所得と

課税年金収入の合計が 80万円以下の方 

390 386 379 

第２段階 
世帯全員が住民税非課税で、本人の前年の合計所得と課税年

金収入の合計が 80万円を超え 120万円以下の方 
405 400 393 

第３段階 
世帯全員が住民税非課税で、本人の前年の合計所得と課税年

金収入の合計が 120万円を超える方 
286 283 278 

第４段階 
世帯の誰かが住民税課税、本人が住民税非課税で、前年の合

計所得と課税年金収入の合計が 80万円以下の方 
172 170 168 

第５段階 
世帯の誰かが住民税課税、本人が住民税非課税で、前年の合

計所得と課税年金収入の合計が 80万円を超える方 
324 320 315 

第６段階 本人が住民税課税で、前年の合計所得が 120万円未満の方 383 378 372 

第７段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得が 120万円以上 210万

円未満の方 
263 259 255 

第８段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得が 210万円以上 320万

円未満の方 
172 170 168 

第９段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得が 320万円以上 420万 

円未満の方 
62 61 60 

第 10段

階 

本人が住民税課税で、前年の合計所得が 420万円以上 520万 

円未満の方 
28 27 27 

第 11段

階 

本人が住民税課税で、前年の合計所得が 520万円以上 620万 

円未満の方 
10 10 9 

第 12段

階 

本人が住民税課税で、前年の合計所得が 620万円以上 720万 

円未満の方 
7 7 7 

第 13段

階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得が 720万円以上の方 110 109 107 
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以上の制度的枠組み、所得段階別被保険者数、給付費の見込み等を総合し、本計画期間における

介護保険料基準額を以下のとおり見込みます。 

 

■介護給付費準備基金を活用（取崩し）しない場合 

令和３年度～令和５年度  令和６年度～令和８年度 

5,500円（月額）  5,730円（月額） 

 

■介護給付費準備基金を活用（取崩し）する場合 

令和３年度～令和５年度  令和６年度～令和８年度 

5,500円（月額）  5,200円（月額） 

 

本町においては、介護給付費準備基金の一部を活用することにより、介護保険料の上昇を抑制す

るものとします。これにより、令和６年度以降の介護保険料基準額を月額 5,200 円とし、所得段

階に応じ 0.455～2.4倍の保険料とします。 

 

第１号被保険者の介護保険料の見込み 

所得段階 
介護保険料 

（月額） 

介護保険料 

（年額） 

基 準 額 

対する割合 

第１段階 2,366円 28,300円 0.455 

第２段階 3,562円 42,700円 0.685 

第３段階 3,588円 43,000円 0.69 

第４段階 4,680円 56,100円 0.90 

第５段階 5,200円 62,400円 1.00 

第６段階 6,240円 74,800円 1.20 

第７段階 6,760円 81,100円 1.30 

第８段階 7,800円 93,600円 1.50 

第９段階 8,840円 106,000円 1.70 

第 10段階 9,880円 118,500円 1.90 

第 11段階 10,920円 131,000円 2.10 

第 12段階 11,960円 143,500円 2.30 

第 13段階 12,480円 149,700円 2.40 

 

※令和６年度においては、軽減措置が適用されているため、次のとおりとなります。 

第１段階  割合0.285  月額1,482円  年額17,700円 

第２段階  割合0.485  月額2,522円  年額30,200円 

第３段階  割合0.685  月額3,562円  年額42,700円 

 

※負担割合については、国の制度改正により変更になる場合があります。 



第３編 介護保険事業量の見込みと給付費の推計 

119 

 

参考資料  
 

枝幸町地域包括支援センター等運営協議会委員名簿 

役 職 氏 名 所 属 

会 長 清  水  喜  郎 枝幸町社会福祉協議会会長 

副会長 藤  岡  み ち 子 社会福祉協議会理事 

委 員 

村 山  修 被保険者 

田  中  浩  子 社会福祉主事 

佐  藤  修  司 社会福祉法人 枝幸福祉会 

吉  田  壮  兵 社会福祉法人 歌登福祉会 

 

枝幸町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 策定経緯 

日 程 内 容 

令和５年３月 
○介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

○在宅介護実態調査 

令和５年９月 事業所ヒアリング調査 

令和５年 

９月５日(火) 

第１回枝幸町地域包括支援センター等運営協議会 

議事内容 

①計画策定にあたって 

②骨子案について 

③現状と課題 

④介護保険料の推移 

令和５年 

11月 27日(月) 

第２回枝幸町地域包括支援センター等運営協議会 

議事内容 

①素案の説明 

令和６年 

１月 29日(月) 

第３回枝幸町地域包括支援センター等運営協議会 

議事内容 

①原案の説明 

②第９期介護保険料について 

 



 

120 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発行：枝 幸 町 

 

〒098-5892 北海道枝幸郡枝幸町本町 916 番地 

TEL：0163-62-1337 FAX：0163-62-3353 

保健福祉課介護係 

 


